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別紙 

申請事項記載書 

 

１ 調査の名称 

学校基本調査 

 

２ 変更の内容 

 

 

変 更 案 

 

変 更 前 

 

変更理由 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日

又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は，「調査票」

を参照。） 

  ① 学校調査 

（変更内容） 

 学校調査票のうち，幼稚園及び幼保連携型認

定こども園について，本務者のうち休職等教員

数に「男女別」を追加するとともに，休職等理

由区分として「介護休業」を追加。また，調査

に使用しない不要な欄を削除。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日

又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は，「調査票」

を参照。） 

 ① 学校調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更理由） 

 統計委員会における「諮問第 66 号

の答申 学校基本調査の変更及び学

校基本調査の指定の変更について」

（平成 26年７月 14日付け府統委第 63

号）の「今後の課題」にて，休職等理

由区分の見直しを行うよう指摘を受

けたため。（今回対応するとしていな

い学校調査票のうち小学校票，中学校

票，義務教育学校票，高等学校票，中

等教育学校票及び特別支援学校票並

びに学校通信教育調査票（高等学校）

については平成 34年度調査から対応）  
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  ① 学校調査 

（変更内容） 

 学校調査票のうち，小学校，中学校，義務教

育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学

校について，調査に使用しない不要な欄を削除。 
 

  ① 学校調査 

（変更内容） 

 学校調査票のうち，学生教職員等状況票につ

いて，学生数に「学部・本科のうち学士（専門

職）課程・短期大学士（専門職）課程（再掲）」

を追加。また，学部学生内訳票及び本科学生内

訳票について，「課程別」を追加。 

 

  ① 学校調査 

（変更内容） 

 学校調査票のうち，外国人学生調査票につい

て，「国籍」を「国籍・地域」に変更。 

 

 

 

 

 

 

 ② 学校通信教育調査 

（変更内容） 

 学校通信教育調査票（高等学校）について， 

調査に使用しない不要な欄を削除。 

 

 

 

 

 ① 学校調査 

 

 

 

 

 

 ① 学校調査 

 

 

 

 

 

 

 

  ① 学校調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 学校通信教育調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更理由） 

 形式上，調査に使用しない不要な欄

が残っているため。 

 

 

 

（変更理由） 

 学校教育法の改正により，専門性が

求められる職業を担うための実践的

かつ応用的な能力を展開させること

を目的とする専門職大学及び専門職

短期大学が創設されたため。 

 

 

（変更理由） 

外務省による「我が国政府刊行物

（白書，統計等）における台湾に関す

る記載ぶりについて」（平成 30 年１

月 12 日付け亜中モ１合第 33 号）を踏

まえ，適切な表記とするため。 

 

 

 

 

（変更理由） 

 形式上，調査に使用しない不要な欄

が残っているため。 
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  ⑥ 卒業後の状況調査  

（変更内容）  

 卒業後の状況調査票のうち，中学校について，

調査に使用しない不要な欄を削除。 

 

 

 

 ⑥ 卒業後の状況調査  

 

 

 

 

 

 

 

（変更理由） 

 形式上，調査に使用しない不要な欄

が残っているため。 

 

 

 

 





調査計画

１ 調査の名称
学校基本調査

２ 調査の目的
学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにすることを目的とする。
なお，この申請事項記載書で特別な記述がない限り，国立の学校には，国立大学法人

及び独立行政法人国立高等専門学校機構の設置する学校を，公立の学校には，公立大学
法人の設置する大学及び高等専門学校をそれぞれ含む。

３ 調査対象の範囲
（１）地域的範囲

全国
（２）属性的範囲

学校（注）及び学校の設置者
（注）学校とは，学校教育法に基づく，幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高

等学校，中等教育学校，特別支援学校，大学，高等専門学校，専修学校及び各種
学校並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する
法律（以下 「改正こども園法」という ）に基づく，幼保連携型認定こども園を， 。
いう。

４ 報告を求める者
（１）数

①学校 約６万 （詳細は，別添「学校基本調査対象数」を参照 ）。
②学校の設置者 約８千

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出）
（３）報告義務者

①学校調査 学校の長
②学校通信教育調査 通信制課程を置く高等学校及び中等教育学校の長
③不就学学齢児童生徒調査 市町村の教育委員会
④学校施設調査 ア 国立の学校（高等専門学校を除く ）は当該学。

校を設置する国立大学法人
イ 国立高等専門学校は独立行政法人国立高等専門
学校機構

ウ 公立大学法人の設置する大学及び高等専門学校
は当該学校を設置する公立大学法人

エ 公立の幼保連携型認定こども園，専修学校及び
各種学校は当該学校の長

オ 私立の学校は当該学校の設置者
⑤学校経費調査 ア 国立の学校（高等専門学校を除く ）は当該学。

校を設置する国立大学法人
イ 国立高等専門学校は独立行政法人国立高等専門
学校機構

ウ 公立大学法人の設置する大学は当該大学を設置
する公立大学法人

⑥卒業後の状況調査 学校の長（幼稚園，幼保連携型認定こども園，小学
校，専修学校及び各種学校を除く ）。

⑦学校が廃止されたときの①～⑥
ア 国立の学校，公立及び私立の大学及び高等専門学校が廃止されたとき

文部科学大臣が指定する者
イ アに掲げる学校以外の学校が廃止されたとき

都道府県知事が指定する者



５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間
（１）報告を求める事項 （詳細は 「調査票」を参照 ）、 。

文部科学省が別に定める調査票により，次のとおり行う。

①学校調査
別添の様式第１号から第１５号まで，第１７号及び第２７号に定める調査票を

用いて，次の事項を調査する。
ア 学校の名称，種別及び所在地
イ 学校の特性に関する事項
ウ 学部，学科，課程又は学級に関する事項
エ 教員及び職員の数
オ 幼児（注 ，児童，生徒又は学生の在籍状況及び出席状況）
カ 幼児，児童，生徒又は学生の入学，卒業及び転出入の状況

（ ） 、 「 」注 様式第１７号においては 改正こども園法第２条第１項に規定する 子ども
に読み替える。以下同じ。

②学校通信教育調査
別添の様式第１６号に定める調査票を用いて，次の事項を調査する。

ア 学校の名称及び所在地
イ 学校の特性に関する事項
ウ 教員及び職員の数
エ 生徒の在籍状況
オ 生徒の入学，卒業，退学及び単位修得の状況

③不就学学齢児童生徒調査
別添の様式第１８号に定める調査票を用いて，次の事項を調査する。

ア 教育委員会の名称及び所在地
イ 学齢児童生徒の就学の免除及び猶予の状況
ウ 居所不明の学齢児童生徒の数
エ 死亡した学齢児童生徒の数

④学校施設調査
別添の様式第１９号から第２１号までに定める調査票を用いて，次の事項を調査

する。
ア 学校の名称，種別及び所在地
イ 学校の特性に関する事項
ウ 土地又は建物の用途別，構造別等の面積
エ 土地又は建物の増減の状況

⑤学校経費調査
別添の様式第２２号に定める調査票を用いて，次の事項を調査する。

ア 学校の名称，種別及び所在地
イ 学校の特性に関する事項
ウ 経費に関する事項
エ 収入に関する事項

⑥卒業後の状況調査
別添の様式第２３号から第３１号までに定める調査票を用いて，次の事項を調査

する。
ア 学校の名称，種別及び所在地
イ 学校の特性に関する事項
ウ 卒業者の卒業時における所属に関する事項
エ 卒業者の進学，就職等の状況



（２）基準となる期日又は期間
①学校調査

毎年５月１日現在②学校通信教育調査
③不就学学齢児童生徒調査
④学校施設調査
⑤学校経費調査 前会計年度間
⑥卒業後の状況調査 前年度間の卒業者（高等学校，中等教育学

校及び特別支援学校の高等部にあっては，
前々年度以前の卒業者で上級の学校に入学
を志願した者を含む ）について，毎年５月。
１日現在

６ 報告を求めるために用いる方法
（１）調査組織

調査組織は次のとおりである。
①学校調査

文部科学大臣 大学及び高等専門学校の長
， ， ， ，国立の幼稚園 幼保連携型認定こども園 小学校 中学校

義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，専
修学校及び各種学校の長

都道府県知事 公立及び私立の高等学校（通信制の課程のみを置く高等学
校を除く ）及び中等教育学校の長。
都道府県立の幼稚園，幼保連携型認定こども園，小学校，
中学校，義務教育学校，特別支援学校，専修学校及び各種
学校の長

市 町 村 長 市町村立及び私立の幼稚園，幼保連携型認定こども園，小
学校，中学校，義務教育学校，特別支援学校，専修学校及
び各種学校の長

②学校通信教育調査

文部科学大臣

都道府県知事 通信制の課程を置く高等学校及び中等教育学校の長

③不就学学齢児童生徒調査

文部科学大臣

都道府県知事

市 町 村 長 市町村教育委員会



④学校施設調査

文部科学大臣 国立大学法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構
地方公共団体の長
教育委員会
公立大学法人
私立学校の設置者（大学・高等専門学校に係るもの ）。

都道府県知事 都道府県立の幼保連携型認定こども園，専修学校及び各種
学校の長
私立の高等学校及び中等教育学校の設置者（大学・高等専
門学校に係るものを除く ）。

市 町 村 長 市町村立の幼保連携型認定こども園，専修学校及び各種学
校の長

， ， ， ，私立の幼稚園 幼保連携型認定こども園 小学校 中学校
義務教育学校，特別支援学校，専修学校及び各種学校の設
置者（大学・高等専門学校に係るもの，高等学校及び中等
教育学校の設置者を除く ）。

⑤学校経費調査

文部科学大臣 国立大学法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構
地方公共団体の長
公立大学法人

⑥卒業後の状況調査

文部科学大臣 大学及び高等専門学校の長
国立の中学校，義務教育学校，高等学校及び中等教育学校
の長
国立の特別支援学校（中学部又は高等部を置く学校のみ ）。
の長

都道府県知事 公立及び私立の高等学校及び中等教育学校の長
都道府県立の中学校及び義務教育学校の長
都道府県立の特別支援学校（中学部又は高等部を置く学校
のみ｡)の長

市 町 村 長 市町村立及び私立の中学校及び義務教育学校の長
市町村立及び私立の特別支援学校（中学部又は高等部を置
く学校のみ｡)の長



（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（ ））
① 文部科学大臣は，直接又は都道府県知事若しくは市町村長（特別区の長を含む。

以下同じ ）を通じて，必要部数の調査票を配布する。。
② 報告義務者は，調査票の配布，取集の系統に従って，文部科学大臣，都道府県知

事又は市町村長に調査票を提出する。
③ 国立の学校（大学及び高等専門学校を除く ）の長は，学校調査票及び卒業後の状。

況調査票の写しを文部科学大臣への提出時期に合わせて，当該学校の所在する都道
府県の知事部局統計主管課ヘ送付する。

④ 調査票の提出は 政府統計共同利用システムのオンライン調査システム 以下 オ， （ ，「
ンライン調査システム」という ）を使用して行うことができる。。

⑤ オンライン調査システムによって調査票の提出をしようとする者は，学校名，所
在地その他必要な事項をオンライン調査システムにより届け出るものとする。

⑥ オンライン調査システムによる調査票の提出については，文部科学省の使用に係
る電子計算機に備えられたファイルに記録されたときをもって，調査票の取集の系
統に従い，文部科学大臣，都道府県知事又は市町村長に提出されたものとみなす。

⑦ 都道府県知事は，文部科学大臣に提出した調査票及び都道府県集計表の写しを当
該都道府県の教育委員会へ送付する。ただし，オンライン調査システムにより提出
された調査票については，提出されていることの連絡によって送付されたものとみ
なす。

７ 報告を求める期間
（１）調査の周期

毎年
（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限

報告義務者が調査票を提出する期日は次のとおりとする。
①文部科学大臣に直接調査票を提出する者の提出期日
学校調査 ５月３１日
学校施設調査 ７月３１日
学校経費調査 ７月３１日
卒業後の状況調査 ５月３１日

②都道府県知事に調査票を提出する者の提出期日
都道府県知事が定める期日

③市町村長に調査票を提出する者の提出期日
市町村長が定める期日

８ 集計事項
学校種別，設置者別等におおむね次の事項について集計する。
（詳細は 「学校基本調査集計一覧」を参照 ）、 。

（１）学校調査
①規模別，全日制・定時制別，昼夜別，類型別学校数
②学部，学科及び研究科の数
③編制方式別及び収容人員別学級数
④本務・兼務別，職名別，男女別教職員数
⑤学部・学科・専攻別，課程別，学年（年次）別，男女別幼児・児童・生徒・学

生の数
⑥学部・学科・専攻別，課程別，入学志願者・入学者の数
⑦男女別卒業者・修了者の数
⑧外国人児童・生徒・学生の数

（２）学校通信教育調査
①本務・兼務別，職名別，男女別教職員数



②男女別，年齢別生徒数及び学科別履修者数
③男女別教科の修了又は単位修得の認定を受けた者の数
④男女別入学者及び退学者の数

（３）不就学学齢児童生徒調査
①就学免除又は就学猶予の理由別，年齢別，男女別学齢児童生徒数
②１年以上居所不明者の年齢別，男女別学齢児童生徒数
③年齢別，男女別死亡者数

（４）学校施設調査
①用途別土地面積
②構造別，用途別建物面積

（５）学校経費調査
①使途別学校経費
②授業料等学校収入

（６）卒業後の状況調査
①学科別，専攻別，課程別，状況別，男女別卒業者数
②学科別，専攻別，課程別，産業別及び職業別の就職者数

９ 調査結果の公表の方法及び期日
調査年度の８月頃に「学校基本統計速報（学校基本調査の結果速報 」として一部を刊）

行物及びインターネット（文部科学省ホームページ及び ）に掲載して公表し，１e-Stat
２月頃に「学校基本統計（学校基本調査報告書 」として刊行物及びインターネットに掲）
載して公表する。また，閲覧公表については，報告書刊行以降，順次インターネットに
掲載する。

使用する統計基準10
卒業後の状況調査の集計において，日本標準産業分類及び日本標準職業分類の大分類

（一部の項目については中分類）を利用する。
なお，中学校，義務教育学校，中等教育学校前期課程及び特別支援学校中等部の卒業

後の状況調査については，就職者が少ないことから日本標準産業分類をもとにした第１
～３次産業の分類を使用する。

調査票情報の保存期間及び保存責任者11

調 査 票 等 保 存 期 間 保 存 責 任 者

記入済み調査票 １年間 文部科学大臣

調査票の内容を記録した 永年 同上
電磁的記録媒体

関係書類 １年間 都道府県知事，都道府県教育委員会

立入検査等の対象とできる事項12
本調査の事務に従事する職員は，正確な報告の確保する特段の必要があるときは，前

記５（１）に掲げる事項について，資料の提出を求め，または必要な場所の立ち入り，
書類その他の物件を検査し，若しくは関係者に質問することができる。



別添
学校基本調査対象数

学校種別対象数：５６，６６０校

①幼稚園：１０，８８０校
②幼保連携型認定こども園：３，６７０校
③小学校：２０，１００校
④中学校：１０，３３０校
⑤義務教育学校：５０校
⑥高等学校：４，９１０校
⑦中等教育学校：５０校
⑧特別支援学校：１，１４０校
⑨大学：７８０校
⑩短期大学：３４０校
⑪高等専門学校：６０校
⑫専修学校：３，１７０校
⑬各種学校：１，１８０校

この他，市町村教育委員会 １，７００が調査対象となっている。

注：対象数は，平成２９年度「学校基本統計」実績をもとにした概数である。





○幼稚園

集　　計　　表

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

市町村別 計 公 私

学級数別学校数 全国計 計 国 公 私 

在園者数別学校数 全国計 計 国 公 私 

編制方式別学校数 全国計 計 国 公 私 

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

市町村別 計 公 私

収容人員別学級数 全国計 計 国 公 私 

編制方式別学級数 全国計 計 国 公 私 

設置者別在園者数 全国計 計 国 公 私 

設置者別入園者数 全国計 計 国 公 私 

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 公 私

収容定員数 都道府県別 計 国 公 私 

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 公 私

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 私

修了者数

職名別教員数（本務者） 都道府県別

政令指定都市別

職名別教員数（兼務者） 都道府県別

政令指定都市別

在園者数及び入園者数 都道府県別

政令指定都市別

学 校 基 本 調 査 集 計 一 覧

集　計　区　分

学校数

学級数



集　　計　　表 集　計　区　分

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計 国 公 私 

公立

政令指定都市別 計 国 公 私 

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 私

都道府県別 私立

政令指定都市別 私立

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計

政令指定都市別 公立

政令指定都市別 私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 公 私

在園者数及び入園者（３～５歳児）数＜認定区分
別＞

都道府県別

政令指定都市別

私立の教員数及び職員数（本務者）

認可定員数

指定都市等に所在する園数・在園者数及び教職員
数

職員数（本務者） 都道府県別

政令指定都市別

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲） 都道府県別

政令指定都市別

本務教職員のうち産休代替等教職員の数（再掲） 都道府県別



○幼保連携型認定こども園

集　　計　　表

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

市町村別 計 公 私

学級数別学校数 全国計 計 国 公 私 

在園者数別学校数 全国計 計 国 公 私 

編制方式別学校数 全国計 計 国 公 私 

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

市町村別 計 公 私

収容人員別学級数 全国計 計 国 公 私 

編制方式別学級数 全国計 計 国 公 私 

設置者別在園者数 全国計 計 国 公 私 

設置者別入園者（３～５歳児）数 全国計 計 国 公 私 

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 公 私

収容定員数 都道府県別 計 国 公 私 

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 公 私

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 私

修了者数

職名別教育・保育職員数（本務者） 都道府県別

政令指定都市別

職名別教育・保育職員数（兼務者） 都道府県別

政令指定都市別

在園者数及び入園者（３～５歳児）数 都道府県別

政令指定都市別

集　計　区　分

学校数

学級数



集　　計　　表 集　計　区　分

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計 国 公 私 

公立

政令指定都市別 計 国 公 私 

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 私

計

国立

公立

私立

都道府県別 私立

政令指定都市別 私立

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計

政令指定都市別 公立

政令指定都市別 私立

都道府県別 計 国 公 私 

政令指定都市別 計 国 公 私 

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 公 私

都道府県別

政令指定都市別

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲） 都道府県別

政令指定都市別

本務教職員のうち産休代替等教職員の数（再掲） 都道府県別

その他の職員数（本務者） 都道府県別

政令指定都市別

私立の教育・保育職員数及びその他の職員数（本
務者）

認可定員数

指定都市等に所在する園数・在園者数及び教職員
数

利用定員数

在園者数及び入園者（３～５歳児）数＜認定区分
別＞

都道府県別その他の職員数（非常勤）



○小学校

集　　計　　表

都道府県別

政令指定都市別

市町村別

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

一体型 計 国 公 私

隣接型 計 国 公 私

分離型 計 国 公 私

全国計 計 国 公 私

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

小中一貫教育を行う学校数（再掲） 都道府県別

都道府県別

私立

国立

国立

計

計

私立

計

国立

公立

国立

集　計　区　分

政令指定都市別

計

国立

公立

私立

公立

公立

計

都道府県別

児童数別学校数

政令指定都市別

都道府県別

計 国 公 私

学校数 計 国 公 私

計 公

学級数別学校数

公立

私立

類型別学校数



集　　計　　表 集　計　区　分

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

市町村別

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

計

公立

私立

私立

国立

公立

私立

私立

児童数別学校数（つづき）

収容人員別学級数

都道府県別

政令指定都市別

国立

計

計

私立

計

公立

計

国立

公立

国立

公立

計

国立

都道府県別

政令指定都市別

編制方式別学級数

政令指定都市別



集　　計　　表 集　計　区　分

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

市町村別

市町村別

全国計

市町村別

私立

計 国 公 私

公立

国立

公立

私立

種類別特別支援学級児童数

政令指定都市別

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

計

公立

私立

国立

都道府県別

政令指定都市別

政令指定都市別 計

計

公立

計

公立

学級編制方式別児童数

私立

計

公立

私立

学年別特別支援学級児童数

計

国立

国立

計

国立

私立

都道府県別

公立

公立

計

私立

学年別児童数 都道府県別

私立

国立

計

計

国立

公立

公立

都道府県別

公立



集　　計　　表 集　計　区　分

全国計

都道府県別

政令指定都市別

市町村別

市町村別

都道府県別

政令指定都市別

計 国 公 私

計 国 公 私

外国人児童数 計 国 公 私

政令指定都市別

帰国児童数

公立

計

公立

計

国立

公立

国立

公立

私立

計

私立

私立

政令指定都市別

計

計

本務教員のうち指導主事等の数（公立）（再掲）

計

公立

国立

本務教職員のうち教務主任等の数（再掲） 都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

国立

計

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲）

国立

公立

都道府県別

国立

私立

私立

職名別教員数（兼務者） 都道府県別

政令指定都市別

計

職名別教員数（本務者） 都道府県別

計

公立

国立

公立

国立

計

国立

私立

公立

計

公立

公立

私立

私立

私立

公立

公立



集　　計　　表 集　計　区　分

市町村別

市町村別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

私立

政令指定都市別指定都市等に所在する学校数・学級数・児童数及
び教職員数

計

公立

へき地等指定学校の児童数（公立）

へき地等指定学校数（公立）

国立

へき地等指定学校の負担法による事務職員数（公
立）

へき地等指定学校の教員数（公立の本務者）

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

公立

公立

公立

公立

公立

公立

公立

職員数（本務者）

公立

私立

国立

国立

計

公立

国立

公立

学校医等の数

都道府県別

政令指定都市別

政令指定都市別

都道府県別

計

公立

国立

公立

私立

私立

私費負担の職員数（国・公立の本務者）

公立

私立

計

計

計

計

国立

計

計

公立

国立

公立

計

公立

私立

公立



○中学校

集　　計　　表

都道府県別

政令指定都市別

市町村別

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

一体型 計 国 公 私

隣接型 計 国 公 私

分離型 計 国 公 私

併設型 計 国 公 私

連携型 計 国 公 私

全国計 計 国 公 私

計

本校

分校

計

本校

分校

小中一貫教育を行う学校数（再掲） 都道府県別

学校数 計 国 公 私

計 国 公 私

計 公

私立

集　計　区　分

計

公立

私立

国立

都道府県別 計

国立

公立

私立

計

国立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

学級数別学校数

政令指定都市別

生徒数別学校数

都道府県別

都道府県別中高一貫教育を行う学校数（再掲）

政令指定都市別

都道府県別

類型別学校数



集　　計　　表 集　計　区　分

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

市町村別

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

私立

計

国立

計

計

国立

私立

公立

公立

計

国立

国立

公立

私立

計

公立

私立

公立

計

国立

政令指定都市別

公立

私立

収容人員別学級数

政令指定都市別

都道府県別

生徒数別学校数（つづき）

政令指定都市別

編制方式別学級数 都道府県別



集　　計　　表 集　計　区　分

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

市町村別

市町村別

全国計

市町村別

都道府県別

政令指定都市別 計

公立

私立

種類別特別支援学級生徒数

計

計 国 公 私

国立

公立

公立

学年別特別支援学級生徒数 都道府県別 計

国立

計

国立

公立

政令指定都市別 計

国立

公立

学年別生徒数

公立

政令指定都市別

計

公立

私立

国立

公立

公立

公立

私立

計

国立

計

私立

私立

計

私立

計

私立

国立

公立

私立

国立

学級編制方式別生徒数 都道府県別

都道府県別

政令指定都市別

私立

計



集　　計　　表 集　計　区　分

全国計

都道府県別

政令指定都市別

市町村別

市町村別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

公立

私立

計

私立

計

公立

都道府県別

私立

私立

計

国立

国立

職名別教員数（兼務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

公立

私立

計

職名別教員数（本務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

計 国 公 私

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

帰国生徒数

国立

公立

本務教職員のうち教務主任等の数（再掲）

政令指定都市別 計

計

本務教員のうち指導主事等の数（公立）（再掲） 公立

公立

公立

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲） 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別

公立

計

公立

計 国 公 私

国立

外国人生徒数

計 国 公 私



集　　計　　表 集　計　区　分

市町村別

市町村別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

計

公立

公立

職員数（本務者） 都道府県別

へき地等指定学校の負担法による事務職員数（公
立）

公立

公立

公立

へき地等指定学校の生徒数（公立） 公立

私立

私費負担の職員数（国・公立の本務者） 都道府県別 計

国立

公立

政令指定都市別 計

国立

公立

計

国立

国立

公立

私立

計

指定都市等に所在する学校数・学級数・児童数及
び教職員数

政令指定都市別 計

公立

私立

学校医等の数 都道府県別 計

へき地等指定学校の教員数（公立の本務者） 公立

公立

へき地等指定学校数（公立） 公立

公立

国立

公立

私立

政令指定都市別

公立

私立



○義務教育学校

集　　計　　表

都道府県別

政令指定都市別

市町村別

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

全国計 計 国 公 私

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

国立

公立

私立

児童・生徒数別学校数 都道府県別 計

国立

公立

類型別学校数

都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

集　計　区　分

学校数 計 国 公 私

計 国 公 私

計 公

学級数別学校数 都道府県別 計

国立

公立



集　　計　　表 集　計　区　分

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

計

本校

分校

市町村別

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

私立

計

公立

収容人員別学級数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別

編制方式別学級数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

計

国立

児童・生徒数別学校数（つづき） 政令指定都市別 計

国立

公立

私立

私立



集　　計　　表 集　計　区　分

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

計

単式学級

複式学級

特別支援学級

市町村別

市町村別

全国計

市町村別

全国計

都道府県別

種類別特別支援学級児童・生徒数 計 国 公 私

都道府県別 計

国立

計

公立

外国人児童・生徒数 計 国 公 私

計 国 公 私

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

計

公立

学年別特別支援学級児童・生徒数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

都道府県別 計

国立

公立

私立

公立

学級編制方式別児童・生徒数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

学年別児童・生徒数

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

計

公立

私立



集　　計　　表 集　計　区　分

政令指定都市別

市町村別

市町村別

都道府県別

政令指定都市別

私立

本務教職員のうち教務主任等の数（再掲） 都道府県別 計

国立

公立

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲） 都道府県別 計

国立

公立

私立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

本務教員のうち指導主事等の数（公立）（再掲） 公立

公立

政令指定都市別 計

国立

公立

職名別教員数（兼務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

計

公立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

計

私立

職名別教員数（本務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

帰国児童・生徒数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

公立

国立

公立

計 国 公 私



集　　計　　表 集　計　区　分

市町村別

市町村別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

指定都市等に所在する学校数・学級数・児童生徒
数及び教職員数

政令指定都市別 計

公立

私立

へき地等指定学校の教員数（公立の本務者） 公立

公立

へき地等指定学校の負担法による事務職員数（公
立）

公立

公立

私立

へき地等指定学校数（公立） 公立

公立

へき地等指定学校の児童・生徒数（公立） 公立

公立

学校医等の数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

計

計

公立

私費負担の職員数（国・公立の本務者） 都道府県別 計

国立

公立

政令指定都市別 計

国立

公立

職員数（本務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別

公立

計

国立

公立

私立



○高等学校

集　　計　　表

計 計 国 公 私

本校 計 国 公 私

分校 計 国 公 私

計 計 国 公 私

本校 計 国 公 私

分校 計 国 公 私

市町村別

生徒数別課程数 全国計

昼夜別学校数（定時制） 全国計 計 国 公 私

専攻科のある学校数 全国計 計 国 公 私

別科のある学校数 全国計 計 国 公 私

男女別学校数 全国計 計 国 公 私

単独・総合別学校数 全国計

学級数別学校数（公立） 全国計 公立 計 本校 分校

併設型 計 国 公 私

連携型 計 国 公 私

定時制（計）

定時制（計のうち単位制による課程）

定時制（公立）

定時制（公立のうち単位制による課程）

定時制（私立のうち単位制による課程）（入学者のう
ち中卒・過年度中卒を含む）

政令指定都市別 全日制のうち単位制による課程の生徒数（計）（学年
別）

全日制のうち単位制による課程（計）（入学者のうち
他県所在中卒・過年度中卒を含む）

全日制のうち単位制による課程の生徒数（国立）（学
年別）

全日制のうち単位制による課程（国立）（入学者のう
ち他県所在中卒・過年度中卒を含む）

全日制のうち単位制による課程の生徒数（公立）（学
年別）

全日制のうち単位制による課程（公立）（入学者のう
ち他県所在中卒・過年度中卒を含む）

全日制のうち単位制による課程の生徒数（私立）（学
年別）

全日制のうち単位制による課程（私立）（入学者のう
ち他県所在中卒・過年度中卒を含む）

全日制のうち単位制による課程及び定時制の修業
年限別の学校数，入学状況及び生徒数

都道府県別 全日制のうち単位制による課程（計）

全日制のうち単位制による課程の生徒数（計）（学年
別）

全日制のうち単位制による課程（計）（入学者のうち
他県所在中卒・過年度中卒）

全日制のうち単位制による課程の生徒数（国立）（学
年別）

全日制のうち単位制による課程（国立）（入学者のう
ち他県所在中卒・過年度中卒を含む）

定時制（計のうち単位制による課程）（入学者のうち
中卒・過年度中卒）

定時制（国立のうち単位制による課程の生徒数）（学
年別）

定時制（国立のうち単位制による課程）（入学者のう
ち中卒・過年度中卒を含む）

定時制（公立のうち単位制による課程の生徒数）（学
年別）

定時制（公立のうち単位制による課程）（入学者のう
ち中卒・過年度中卒）

定時制（私立のうち単位制による課程の生徒数）（学
年別）

全日制のうち単位制による課程（公立）

全日制のうち単位制による課程の生徒数（公立）（学
年別）

全日制のうち単位制による課程（公立）（入学者のう
ち他県所在中卒・過年度中卒）

全日制のうち単位制による課程の生徒数（私立）（学
年別）

全日制のうち単位制による課程（私立）（入学者のう
ち他県所在中卒・過年度中卒を含む）

定時制（計のうち単位制による課程の生徒数）（学年
別）

定時制（計のうち単位制による課程の生徒数）（学年
別）

定時制（国立のうち単位制による課程の生徒数）（学
年別）

定時制（公立のうち単位制による課程の生徒数）（学
年別）

集　計　区　分

学校数 都道府県別

政令指定都市別

計 公

計 国 公 私

計 国 公 私

中高一貫教育を行う学校数（再掲） 都道府県別



集　　計　　表 集　計　区　分

都道府県別 公立 計 本校 分校

政令指定都市別 公立 計 本校 分校

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

小学科数（本科） 全国計 計 国 公 私

小学科数（専攻科・別科） 全国計 計 国 公 私

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

学年別生徒数 都道府県別 計

全日制

定時制

政令指定都市別 計

全日制

学級数（公立の本科）

学科数（本科） 都道府県別 計

本校

分校

政令指定都市別 計

本校

分校

定時制（国立のうち単位制による課程）（入学者のう
ち中卒・過年度中卒を含む）

定時制（公立のうち単位制による課程）（入学者のう
ち中卒・過年度中卒を含む）

定時制（私立のうち単位制による課程）（入学者のう
ち中卒・過年度中卒を含む）

定時制（私立のうち単位制による課程）（学年別）

定時制（計のうち単位制による課程）（入学者のうち
中卒・過年度中卒を含む）



集　　計　　表 集　計　区　分

公立

私立

計

国立

公立

私立

計 計

公立

全日制 計

公立

定時制 計

公立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

政令指定都市別 計

全日制

定時制

計(男)

学科別学年別生徒数（本科） 都道府県別 計

全日制

定時制

計(男)

全日制
（男）

定時制
（男）

定時制

市町村別



集　　計　　表 集　計　区　分

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

小学科別生徒数（本科） 全国計 計 国 公 私

小学科別生徒数（専攻科・別科） 全国計 計 国 公 私

昼夜別生徒数（定時制） 全国計 計 国 公 私

分校の生徒数 全国計 計 公 私

外国人生徒数 全国計 計 国 公 私

都道府県別 計 国 公 私

計

全日制

定時制

国立 計 全 定

公立 計 全 定

私立 計 全 定

計 計 全 定

国立 計 全 定

公立 計 全 定

私立 計 全 定

計 計 全 定

国立 計 全 定

公立 計 全 定

私立 計 全 定

計 計 全 定

国立 計 全 定

公立 計 全 定

私立 計 全 定

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

職名別教員数（本務者） 都道府県別 計

全日制

定時制

小学科別入学状況（本科） 全国計

学校医等の数 都道府県別 計 

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

帰国生徒数（つづき） 政令指定都市別

入学状況（本科） 都道府県別

全日制
（男）

定時制
（男）

帰国生徒数 都道府県別 計



集　　計　　表 集　計　区　分

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計 計

公立

全日制 計

公立

定時制 計

公立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計 計

公立

全日制 計

公立

定時制 計

公立

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲） 都道府県別 計

職名別教員数（兼務者） 都道府県別 計

全日制

定時制

政令指定都市別 計

全日制

定時制

市町村別

政令指定都市別 計

全日制

定時制

市町村別



集　　計　　表 集　計　区　分

本務教員のうち指導主事等の数（公立）（再掲） 都道府県別

全国計 計 国 公 私

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計 計

公立

全日制 計

公立

定時制 計

市町村別

公立

職員数（本務者）

都道府県別 計

全日制

定時制

政令指定都市別 計

全日制

定時制

計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

国立

公立

私立

政令指定都市別

定時制課程を兼任している教員数 都道府県別 計

国立

公立

計

国立

公立

私立

本務教職員のうち教務主任等の数（再掲） 都道府県別 計

国立

公立

私立

私立

政令指定都市別



集　　計　　表 集　計　区　分

公立

市町村立学校の生徒数及び教員数（本務者） 都道府県別 計 全日制 定時制

市町村立学校の学科別生徒数 全国計 計 全日制 定時制

市町村立学校の教員数及び職員数（本務者） 全国計 計 全日制 定時制

指定都市等に所在する学校数・生徒数及び教職員数 政令指定都市別 計

公立

私立



　○高等学校（通信課程）

集　　計　　表

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

年齢別生徒数 全国計 公立 私立

実施科目数・履修者数及び単位修得者数 全国計 公立 私立

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

都道府県別 公立 私立

政令指定都市別 公立 私立

本務教員のうち教務主任等の数

職員数（本務者）

入学者数・退学者数及び単位修得者数

職名別教員数（本務者）

職名別教員数（兼務者）

修業年限別通信制を置く学校数，入学状況及び生
徒数

集　計　区　分

学校数・学科数

都道府県別生徒数



集　　計　　表

前期課程の学年別特別支援学級生徒数 都道府県別

前期課程の種類別特別支援学級生徒数 全国計 計 国 公 私

外国人生徒数 全国計 計 国 公 私（前期課程・後期課程）

都道府県別 計 国 公 私（前期課程・後期課程）

前期課程 計

計

全日制

計 計

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計 計

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

後期課程の小学科別生徒数（本科） 全国計 計 国 公 私

後期課程の小学科別生徒数（専攻科・別科） 全国計 計 国 公 私

後期課程の昼夜別生徒数（定時制） 全国計 計 国 公 私

分校の生徒数（後期課程） 全国計

職名別教員数（兼務者） 都道府県別

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲） 都道府県別

本務教員のうち指導主事等の数（公立） 都道府県別

学校医等の数 都道府県別

本務教職員のうち教務主任等の数（再掲） 都道府県別

定時制課程を兼任している教員数（後期課程）都道府県別

職員数（本務者） 都道府県別

へき地等指定学校数（公立）（前期課程） 都道府県別

へき地等指定学校の生徒数（公立）（前期課程） 都道府県別 公立

へき地等指定学校の教員数（公立の本務者） 都道府県別

へき地等指定学校の負担法による事務職員数（公立） 都道府県別 公立

市町村立学校の学科別生徒数（後期課程） 全国計 計 全日制 定時制

計

帰国生徒数 都道府県別

全日制

計

定時制

全日制

定時制

後期課程

都道府県別

後期課程の学年別生徒数 都道府県別

都道府県別

国立

公立

私立

　○中等教育学校
集　計　区　分

公立

公立

公立

職名別教員数（本務者）

計

公立

後期課程の学科別学年別生徒数

計 公 私

計

公立

公立

公立



集　　計　　表 集　計　区　分

市町村立学校の生徒数及び教員数（本務者） 都道府県別 計 全日制 定時制

市町村立学校の教員数及び職員数（本務者） 全国計 計 全日制 定時制

指定都市等に所在する学校数・学級数・生徒
数及び教職員数

政令指定都市別 計

公立

私立



　○特別支援学校

集　　計　　表

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別

幼・小・中・高等部学校数 全国計 計 国 公 私

障害種別学級数及び在学者数 全国計

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

計

男

女

国立

公立

私立

市町村別 計

公立

部別

学年別学級数及び在学者数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

児童・生徒数別学校数 全国計 小学部

中学部

学級数 都道府県別 計

国立

集　計　区　分

学校数

計 公

学級数別学校数 全国計 小学部

中学部



集　　計　　表 集　計　区　分

年齢別在学者数 全国計 計 国 公 私

小学校・中学校・高等学校との転入・転出状況 全国計 計 国 公 私

外国人在学者数 全国計 計 国 公 私

都道府県別 計 国 公 私

学科別在学者数（高等部）

学科別入学者数（高等部・本科）

理由別長期欠席児童・生徒数（小・中学部） 全国計

市町村別

職名別教員数（兼務者） 全国計

国立

公立

私立

本務教員のうち理由別休職等教員数（再掲） 都道府県別 計

国立

計

国立

公立

私立

担当障害種別職名別教員数（兼務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

全国計

全国計

計 国 公 私

計

公立

計 国 公 私

担当障害種別職名別教員数（本務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別

職名別教員数（本務者） 都道府県別 計

国立

通学状況別在学者数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

公立

私立



集　　計　　表 集　計　区　分

都道府県別

政令指定都市別

市町村別

障害種別学校数 全国計

障害種類別学級数及び在学者数 全国計

私立

政令指定都市別

計

国立

計

公立

公立

私立

計 国 公 私

計

学校医等の数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

寄宿舎専任職員数（再掲） 都道府県別 計

国立

公立

計

国立

公立

私立

公立

私立

本務教員のうち指導主事等の数（公立）（再掲） 公立

公立

本務教職員のうち教務主任等の数（再掲） 都道府県別 計

国立

公立

職員数（本務者） 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立



○専修学校

集　　計　　表

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

生徒数別学校数 全国計 計 国 公 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

学科別学校数 全国計 計 国 公 私

都道府県別 計

政令指定都市別 計

計

高等課程

専門課程

一般課程

計

高等課程

専門課程

一般課程

計

高等課程

専門課程

一般課程

計

高等課程

専門課程

一般課程

課程別学科数 全国計 計 国 公 私

学科別学科数 全国計 計 国 公 私

計 国 公 私

高等課程(計国公私)

専門課程(計国公私)

一般課程(計国公私)

計 国 公 私

高等課程(計国公私)

専門課程(計国公私)

一般課程(計国公私)

計 私

専門課程(計 私)

私立の設置者別課程別生徒数 全国計 私立

計 国 公 私

高等課程(計国公私)

専門課程(計国公私)

一般課程(計国公私)

計 国 公 私

高等課程(計国公私)

専門課程(計国公私)

修業年限別学科別生徒数 全国計

生徒数 都道府県別

政令指定都市別

市町村別

設置者別学科別生徒数 全国計

集　計　区　分

学校数

類型別学校数

学科数

修業年限別学科数 計

国立

公立

私立



集　　計　　表 集　計　区　分

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

高等課程

専門課程

一般課程

計

高等課程

専門課程

一般課程

計

高等課程

専門課程

一般課程

計

高等課程

専門課程

一般課程

計 国 公 私

高等課程(計国公私)

専門課程(計国公私)

一般課程(計国公私)

計 国 公 私

高等課程(計国公私)

専門課程(計国公私)

一般課程(計国公私)

全国計 計 国 公 私

高等課程 計 国 公 私

専門課程 計 国 公 私

一般課程 計 国 公 私

卒業年次別入学者数 全国計 計 国 公 私

入学者のうち就職している者の数 全国計 計 国 公 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

専門課程入学者のうち大学等卒業者数 全国計 計 国 公 私

教員数（兼務者）

卒業者数（前年度間） 設置者別

卒業者のうち
昼間・就職者
数

学科別卒業者数

職員数（本務者）

教員数（本務者）

入学状況 都道府県別

政令指定都市別

学科別入学状況 計

国立

公立

私立



○各種学校

集　　計　　表

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

課程別課程数 全国計 計 国 公 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

計

国立

公立

私立

課程別卒業者数 全国計 計 国 公 私

計

公立

私立

入学者のうち就業している者の数（再掲） 全国計 計 国 公 私

入学者数及び卒業者数 都道府県別 計 国 公 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

都道府県別 計 国 公 私

政令指定都市別 計 国 公 私

市町村別 計 私

職員数（本務者）

課程別修業年限別生徒数 全国計

課程別入学者数 全国計

教員数（本務者）

教員数（兼務者）

生徒数

集　計　区　分

学校数

課程別学校数 工業関係～教育・社会福祉関係

商業実務関係・各種学校にある課程



卒業後の状況調査

○中学校

集　　計　　表

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 計

公立

男 計

公立

女 計

公立

一体型 計 国 公 私

隣接型 計 国 公 私

分離型 計 国 公 私

その他 計 国 公 私

公立

私立

高等学校等への進学者数

国立

公立

男

女

計

男

女

状況別卒業者数 都道府県別

政令指定都市別

男

女

集　計　区　分

計

都道府県別

政令指定都市別 計

国立

私立

計

小中一貫教育を行う中学校のうち高等学校（本
科）等へ進学した者（再掲）

都道府県別

高等学校(本科)への進学者のうち併設先または
連携先の高等学校へ進学した者（再掲）

都道府県別 計

男



集　　計　　表 集　計　区　分

一体型 計 国 公 私

隣接型 計 国 公 私

分離型 計 国 公 私

その他 計 国 公 私

国立

公立

私立

産業別就業者数 都道府県別

政令指定都市別

私立

計

国立

公立

指定都市に所在する中学校の状況別卒業者数 計

公立

私立

政令指定都市別

計

国立

私立

公立

私立

計

国立

私立

計

計

国立

女

計特別支援学級卒業者の状況

公立

男

高等学校等への入学志願者数 都道府県別

政令指定都市別

国立

国立

私立

男

計

公立

私立

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

政令指定都市別

私立

女

高等学校(本科)への進学者のうち併設先または
連携先の高等学校へ志願した者（再掲）

計

男

女

都道府県別

計

公立

公立

小中一貫教育を行う中学校のうち高等学校（本
科）等への入学志願者（再掲）

都道府県別

公立

国立

専修学校等入学者数

女



○義務教育学校

集　　計　　表

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 計

公立

男 計

公立

女 計

公立

集　計　区　分

状況別卒業者数 都道府県別 計

男

女

政令指定都市別 計

男

女

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

高等学校等への進学者数 都道府県別 計

男

女

国立

公立



集　　計　　表 集　計　区　分

計

国立

公立

私立

私立

専修学校等入学者数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別

特別支援学級卒業者の状況 都道府県別 計

男

高等学校等への入学志願者数 都道府県別 計

男

女

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

産業別就業者数 都道府県別 計

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

国立

公立

私立

女

国立

公立

私立

政令指定都市別 計

公立

私立

国立

指定都市に所在する中学校の状況別卒業者数 政令指定都市別 計

公立

私立



○特別支援学校（中学部)

集　　計　　表

計

男

女

政令指定都市別 計

市町村 計

全国計

都道府県別

政令指定都市別 

高等学校等への入学志願者数 全国計

全国計

都道府県別

政令指定都市別 

産業別就職者数 全国計

都道府県別

政令指定都市別 

状況別卒業者数

集　計　区　分

社会福祉施設等入所通所者

専修学校（一般課程）等入学者数

都道府県別

高等学校等への進学者数



○高等学校

集　　計　　表

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

市町村別 計 計

公立

男 計

公立

女 計

公立

大学・短期大学等への進学者数 計

公立

国立

男

女

国立

計

私立

状況別卒業者数

集　計　区　分

政令指定都市別

都道府県別

学科別専修学校（一般課程等）等への入学者数

計

男

女

都道府県別

私立

公立

男

全国計 計

学科別大学・短期大学等への進学者数

政令指定都市別

全国計 計

女

計

男

女

男

女

学科別状況別卒業者数 全国計 計



集　　計　　表 集　計　区　分

都道府県別

政令指定都市別

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

男（全日制）

計

政令指定都市別 計

男

女

計（全日制）

男

女

計（全日制）

男（全日制）

女（全日制）

女（全日制）

計

都道府県別学科別大学・短期大学への入学志願者数

専修学校（一般課程）等入学者数 計



集　　計　　表 集　計　区　分

全日制・定時制別

産業別就職者数 全国計 全日制・定時制別

産業別学科別就職者数 全国計

産業別都道府県別就職者数

計

計

指定都市等に所在する高等学校等の状況別卒業
者数

計

公立

私立

政令指定都市別

計政令指定都市別

男

女

都道府県別

政令指定都市別

都道府県別

女

卒業年次別大学（学部）・短大（本科）への入
学志願者数

女

計

男

全国計 計

男

女

職業別就職者数

学科別

学科別

男

就職先別県外就職者数

全国計

男

女



○中等教育学校

集　　計　　表

計

男

女

計

男

女

前期課程の高等学校等への入学志願者数 都道府県別 計

前期課程の専修学校等への入学者数 全国計 計 国 公 私

特別支援学級卒業者の状況 全国計 計 国 公 私

前期課程の産業別就職者数 全国計 計 国 公 私

計

公立

私立

計

男

女

計

男

女

計

男

女

後期課程の学科別専修学校等への入学者数 全国計 計

後期課程の都道府県別大学・短期大学等への進
学者数

都道府県別 計

後期課程の都道府県別専修学校等への入学者数 都道府県別 計

計

男

女

計

男

女

計

男

女

全日制・定時制

学科別

全日制・定時制

学科別

計

男

女

計

男

女

計

公立

私立

集　計　区　分

全国計後期課程の学科別状況別卒業者数

後期課程の状況別卒業者数 都道府県別

指定都市等に所在する中等教育学校前期課程の
修了者数

前期課程の状況別修了者数 都道府県別

前期課程の高等学校等への進学者数 都道府県別

後期課程の職業別就職者数

後期課程の産業別就職者数 全国計

全国計

政令指定都市別

後期課程の学科別大学・短期大学等への進学者
数

全国計

後期課程の大学(学部)・短期大学(本科)への入
学志願者数

都道府県別

後期課程の学科別大学(学部)・短期大学(本科)
への入学志願者数

全国計

都道府県別後期課程の卒業年次別大学(学部)・短期大学(本
科)への入学志願者数

政令指定都市別指定都市等に所在する中等教育学校後期課程の
状況別卒業者数

都道府県別後期課程の就職先県外就職者数

後期課程の産業別都道府県別就職者数 都道府県別



○特別支援学校(高等部)

集　　計　　表

計

設置者別

計

設置者別

計

設置者別

計

設置者別

計

設置者別

計

設置者別

市町村別 計 計

公立

男 計

公立

女 計

公立

全国計

都道府県別

政令指定都市別

全国計

都道府県別

政令指定都市別

社会福祉施設等入所，通所者数（再掲） 全国計

職業別就職者数 全国計

産業別就職者数 全国計

専修学校（一般課程）等入学者数

計

男

女

男

大学・短期大学等への進学者数

集　計　区　分

女

都道府県別

政令指定都市別

状況別卒業者数

計



　○高等学校（通信課程）

集　　計　　表

計

男

女

計

男

女

学科別状況別卒業者数 全国計 計

計

公立

私立

計

公立

私立

計

公立

私立

計

公立

私立

計

公立

私立

状況別卒業者数

産業別就職者数

学科別大学・短期大学等への進学者数

学科別専修学校（一般課程）等への進学者数

学科別大学（学部）・短期大学（本科）への入
学志願者数

職業別就職者数 全国計

全国計

全国計

全国計

集　計　区　分

都道府県別

政令指定都市

全国計



学校施設調査

○高等学校等，各種学校

集　　計　　表

用途別構造別学校建物面
積（高等学校等）

全国計 計

私立高等学校

私立幼稚園

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

私立高等学校

私立幼稚園

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

用途別学校土地面積（高
等学校等）

全国計 計

私立高等学校

私立幼稚園

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

私立高等学校

私立幼稚園

公立幼保連携型認定こども園

私立幼保連携型認定こども園

用途別構造別学校建物面
積（各種学校）

全国計 計

用途別学校土地面積（各
種学校）

全国計 計

集　計　区　分

用途別構造別学校建物面
積（高等学校等）

都道府県別

政令指定都市

用途別学校土地面積（高
等学校等）

都道府県別

政令指定都市



不就学学齢児童生徒調査

集　　計　　表

年齢別就学免除者数・猶予者数・居所不明者数及
び死亡者数

全国計 計

都道府県別 計

政令指定都市 計

不就学学齢児童及び生徒数

集　計　区　分



学校調査

○大学(学部)・大学院

集　　　計　　　表　

総括 全国計

類型別　学校数 全国計

学生数別　学校数 全国計

昼夜別　学生数 全国計

大学の学部数 全国計

大学院の研究科数 全国計

学校数及び学生数 都道府県別 計（国公私立）

学部学生数 都道府県別 計（国公私立）

大学院学生数 都道府県別 計（国公私立）

計
国立
公立
私立

計
国立
公立
私立

 関係学科別入学志願者数  全国計
 計
 計のうち昼間
 計のうち修業年限４年

 関係学科別入学者数  全国計
 計
 計のうち昼間
 計のうち修業年限４年

学部別　入学状況 入学者数 全国計
計
昼間
夜間

関係学科別大学入学状況 全国計
計
計のうち昼間
計のうち修業年限４年

学校数・学生数・教員数・職員数

計（国公私立）

計
国立
公立
私立

計（国公私立）

修士課程

博士課程

修業年限４年
修業年限５年

全国計
専門職学位課程
博士課程（修業年限３年）

計（国公私立）

集　　計　　区　　分

計（国公私立）

計（国公私立）

学部別　学生数

関係学科別　学生数

学士（専門職）課程　計

昼間

夜間　計

計（国公私立）
計（国公私立）のうち昼間

全国計

全国計

修士課程
研究科別　大学院学生数 全国計

専攻分野別　大学院学生数 全国計

学部別　最低在学年限超過学生数 全国計
修業年限６年

博士課程
専門職学位課程

専門職学位課程
修士課程

研究科別　最低在学年限超過学生数



集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

専攻分野別　外国人学生数(大学院) 全国計

職名別教員数 全国計

職名別　外国人教員数 全国計

休職教員数（本務者） 全国計

都道府県別　教員数（本務者） 都道府県別 計（国公私立）

職員数（本務者） 都道府県別 計（国公私立）

職務別　職員数 全国計

専修学校(専門課程)からの編入学者数
学部別　編入学者数

博士課程

専門職学位課程

全国計

短期大学からの編入学者数
高等専門学校からの編入学者数

特別支援学校（専攻科）からの編入学者数

高等学校（専攻科）からの編入学者数

中等教育学校（専攻科）からの編入学者数

大学院　年齢別入学者数 全国計
修士課程

専門職学位課程

専攻科･別科･科目等履修生・聴講生･研究生

計

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）

私立

私費留学生

学部別　教員数

計（国公私立）

国籍・地域別　専攻分野別　外国人学生数(大学
院)

全国計

計(研究科,科目等履修生・聴講生･研究生)

国費留学生

公立

全国計

国立

私費留学生
国籍・地域別　関係学科別外国人学生数

学部

博士課程

全国計
計（国立、公立、私立）
昼間（国立、公立、私立）
夜間（国立、公立、私立）

修士課程
博士課程

博士課程
修士課程

私立
計のうち男

修士課程

専攻分野別　出身大学の設置者別　大学院
入学状況

専門職学位課程

都道府県別出身高校の所在地県別　入学者数

専攻分野別　大学院入学状況 全国計

計
国立

計(研究科,科目等履修生・聴講生･研究生)

計
国費留学生

関係学科別　外国人学生数(大学)

研究科別　大学院入学状況

専門職学位課程

全国計

全国計

全国計

大学　年齢別入学者数

全国計



○短期大学

集　　　計　　　表　

学科数 全国計

類型別　学校数 全国計

学生数別　学校数 全国計

昼夜別　学生数 全国計

学校及び学生数 都道府県別 計（国公私立）

本科学生数 都道府県別 計（国公私立）

計
国立
公立
私立

夜間　計

計
国立
公立
私立

関係学科別外国人学生数 全国計

国籍・地域別　関係学科別
外国人学生数

全国計

職名別　教員数 全国計

職名別　外国人教員数 全国計

休職教員数（本務者） 全国計

職務別　職員数 全国計
都道府県別　教員数（本務
者）

都道府県別 計（国公私立）

都道府県別　職員数（本務
者）

都道府県別 計（国公私立）

昼間

国立

私立

計（国公私立）

集　　計　　区　　分

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）

私立

昼間

短期大学士（専門職）課程　計

公立

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）

全国計関係学科別　学生数

計
国立

全国計

計

公立

本科　年齢別入学者数 全国計
計（国立、公立、私立）
昼間（国立、公立、私立）
夜間（国立、公立、私立）

関係学科別　入学状況

関係学科別　教員数（本務
者）

計
公立
私立

全国計

計のうち女

都道府県別

計（国公私立）

出身高校の所在地県別　入
学者数

計(私費留学生・留学生以外)

計(本科,専攻科･別科,科目等履修生等)

私立
公立
計

計
昼間
夜間

本科　学校種 学部別編入学
者数

全国計



　○高等専門学校

集　　計　　表　 集　　計　　区　　分

学校数及び学生数 都道府県別 計（国公私立）

学科別学生数 全国計

学科数 全国計
国籍・地域別　関係学科別
外国人学生数

全国計 計（国費・私費・その他）

学科別　入学状況 全国計

教員数（本務者） 都道府県別 計（国公私立）

職名別　教員数 全国計

職名別　外国人教員数 全国計

休職教員数（本務者） 全国計

職員及び学校医等の数 全国計

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）

計（国公私立）



○大学通信教育

集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

関係学科別　学生数 全国計

関係学科別　職業別　学生数 全国計

年齢別　職業別　学生数 全国計

関係学科別　高校卒業年別　入学者数 全国計

在学年数別　職業別　卒業者数 全国計

職業別　面接授業出席者数 全国計

教員数 全国計

職員数 全国計

集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

大学・短期大学

大学・大学院・短期大学

大学・大学院・短期大学

休学者数 全国計

大学（国公私立）

大学院（国公私立）

短期大学（国公私立）

高等専門学校（国公私立）

大学・短期大学

大学・大学院・短期大学

大学・大学院・短期大学

大学・大学院・短期大学

大学・大学院・短期大学



卒業後の状況調査

○大学

集　　　計　　　表　

総括 全国計

計
男
女
男
女
男
女
男
女
計
国立
公立
私立

夜間 計
計
国立
公立
私立
昼間

関係学科別　進学者数 全国計

左記以外の者の数 都道府県別　関係学科別　全国計

産業別　就職者数 全国計
計
男
昼間

職業別　就職者数 全国計
計
男

昼間

大学院研究科，大学の学部･短期大学の本科，大学・
短期大学の専攻科・別科

関係学科別　状況別　卒
業者数

全国計

計

国立

公立

私立

昼間

関係学科別　入学年度別
卒業者数

全国計
修業年限４年

修業年限５年
修業年限６年

集　　計　　区　　分

大学･大学院･短期大学･高等専門学校

都道府県別　状況別　卒
業者数

都道府県別
計
男
女



○大学院

集　　　計　　　表　

計
男
男
女
男
女
男
女

都道府県別

左記以外の者の数 関係学科別　全国計

計
男
男
女
男
女
男
女

都道府県別

修業年限３年 計
（博士後期課程） 設置者別

左記以外の者の数 関係学科別　全国計

ポストドクターの数

計
男
男
女
男
女
男
女

都道府県別

左記以外の者の数 関係学科別　全国計

計（男女）

専門職学位課程の専攻分
野別　入学年度別
卒業者数

関係学科別　全国計
計

設置者別

専門職学位課程の産業別
就職者数

関係学科別　全国計
計
男

専門職学位課程の職業別
就職者数

関係学科別　全国計
計
男

関係学科別　全国計
計

男
専門職学位課程の状況別
卒業者数

関係学科別　全国計
計

国立

公立

私立

博士課程の産業別　就職
者数

関係学科別　全国計
計
男

博士課程の職業別　就職
者数

関係学科別　全国計
計
男

私立

計（男女）

博士課程の専攻分野別
入学年度別　卒業者数

関係学科別　全国計
修業年限４年

博士課程の状況別　卒業
者数

関係学科別　全国計

計

国立

公立

（一貫制博士課程(医学･歯学･獣医学)）
修業年限５年
（一貫制博士課程(医学･歯学･獣医学以外)）

修士課程の職業別　就職
者数

関係学科別　全国計
計
男

修士課程の専攻分野別
入学年度別　卒業者数

関係学科別　全国計
計
設置者別

修士課程の産業別　就職
者数

関係学科別　全国計
計
男

集　　計　　区　　分

修士課程の状況別　卒業
者数

関係学科別　全国計

計

国立

公立

私立

計（男女）



○短期大学

集　　計　　表　 集　　計　　区　　分

計

女

計

男

女

男

女

男

女

男

女

計

国立

公立

私立

夜間 計

関係学科別　進学
者数

全国計

計

昼間

計

昼間

左記以外の者の数 都道府県別　関係学科別　全国計

職業別　就職者数 関係学科別　全国計

計

女

昼間

大学院研究科，大学の学部･短期大学の本科，大学・短
期大学の専攻科・別科

関係学科別　入学
年度別　卒業者数

全国計

２年課程

３年課程

産業別　就職者数 関係学科別　全国計

計

女

昼間

状況別　卒業者数 都道府県別

関係学科別　状況
別　卒業者数

全国計

計

国立

公立

私立

昼間



○高等専門学校

集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

学科別　全国計

都道府県別

産業別　就職者数 学科別　全国計

職業別　就職者数 学科別　全国計

左記以外の者の数
全国計

計（国公私立）

状況別　卒業者数 計（国公私立）

計（男女）

計（国公私立）



学校施設調査

集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

用途別　学校土地面積 全国計
用途別　学校建物面積 全国計
構造別　学校建物面積 全国計
学校建物の新築等増加の面積 全国計
学校建物の被害等減少の面積 全国計 大学･短期大学･高等専門学校

大学･短期大学･高等専門学校
大学･短期大学･高等専門学校
大学･短期大学･高等専門学校
大学･短期大学･高等専門学校



学校経費調査

集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

全国計
全国計
全国計

使途別　学校経費（国・公立大学法人立の高等専
門学校等）

全国計

全国計
全国計

授業料等及び補助金収入 国・公立大学
国・公立大学法人立の高等専門学校等

使途別　学校経費（国・公立大学） 計
国立大学の学部別経費
公立大学の学部別経費
高等専門学校・幼稚園・幼保連携型認
定こども園・小学校・中学校・義務教
育学校・高等学校・中等教育学校・特
別支援学校・専修学校





3 0 1 0

　いない場合は，組名を記入し，「計」欄に　　　　と記入する。

休職育

児

休

業

育

児

休

業

休職

男

　園長から提出する。

１．本園と分園（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を作成する。分園の調査票は本園で取りまとめ，

２．数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

３．｢計」欄があるところは，必ず検算をする。

女

　学級名の隣の４桁を「４２１０」から始めるものとする。また，５月１日現在学級は設置されているが在園者が
0

2 号

認定 4 4 5 0
※

1 号

認定

※

4 4 4

計

事

務

職

員

男

教

育

補

助

員

園

長

園

長

副

園

長

教

頭

4 0

6

1

2

0

4

4

5

4

入園

４ 歳 児

4 0 3 0

（本年度） （本年度）

学　級　名

35

５　歳　児
前年度間入園

入園

4 0

（本務者のみ）

助

教

諭

5 0

平成28年4月

2日～平成28

年5月1日

平成27年4月

2日～平成28

年4月1日

2 0

0

生まれ

4 0

男

計

4

4

※

※

4

※

4 1

0

0

4

0

3

1

7 0

8 0

9

1

0

4 1 6 0

0

0

0

4 1

4 1

4

0

0

01

3

4 1 2

4 1

1

0

0 8 0

0

0

0 7

9

1

組

組

組

11 修 了 者 数

組0

※

※

1 0 1 0

4

4

4

組

組

男

女

別

組

組

組

計
計

養

護

助

教

諭

栄

養

教

諭

養

護

教

諭

0 2

組

組

組

組

2 1

※

講

師

教

育

補

助

員

７ 職 員 数

―平成31年5月1日現在―
秘

4

4 0

4 0

4

（ 様 式 第 1 号 ）

氏 名

組

取扱者

31

33

１

幼稚園の

所 在 地

〒　　　(市区郡)　　　　　(町村)　　　(番地)

電話(　　   〈　　　　〉　　 　)

２

（フリガナ）

幼稚園名

統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査

11

21

22

23

組

２ 分 園

国 立

都 道 府 県 立

宗教法人立

平 成 31 年 度 学 校 基 本 調 査

学 校 調 査 票 （ 幼 稚 園 ）

年 齢

幼稚園

分　園

10学級別年齢別在園者数（学級ごとに１段ずつとって記入する。）

組

組

1

平成27年4月

2日～平成28

年4月1日 入園入園

4 0

計

生まれ

0

主

幹

教

諭

５歳児

計

入園

生まれ

文　部　科　学　省

女 計

（平成31年３月修了者）

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

４．｢10学級別年齢別在園者数」で学級数が21以上ある場合は，この欄について調査票を２枚作成し，２枚目について

組

組

2

該当する項の番
号を記入する。

該当する項の番
号を記入する。

指

導

教

諭

副

園

長

計

氏 名

兼　務　者（休職者を除く。）

６　　　　教　　　　員　　　　数

教

諭

本　務　者（休職者等を含む。）

村 立

25

そ の 他 の 法 人 立

１ 本 園

市 （ 区 ） 立

町 立

32

24

36

所在地の
市町村番
号

４歳児

組 合 立

３　設　置　者　別

学校法人立

個 人 立

34

財団法人立

社団法人立

４ 本園分園別

３歳児
本年度入園

栄

養

教

諭

養

護

職

員

（

看

護

師

等

）

用

務

員

・

警

備

員

・

５ 認 可 定 員

３歳児

指

導

教

諭

４歳児

報

告

者

園 長

組
講

師

そ

の

他

３ 歳 児

教

諭

助

教

諭

教

頭

主

幹

教

諭

養

護

教

諭

養

護

助

教

諭

募集停止及
び在園者が
いない場合
でも記入す
る。

都道府
県番号

学校調査番号

幼
5

女

0

0

男

「６」の本務者のうち
休職等教員数（再掲）

職

務

上

の

負

傷

疾

病

男
　
女
　
別

8 9

副

園

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

「６」及び「７」の本
務者のうち産休代替等
教職員数（再掲）

そ

の

他

職

務

上

の

負

傷

疾

病

そ

の

他

介

護

休

業

介

護

休

業

計

養

護

教

諭

・

養

護

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

事

務

職

員

副

園

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

養

護

教

諭

・

養

護

0

4

4

女

計

の

内

訳
（

再

掲
）

2

0

※

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。

園長･副園長･教頭･主

幹教諭･指導教諭･教

諭･助教諭･講師

養護教諭・

養護助教諭・

栄養教諭

育児休

業代替

教 員

産休代替

教 職 員

N



 単式学
 級，複
 式学級
 及び特
 別支援
 学級の
 児童数
 合計

助

教

諭

統計法に基づく基幹統計調査

学

校

薬

剤

師

0

0

小中一貫教育を行
う学校のみ

該当する項の番
号を記入する。

5

１ 組

２ 組

番号 3

そ　の　他　の　者

0 0

※

5

4 0

2

0

16「15」の児童数のうち
　帰国児童数（再掲）

5

5

女
※

5

※

5

文　部　科　学　省

１学年

教
員
組
合
事
務
専
従
者

(

公
立
の
み

)

都道府
県番号

学校調査番号

1

※
4 0 1 0

計

計

平成31年度　学　校　基　本　調　査

学　　校　　調　　査　　票　（小　学　校） 小

15　学　年　別　学　級　別　児　童　数

3

計

5

教

頭

主

幹

教

諭

校

長

養

護

助

教

諭

栄

養

教

諭

11「７」の本務者の
　うち指導主事等の数

（休職者を除く。）
（再掲，公立のみ）

養
護
教
諭
･

養
護
助
教
諭
･

栄
養
教
諭

２学年 ３学年 ４学年 計

平成30年4月1日から平成31年
3月31日までに帰国した児童数

５学年 ６学年

17「15」
のうち外
国人児童
数
（再掲）

秘

２
（フリガナ）

学校名

―平成31年5月1日現在―

学級区分

「15」の複式学級と特別支援
学級の学級種別の番号

男

女

番号

〒　　　（市区郡）　　（町村）　　（番地）

　　　　電話（　　　　（　　　）　　　　）

小学校

分　校

（ 様 式 第 2 号 ）

１　指定なし
２　特 別 地
３　凖へき地
４　１ 級 地
５　２ 級 地
６　３ 級 地
７　４ 級 地
８　５ 級 地

男

女

別

(再掲)

計

校

長

副

校

長

４ 組

11 組

９ 組

10 組

特別支援学級

２個学年複式
３　　 〃
４　　 〃
５　　 〃
６　　 〃

１
２
３
４
５
６
７

２
３
４
５
６

特
別
支
援
学
級

複式学級

1

2 1

0

4知 的 障 害
肢 体 不 自 由
病 弱 ・ 身 体 虚 弱
弱 視
難 聴
言 語 障 害
自 閉 症 ・ 情 緒 障 害

0 1

0

５ 組

0

0

5

5

1

7

0

※
3

1

1

1

教

諭

0

1

0 1 0

７ 組

８ 組

該当する項の番
号を記入する。

３ 組

学

校

栄

養

職

員

5

5

1

1

3 3 0

2

※
2 0 2 0

5 3

5 3

複
式
学
級

1

小　　計

0

5

5 3 1 0

2 7

0

0

2

0
※
1

※
2 0 1

本　務　者（休職者等を含む。）

1
学校の
所在地

0

３　設 置 者 別

  11　国　　　立
　21　都道府県立
　22　市（区）立
　23　町　　　立
　24　村　　　立
　25　組　合　立
　31　私　　　立

所在地の
市町村番
号

５ へき地等学校指定
の有無（公立のみ）

４本校分校別

該当する項の番
号を記入する。

養

護

助

教

諭

男

留

学

者

・

海

外

日

本

人

学

校

派

遣

者

指

導

主

事

14　学校医
  　等の数

12「７」及び「８」の本務者のう
　ち産休代替等教職員数（再掲）

学

校

図

書

館

事

務

員

計

育児休業
代替教員

産休代替
教 職 員

学

校

歯

科

医

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

教

育

委

員

会

事

務

局

等

勤

務

者

・

そ

の

他

5 8 0 9

5 7 0

9

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

学

校

栄

養

職

員

事

務

職

員

9

5

6

8

単

式

学

級

5

計

栄

養

教

諭

講

師

該当する項の番
号を記入する。

養

護

教

諭

指

導

教

諭

主

幹

教

諭

教

頭

12 組

（再掲）

図

書

館

事

務

従

事

者

左

記

ａ

の

う

ち

学

校

学

校

栄

養

職

員

5

5

1

0

0

８　職　員　数（本務者のみ。）

市

町

村

費

1

0

9

0

6

(再掲) 副

校

長

負

担

の

教

員

5 1
養

護

教

諭

0

0

市

町

村

費

負

担

の

教

員

5

６ 組

学

校

給

食

0 8

01 2

0

0

1

1

４学年

1

校長･副校長･教頭・
主幹教諭･指導教諭・
教諭･助教諭･講師

5

6

0

学

校

図

書

館

事

務

員

負担法による
者(公立のみ)

ａ

事

務

職

員

養護教諭・養護助
教諭・栄養教諭

９「７」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

0

5

助

教

諭

育

児

休

業

休　職

計

舎

監

計

そ

の

他

育

児

休

業

休　職

そ

の

他

10「７」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）

教

諭

免

許

状

所

有

者

計

職

務

上

の

負

傷

疾

病

教
員
組
合
事
務
専
従
者

(

公
立
の
み

)

特

別

支

援

学

校

特

別

支

援

学

校

職

務

上

の

負

傷

疾

病

計５学年１学年 ２学年 ３学年

13　私費負担の
　　職　員　数

事

務

職

員

用

務

員

学

校

栄

養

職

員

教

務

主

任

学

年

主

任

保

健

主

事

司

書

教

諭

６学年

0 0

5

「

７

」

以

外

の

教

員

教 務 主 任 等

７　教　　　員　　　数

負担法による者
のうち休職者

事

務

職

員

事

務

職

員

養

護

職

員

(

看

護

師

等

)

警

備

員

・

そ

の

他

調

理

従

事

員

教

諭

5

5

学

校

医

（

内

科

・

国・公立の
本務者のみ

その他

1 施設一体型

2 施設隣接型

3 施設分離型

兼　務　者（休職者等を除く。）

養
護
教
諭
･

養
護
助
教
諭
･

栄
養
教
諭

4

計

講

師

そ

の

他

給

食

職

員

耳

鼻

科

・

眼

科

医

を

含

む

）

報

告

者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

６ 小中一貫教育
の施設形態

特別支援学級
担当教員

教

諭

免

許

状

非

所

有

者

指

導

教

諭

１　本　校

２　分　校

計
の
内
訳
（
再
掲
）

１ 本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を

作成する。

分校の調査票は，本校で取りまとめて校長から提出する。

２ 数字は， の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

３ 「計」欄があるところは，必ず検算する。

４ 「15」欄の記入方法は，手引の説明をよく読むこと。また，学級

の設置の届出をしているが，５月１日現在在籍児童がいない場合は，

その学級の当該欄に と記入する。Ｎ

学級

種別

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。



　

職

務

上

の

負

傷

疾

病

(

公

立

の

み

)

教

員

組

合

事

務

専

従

者

兼務者

　19　二部授業の学級数・
　　生徒数・教員数（公立）

学級数 生徒数

担当教員数

本務者

そ　の　他　の　者

学

校

歯

科

医

（再掲）
「

８

」

以

外

の

教

員

学

校

図

書

館

事

務

員

事

務

職

員

養

護

教

諭

・

養

護

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

計

調

理

従

事

員

施設分離型

4 その他

６ 小中一貫教育
の施設形態

1 施設一体型

2 施設隣接型

小中一貫教育を行
う学校のみ

4

文 部 科 学 省

90

女

8

※

5

 単式学
 級，複
 式学級
 及び特
 別支援
 学級の
 生徒数
 合計

（ 様 式 第 3 号 ）

栄

養

教

諭

養

護

助

教

諭

計

助

教

諭

該当する項の番
号を記入する。

指

導

教

諭

７　中高一貫教育
  の実施形態

3

教

頭

統計法に基づく基幹統計調査

該当する項の番
号を記入する。

教

育

委

員

会

事

務

局

８　教　　　員　　　数

(再掲)

負

担

の

教

員

市

町

村

費

講

師

校

長

負

担

の

教

員

本　務　者（休職者等を含む。）

主

幹

教

諭

講

師

3

計

5 3

0

3

0

4

3

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

特
別
支
援
学
級

耳

鼻

科

・

眼

科

医

を

含

む
）

計

　14　私費負担の
　　  職員数

育児休業
代替教員

指

導

主

事

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

養

護

教

諭

・

養

護

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

等

勤

務

者

・

そ

の

他

本

人

学

校

派

遣

者

学

校

医

（

内

科

・

事

務

職

員

給

食

職

員

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

学

校

栄

養

職

員

そ

の

他

学

校

薬

剤

師

15　学校医
    等の数

（休職者を除く。）
（再掲，公立のみ）

都道府
県番号

学校調査番号

5

2

5

0

5 1

3

3

5 0

6

3

1

※
4 0 1 0

計
の
内
訳
（

再
掲
）

17　「16」の生徒数のうち
　帰国生徒数（再掲） 18

「16」の
うち外国
人生徒数
（再掲）

※

5

計

6 9

0 94 7

男

0
※
3 0 1 0

教

諭

免

許

状

非

所

有

者

留

学

者

・

海

外

日

保

健

主

事

特

別

支

援

学

校

そ

の

他

教

務

主

任

司

書

教

諭

進

路

指

導

主

事

計

特

別

支

援

学

校

教

諭

免

許

状

所

有

者

育

児

休

業

計

休　職

そ

の

他

学

年

主

任

舎

監

育

児

休

業

生

徒

指

導

主

事

休　職

教 務 主 任 等 特別支援学級担当教員
養護教諭・養護助
教諭・栄養教諭

職

務

上

の

負

傷

疾

病

(

公

立

の

み

)

教

員

組

合

事

務

専

従

者

8 0

0

4

5 0

国・公立の
本務者のみ

5

兼　務　者（休職者等を除く。）

15 組

学

校

栄

養

職

員

学

校

給

食

主

幹

教

諭

養

護

教

諭

助

教

諭

学

校

栄

養

職

員

警

備

員

・

そ

の

他

用

務

員

計

養

護

職

員

(

看

護

師

等

)

学

校

栄

養

職

員

ａ

事

務

職

員

事

務

職

員

0

小　　計

0

事

務

職

員

2

5 2

0 1

75

1 0

11「８」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）
12「８」の本務者の
　うち指導主事等の数

13「８」及び「９」の本務者のう
　ち産休代替等教職員数（再掲）

※
2

校

長 14 組

0

13 組

計

11 組

(再掲)教

頭

副

校

長

養

護

助

教

諭

※
2 0 2 0

女

1

複
式
学
級

教

諭

養

護

教

諭

市

町

村

費

1

12 組

栄

養

教

諭

0

11

05

0

副

校

長

教

諭

指

導

教

諭

1

1

8

0 1※
1 0 1 0

該当する項の番
号を記入する。

１　本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査
  票を作成する。分校の調査票は，本校で取りまとめ，校長から
  提出する。
２　数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。
３　「計」欄があるところは，必ず検算をする。
４　「16」欄の記入方法は，手引の説明をよく読むこと。また，
   学級の設置の届出をしているが，5月1日現在在籍生徒がいな
   い場合は，その学級の当該欄に　　　　　と記入する。

0 1

70

0 15 0

単

式

学

級

1

1

0

5

3

６ 組

2

７ 組

８ 組 5 0

0 1

1

0

２
３

番号

中高一貫教育を行
う学校のみ

１　併　設　型

２　連　携　型

１
２
３
４
５
６
７

「16」の複式学級と特別支援学
級の学級種別の番号

1２個学年複式
３個学年複式 5 0 1

２ 組

秘
学　　校　　調　　査　　票　（中　学　校）

―平成31年5月1日現在―

1
学校の
所在地

〒　　　（市区郡）　　（町村）　　（番地）

　　　　電話（　　　　（　　　）　　　　）

２
（フリガナ）

学校名

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

報

告

者

番号複式学級
5１　本　校

２　分　校

0

特別支援学級
40

50

0

0

5

1

0

0

16

16　学　年　別　学　級　別　生　徒　数

2

１学年

中

２学年 計３学年

平成31年度　学　校　基　本　調　査

0

１　指定なし
２　特 別 地
３　凖へき地
４　１ 級 地
５　２ 級 地
６　３ 級 地
７　４ 級 地
８　５ 級 地

中学校

分　校

５ へき地等学校指定
   の有無（公立のみ）

学級区分

該当する項の番
号を記入する。

1

0 9

5 1 2

該当する項の番
号を記入する。

0

※

5

5

３ 組

９　職　員　数（本務者のみ。）

10「８」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

産休代替教職員 2

4

1

5

5

5

5

計

学

校

図

書

館

事

務

員

1

平成30年4月1日から平成31年
3月31日までに帰国した生徒数

１学年 ２学年 ３学年 計

校長・副校長・教頭・主幹教諭・

指導教諭・教諭・助教諭・講師

男

女

別

４ 組

5

5

10 組

5

９ 組

知 的 障 害
肢 体 不 自 由
病 弱 ・ 身 体 虚 弱
弱 視
難 聴
言 語 障 害
自閉症・情緒障害

５ 組

  11　国　　　立
　21　都道府県立
　22　市（区）立
　23　町　　　立
　24　村　　　立
　25　組　合　立
　31　私　　　立

所在地の
市町村番
号

４ 本校分校別 １ 組３　設 置 者 別

男

種別

学級

左

記

ａ

の

う

ち

学

校

図

書

館

事

務

従

事

者

負担法による者

のうち休職者

負担法による
者(公立のみ)

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。

Ｎ



警

備

員

・

産休代替教職員

勤

務

者

・

そ

の

他

指

導

主

事

栄
養
教
諭

教

頭

講

師

副

校

長

計

養
護
助
教
諭

教

諭

助

教

諭

養
護
教
諭

教
育
委
員
会
事
務
局
等

全

日

制

そ

の

他
５　「計」欄があるところは，必ず検算する。

 （通信制は除く）

 を作成する。分校の調査票は，本校で取りまとめ，校長から提

 出する。

３　「15」欄については，校長及び兼務教員は除く。また，本校

 分校間兼任者は，兼任先の学校のみ記入する。

留
学
者
・
海
外
日
本
人

実　習
助　手

全

日

制

副 校 長

教　　頭

主幹教諭

指導教諭

教　　諭

助 教 諭

講　　師

17「13」の本務者の
うち指導主事等の数

（休職者を除く）
（再掲，公立のみ）

男

女

別

主

事

・

主

事

補

等

そ

の

他

全　　　　日　　　　制 定　　　　時　　　　制

ａ

そ

の

他

計

ｂ

学

校

図

書

館

事

務

員

事 務 職 員 用

務

員

技

術

職

員

実

習

助

手

図

書

館

従

事

者

左

記

ａ

の

う

ち

学

校

計

警

備

員

・

用

務

員

養
護
職
員

(

看
護
師
等

)

実

習

助

手

指
導
教
諭

情

報

１　　 昼
２　　 夜
３　昼夜併置
４　昼　　夜
５　そ の 他

家

庭

保

健

主

事

教

務

主

任

進

路

指

導

主

事

16　「13」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）

生

徒

指

導

主

事

学

年

主

任

舎

監

農

場

長

計

都道府
県番号

学校調査番号

19　職　　員　　数　（本務者のみ）

該当する項の番
号を記入する。

該当する項の番
号を記入する。

〒　　　　（市区郡）　　（町村）　　（番地）

　　　　　電話（　　　　〈　　　〉　　　　）

報

告

者

１　併 設 型

２　連 携 型

１　全日制

２　定時制

３　併　置

看

護

全　　日　　制

商

業

｢５｣の定時制及び

併置のみ記入する。

福

祉

11　国　　　立
21　都道府県立
22　市（区）立
23　町　　　立
24　村　　　立
25　組　合　立
31　私　　　立

学

校

派

遣

者

兼　　務　　者　　（休職者等を除く）

校

長

水

産

文　部　科　学　省

※
4 0 1 0

男

事務職員

定 時 制技

術

職

員

養
護
職
員

(

看
護
師
等

)

実

習

助

手

ｂａ

そ

の

他

実

習

助

手

事務職員

図

書

館

従

事

者

左

記

ｂ

の

う

ち

学

校

全 日 制

定

時

制

定

時

制

全

日

制

定

時

制

20　学校医
　　等の数

定

時

制

実　習
助　手

養
護
助
教
諭

栄
養
教
諭

指
導
教
諭

教

諭

耳

鼻

科

・

眼

科

医

を

含

む
）

学

校

歯

科

医

育児休業代替教職員

助

教

諭

　　18　「13」及び「19」の本務者のうち産休
　　　代替等教職員数（再掲）

定

時

制

副 校 長

教　　頭

主幹教諭

指導教諭

教　　諭

助 教 諭

講　　師

事　務
職　員

全

日

制

定

時

制

全

日

制

全　日　制

計

職

務

上

の

負

傷

疾

病

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

職

務

上

の

負

傷

疾

病

※
4 0 2 0

事 務 職 員

※
3 0 1 0

女

主

事

・

主

事

補

等

平成31年度　学　校　基　本　調　査

学　　校　　調　　査　　票　　（高　等　学　校）（２－１）

９　学級数８　学　科　別　（本　科）
（設置されている学科について「１」を記入する。）

校　長

氏　名

※
2 0 2 0

助

教

諭

養
護
教
諭

主
幹
教
諭

指
導
教
諭

女

副

校

長

定　　　時　　　制 全　　　日　　　制

該当する項の番
号を記入する。

そ

の

他

学

校

図

書

館

事

務

員

そ

の

他

男

女

別

全　　　日　　　制

本　　務　　者　　（休職者等を含む）

栄
養
教
諭

講

師

副

校

長

指
導
教
諭

計

主
幹
教
諭

該当する項の番
号を記入する。

養
護
助
教
諭

教

諭

栄
養
教
諭

講

師

計

左記のうち休職職員（再掲）

休　　職

定　時　制

校長・副校長・教頭・主幹教諭・
指導教諭・教諭・助教諭・講師

全　日　制

養護教諭・養護助教諭・栄養教諭

定　時　制

休　　職 育

児

休

業

そ

の

他

育

児

休

業

14「13」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

育

児

休

業

そ

の

他

休　　職

そ

の

他

そ

の

他

秘 ―平成31年5月1日現在―

普

通

農

業

工

業

取扱者

氏　名

家

庭

看

護

情

報

そ

の

他

定時制

水

産

定　　時　　制

商

業

ホームルー
ム数，公立
の本科のみ

総

合

学

科

全日制

11 入学者募集
　停止の課程

10　入　学　定　員

高１

3

４　数字は，　　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

学

校

医

（

内

科

・

１　この調査票には，全日制及び定時制の課程の状況を記入する。

２　本校と分校（正規の手続を完了したもの）は，別々に調査票

学

校

薬

剤

師

全

日

制

全

日

制

養護教
諭・養
護助教
諭・栄
養教諭

養護教
諭・養
護助教
諭・栄
養教諭

定

時

制

該当する項の番
号を記入する。

１　全日制課程
２　定時制課程
３　全定両課程

12 在籍生徒の
　いない課程

計

該当する項の番
号を記入する。

１　全日制課程
２　定時制課程
３　全定両課程

13　　教　　　　　員　　　　　数

育

児

休

業

校

長

養
護
教
諭

養
護
助
教
諭

本年度の本科の募集定員。
募集停止の場合はこの欄に記
入しない。

定時制

７ 中高一貫教育
　の実施形態
中高一貫教育を
行う学校のみ。

６ 定時制(本科)
の昼夜別

所在地の
市町村番
号

男

教

頭

全日制

総

合

学

科

普

通

農

業

工

業

定　　　時　　　制

福

祉

そ

の

他

養
護
教
諭

講

師

計

教

頭

主
幹
教
諭

司

書

教

諭

15

学

科

主

任

同

一

学

校

内

(

本

校

分

校

間

を

含

む

)

で

定

時

制

課

程

に

兼

任

し

て

い

る

教

員

数

教

頭

該当する項の番
号を記入する。

助

教

諭

校

長

校

長

副

校

長

主
幹
教
諭

1
学校の
所在地

（ 様 式 第 4 号 ）

教

諭

４ 本校分校別

１　本　校

２　分　校

５ 課程別

休　　職

統計法に基づく基幹統計調査

３　設置者別

※
1 0 1 0

※
2 0 1 0

２
（フリガナ）

学校名

高等学校

分　校

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

職

務

上

の

負

傷

疾

病

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

職

務

上

の

負

傷

疾

病

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。



課
程
別
学
科
別
の
生
徒
数
及
び
入
学
状
況

文　部　科　学　省

計

都道府
県番号

学校調査番号

３学年 ４学年
専攻科 別科

小学科名

計
9

6 1

科

9

0

女

5 1 8 0 計
9 9

5 1 7 1 女
9 9

7 0

科

5 0

5 1

5 0

男
9 9 9

科

科

女

5 15 0

6 0 男

女

5 0 5 0 男

平成31年度　学　校　基　本　調　査

本　科　の　入　学　状　況

全　　　　　　　　日　　　　　　　　制

本　　　　　　科

入学者
計

女5 0 4 1

5 0 4 0 男

3 1

5 0 3 0 男

2 男

5 0 2 1 女

5 0

専
門
教
育
を
主
と
す
る
学
科
（

小
学
科
別
）

・
総
合
学
科

5 0

２学年

0

女

男

１学年１学年 ２学年 ３学年
専攻科

男
　
女
　
別

0

1 01

1

高２

秘 3―平成31年5月1日現在―

生　　　　　　　　徒　　　　　　　　数

定　　　　　　　　時　　　　　　　　制

学　　校　　調　　査　　票　　（高　等　学　校）（２－２）

別科

　生　　　　　　　　　徒　　　　　　　　　　数 本 科 の 入 学 状 況

本　　　　　　　科計のうち他県

所在の中学

校・義務教育

学校卒業者及

び中等教育学

校前期課程修

了者

計のうち過年

度中学校・義

務教育学校卒

業者及び中等

教育学校前期

課程修了者

取扱者

氏　名

入　学
志願者

計のうち他県所在

の中学校・義務教

育学校卒業者及び

中等教育学校前期

課程修了者

校　長

氏　名

科 0

0 1

普　通　科

5

1

0

学校名

21 5

高等学校

分　校

学　科
番　号

0

報
告
者

２学年

計のうち他県所

在の中学校・義

務教育学校卒業

者及び中等教育

学校前期課程修

了 者

本 科 の 入 学 状 況本　科　の　入　学　状　況

計のうち他県所在

の中学校・義務教

育学校卒業者及び

中等教育学校前期

課程修了者

計のうち過年

度中学校・義

務教育学校卒

業者及び中等

教育学校前期

課程修了者

入学者
計

入　学
志願者

男

生　　　　　徒　　　　　数

１学年

本　　　　　科

修　　　業　　　年　　　限　　　３　年

男
　
女
　
別

5 4 1 0

5 4 1 1 女

5 2 1 0 男

1 1 女

女

計

計のうち過年

度中学校・義

務教育学校卒

業者及び中等

教育学校前期

課程修了者

計
入　学
志願者

入学者
計

４学年３学年

本　　　　　　　科

入　学
志願者

入学者
計 ２学年１学年

計のうち過
年 度 中 学
校・義務教
育学校卒業
者及び中等
教育学校前

３学年
計

生　　　　　　徒　　　　　　数

修　　　業　　　年　　　限　　　４　年

全日制の課程
のうち単位制
に よ る 課 程

定時制の課程

うち単位制
による課程

22　修業年限別生徒数及び
入学状況（再掲）

1

統計法に基づく基幹統計調査

全　　日　　制

1 0 1

5 3 1 1

5 3 1 0 男

5 2

定　　時　　制

2学年 3学年

24「21」のうち
外国人生徒数
（再掲）計

１学年 ２学年 ３学年 1学年

（平成30年4月1日から平成31年3月31日までに帰国した者の数）

23　「21」の本科の生徒数のうち帰国生徒数（再掲）

4学年

※

１ 本校と分校（正規の手続を完了したもの）は，別々に調査票を作成

する。分校の調査票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。

２ 数字は， の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

３ 「計」欄があるところは，必ず検算する。



 １

総

合

学

科

農

業

普

通

情

報

福

祉

看

護

11　国　　　立
21　都道府県立
22　市（区）立
23　町　　　立
24　村　　　立
25　組　合　立
31　私　　　立

｢６｣の定時制及び
併置のみ記入する。

１　　 昼
２　　 夜
３　昼夜併置
４　昼　　夜
５　そ の 他

 ５ へき地等学校指定
    の有無

 ７ 定時制(本科)
    の昼夜別
  (後期課程のみ)

６ 課 程 別
（後期課程のみ）

水

産

１　全 日 制

２　定 時 制

３　併　　置

（公立，前期課程のみ）

教

頭

兼　務　者（休職者等を除く。）

養

護

教

諭

都道府
県番号

普

通

農

業

工

業

商

業

福

祉

そ

の

他

平成31年度　学　校　基　本　調　査

指

導

教

諭

校

長

事

務

職

員

講

師

計

教

諭

助

教

諭

10　　教　　　　　員　　　　　数

該当する項の番
号を記入する。

教

頭

養

護

助

教

諭

栄

養

教

諭

主

幹

教

諭

養

護

教

諭

副

校

長

該当する項の番
号を記入する。

該当する項の番
号を記入する。

栄

養

教

諭

講

師

該当する項の番
号を記入する。

該当する項の番
号を記入する。

定時制全日制

総

合

学

科

報

告

者

中等教育学校

分　校

校　長

氏　名

学

校

図

書

館

事

務

従

事

者

左記のうち休職職員（再掲）

事

務

職

員

実

習

助

手

定　　時　　制

８　学　科　別（本科）（後期課程のみ）
（設置されている学科について「１」を記入する。）

学

校

栄

養

職

員

全　　日　　制

家

庭

警
備
員
・
そ
の
他

計

左

記

ａ

の

う

ち

  ホームルーム数，
  公立の本科のみ

指

導

主

事

計

特

別

支

援

学

校

教

諭

免

許

状

非

所

有

者

舎

監

進

路

指

導

主

事

生

徒

指

導

主

事

計

司

書

教

諭

学

年

主

任

保

健

主

事

教

育

委

員

会

事

務

局

特

別

支

援

学

校

計

養護教諭・養護助
教諭・栄養教諭

学

科

主

任

休　　職

９　学級数
（後期課程のみ）

学校調査番号

5

商

業

学　校　調　査　票　（中等教育学校）（２－１）
―平成31年5月1日現在―

取扱者

氏　名

そ　の　他　の　者

学

校

給

食

実

習

助

手

工

業

水

産

文　部　科　学　省

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

育児休業
代替教職員

本

人

学

校

派

遣

者

15　「10」及び「11」の本務者のうち
産休代替等教職員数（再掲）

14「10」の本務者のうち
指導主事等の数

（休職者を除く。）
（再掲，公立のみ）

13　「10」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）

教　　務　　主　　任　　等 特別支援学級担当教員

教

諭

免

許

状

所

有

者

耳
鼻
科
・
眼
科
医
を
含
む
）

学

校

薬

剤

師

学

校

歯

科

医

16

養

護

教

諭

・

養

護

計

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

実

習

助

手

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

男

女

別

本　務　者（休職者等を含む。）

計

調

理

従

事

員

養

護

職

員

校

長

副

校

長

主

幹

教

諭

養

護

助

教

諭

指

導

教

諭

（

看

護

師

等

）

学

校

栄

養

職

員

技

術

職

員

学

校

栄

養

職

員

事

務

職

員

学

校

図

書

館

事

務

員

※
6 0 1 0

0
女

男

留

学

者

・

海

外

日

等

勤

務

者

・

そ

の

他

※
6 0 2

校長・副校長・教頭・主幹教諭・
指導教諭・教諭・助教諭・講師

12　「10」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

教

務

主

任

休　　職 育

児

休

業

そ

の

他

そ

の

他

育

児

休

業

※
7 0 1 0

農

場

長

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

17　学校医
　　等の数

学

校

医

（

内

科

・

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

養

護

教

諭

・

養

護

産休代替
教 職 員

実

習

助

手

事

務

職

員

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

秘
統計法に基づく基幹統計調査

（ 様 式 第 5 号 ）

1
学校の
所在地

 所在地の
 市町村番
 号

〒　　　（市区郡）　（町村）　（番地）

　　　電話（　　　〈　　〉　　　）

４ 本校分校別

２
（フリガナ）

学校名

※
5 0 1

３　設 置 者 別

１　本　校

２　分　校

0

看

護

情

報

そ

の

他

ａ

11　職　　員　　数（本務者）

学

校

栄

養

職

員

事

務

職

員

用

務

員

教

諭

助

教

諭

職

務

上

の

負

傷

疾

病

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

職

務

上

の

負

傷

疾

病

家

庭

負担法による
者(公立のみ)

その他
の者

負担法による者
のうち休職者

い

る

教

員

数
（

後

期

課

程

の

み
）

同

一

学

校

内
（

本

校

分

校

間

を

含

む
）

で

定

時

制

課

程

に

兼

任

し

て

１．本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を作成する。分校の

調査票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。

２．「16」欄については，校長及び兼務教員は除く。また，本校分校間兼任者は，兼任

先の学校のみ記入する。

３．数字は， の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

４．「計」欄があるところは，必ず検算する。

１ 指定なし

３ 凖へき地
２ 特 別 地

４ １ 級 地
５ ２ 級 地
６ ３ 級 地
７ ４ 級 地
８ ５ 級 地

 中等１ 統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。



後期課程

23「18」及び「19」
のうち外国人生徒数

（再掲）

9

※
9

計

15 組 9

9

9

9

うち単位制
による課程

定　　　　時　　　　制

専攻科 別　科 計
２学年 ３学年 ４学年

本　　　科

99 96 0 9

 全日制の課程の
 うち単位制によ
 る課程

定時制の課程

9 1

20　修業年限別生徒数
（再　掲）

（後期課程のみ）

8 1

男
女
別

9 9

本　　　　科

8

1

9 1

※
9

※
9

98

9

0

7 0

0

小　　計

4

計

の

内

訳
（

再

掲
）

男

女
4

男9 99

男

計

女

6 0 9

4

4

3

02

1 0

0

3

3 0

特
別
支
援
学
級

3

9

7 0

3

8

女

1 5

女

男

女

6 0

男

9 2

0

2

1

6 0

1 9

6

0 0

12 組 9 1 2

11 組 9 1 0 11

0 1

9

0

専
門
教
育
を
主
と
す
る
学
科
（

小
学
科
別
）

・
総
合
学
科

課
程
別
学
科
別
の
生
徒
数
（

後
期
課
程
の
み
）

5 0

9 5

35 男

1 女

男

男

女

女1

1

２学年

1

1

9

10 組 9

9 0 2

0 3 0

7

9 0 1

８ 組 9 0 8

0

9

1 0

1

７ 組 9

014 組 9

1

0 1

4

４ 組

６ 組 9

５ 組 9

9

２ 組

0

0

３ 組

９ 組 0

0

0 113 組 9 1 3

1

計

19

1

秘

1

中等教育学校

分　　　　校

１ 組

学校名

18　学年別学級別生徒数（前期課程のみ）

報
告
者

学級区分

9

単
　
　
　
　
式
　
　
　
　
学
　
　
　
　
級

校　長

氏　名

4 1

4 0

9 5 3

0

9

科

科

5

7

6

5

9

5

5

9

9

9

5

5

1

9 5

1

6 7

　単式学

　級，複

　式学級

　及び特

　別支援

　学級の

　生徒数

　合計

複
式
学
級

9 2

2

科

0 6 0

9 5

0

2

9

計

小学科名

科

取扱者

氏　名

5

5

9

男
女
別

全　　　　日　　　　制

計
学科番号

平成31年度　学　校　基　本　調　査

普　通　科
1 1

01 0 1

別　科
１学年

9

本　　　科

0

0 1 0

0

4 0

1

5 0

0

1

科

３学年

9

１学年 ４学年

0

1 女

男

女

女

1

男

9

9

9

8 1

9

9

0

7

1

0

男

1

後　　　期　　　課　　　程

２学年 ２学年 ３学年

08 0 1

前期課程４学年
計

３学年 １学年

女

文　部　科　学　省

計

5

計

―平成31年5月1日現在―

学　校　調　査　票　（中等教育学校）（２－２）

修　業　年　限　３　年

番号

｢18｣の複式学級と特別支援学級種別の番号

複式学級

２個学年複式

３個学年複式

番号

２

３

都道府
県番号

学校調査番号

21　後期課
　程１年次
　への編入
　学者数

　（再掲）

統計法に基づく基幹統計調査

修　業　年　限　４　年

１学年 ２学年 ３学年 １学年
専攻科

２学年 ３学年

9 7 1

３学年

22　｢18｣及び｢19｣の本科の生徒数のうち帰国生徒数（再掲）
（平成30年4月1日から平成31年3月31日までに帰国した者の数）

定　時　制

１学年

前　期　課　程

１学年 ２学年 ３学年 計

全　日　制

1

２

３

４

５

６

７

特別支援学級

知 的 障 害

肢 体 不 自 由

病 弱 ・ 身 体 虚 弱

弱 視

難 聴

言 語 障 害

自閉症・情緒障害

計
１学年 ２学年

本　　　　科

男

学級

１ 本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調

査票を作成する。分校の調査票は，本校で取りまとめ，校長

から提出する。

２ 数字は， の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

３ 「計」欄があるところは，必ず検算する。

４ 「18」欄の記入方法は，手引の説明をよく読むこと。また，

学級の設置の届出をしているが，５月１日現在在籍生徒がいない

場合は，その学級の当該欄に と記入する。Ｎ

種別

中等２ 



ｍ＋ｎ

小
学
部

前年度間30日
以上の欠席者

前年度間30日
以上の欠席者

児童福
祉施設

国立療
養所重
心病棟

その他
の医療
機　関

中
学
部

計家庭
(下宿含む)

国立療
養所重
心病棟

用

務

員

栄

養

教

諭

寄

宿

舎

指

導

員

養

護

職

員

実

習

助

手

病

気

経

済

的

理

由

不

登

校

そ

の

他

計

21　｢17｣の高等部のうち本科の在学者数（再掲）

寄

宿

舎

指

導

員

事

務

職

員

を

担

当

す

る

職

員

の う ち 休 職 者

報
告
者

事

務

職

員

７　職　員　数（本務者のみ）

（再掲）兼　務　者（休職者等を除く。）
学

校

栄

養

職

員

養

護

助

教

諭

教

諭

指

導

教

諭

３　設 置 者 別

11
21
22
23
24

国 立
都 道 府 県 立
市 （ 区 ） 立
町 立
村 立

25
31

学

校

栄

養

職

員

指

導

教

諭

本　務　者（休職者等を含む。）

養

護

教

諭

副

校

長

栄

養

教

諭

教

頭

校

長

養

護

教

諭

校　長

氏　名

所在地の
市町村番
号

男

女

別

教

頭

助

教

諭

講

師

寄

宿

舎

指

導

員

技

術

職

員

計

助

教

諭

教

諭

校

長

副

校

長

計

講

師

養

護

助

教

諭

９
｢６｣の本務者のうち
休職等教員数（再掲）

男

女

育

児

休

業

育

児

休

業

職

務

上

の

負

傷

疾

病

児童福
祉施設

家庭
(下宿含む)

17　通 学 状 況 別 在 学 者 数

生

徒

指

導

主

事

寮

務

主

任

寄宿舎

16
｢15｣の
うち外
国人在
学者数
(再掲)

保

健

主

事

特

別

支

援

学

校

教

諭

免

許

状

  養護教諭・養護助教諭・

  栄養教諭

そ

の

他

計

学

校

歯

科

医

そ

の

他

13 14
｢７｣のうち
寄宿舎専任
職員数

ｃ

その他
の医療
機　関

計

転入者

教

育

委

員

会

事

務

局

※
3

区　　分

19　理由別長期欠席者数

計

指

導

主

事

転出者

11　｢６｣の本務者
　のうち指導主事
　等の数
　（休職者を除く。）
　（再掲，公立のみ）

本

人

学

校

派

遣

者

※
4 0 4 0

高 等 部
ｌ

中 学 部
※
4 0 3 0

８

１　本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は，本校で取りまと

　め，校長から提出する。なお，｢５障害種別｣については，学校教育法第73条により当該学校が教育の対象と

　する全ての障害種別について「１」を記入する。

２　数字は，　　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

0

0

0

学校医
等の数

学

校

医

舎

監

10　｢６｣の本務者のうち教務主任等の数（再掲）

所

有

者
（

教

諭

・

助

教

諭

の

う

ち
）

学

科

主

任

自

立

活

動

担

当

教

員

進

路

指

導

主

事

農

場

長

司

書

教

諭

※
4 0

幼 稚 部

部　別

1 0

2

※
4 0

小 学 部
0

ｆ

※
3 0 1 0

学

年

主

任

部

主

事

教

務

主

任

休　　職

そ

の

他

内

科

・

外

科

・

眼

科

・

計

炊

事

人

産 休 代 替
教 職 員

寄

宿

舎

指

導

員

学

校

栄

養

職

員

寄

宿

舎

指

導

員

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

育 児 休 業
代 替 教 職 員

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

養

護

教

諭

・

養

護

事

務

職

員

実

習

助

手

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

養

護

教

諭

・

養

護

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

実

習

助

手

18　小学校，中学校，
　高等学校との転入・
　転出者数

平成30年4月1日から
平成31年3月31日まで
の転入・転出者数

ｉ

0

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

12
｢６｣及び｢７｣の本務者のうち
産休代替等教職員数（再掲）

0

休　　職

校長・副校長・教頭・

主幹教諭・指導教諭・

教諭・助教諭・講師

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

留

学

者

・

海

外

日

等

勤

務

者

・

そ

の

他

寄宿舎

※
2 0
※
2 0 2

1

主

幹

教

諭

事

務

職

員

（

看

護

師

等

）

警

備

員

・

そ　の　他　の　者

学

校

給

食

調

理

従

業

員

４　符号ａ～ｎは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。

５　｢計」欄のあるところは，必ず検算する。

（

国
・
公
立
の
本
務
者
）

私
費
負
担
の
職
員
数

学

校

栄

養

職

員

計

の

う

ち

介

助

業

務

統計法に基づく基幹統計調査

（ 様 式 第 6 号 ）

文　部　科　学　省

0

そ

の

他

計

６　教　　　員　　　数

取扱者

氏　名

1

負 担 法 に よ る 者

負担法による者（公立のみ）

主

幹

教

諭

4

学　校

分　校

学校調査番号
平成31年度　学　校　基　本　調　査

秘

　欄に　　　　　　　と記入する。

組 合 立
学 校 法 人 立

特別支援学校　１学　校　調　査　票（特別支援学校）（４－１）
―平成31年5月1日現在―

都道府
県番号

４ 本校分校別 ５　障害種別

0

1
学校の
所在地

〒　　　　　（市区郡）　　　　（町村）　　　　（番地）

　　　　　　　　　電話（　　　　〈　　　〉　　　　）

該当する項の番
号を記入する。

３　５月１日現在，部は設置されているが，在籍者がいない場合は，｢17通学状況別在学者数｣の該当する部の｢計｣

該当する項の番
号を記入する。

受け入れる
障害種別に
ついて「1」
を記入する。

※
1 0

１　本　校

２　分　校

視

覚

障

害

聴

覚

障

害

２
（フリガナ）

学校名

病

弱

・

身

体

虚

弱

知

的

障

害

肢

体

不

自

由

講師

2

障害種別

22　担当障害種別教員数

教諭 助教諭

学

校

薬

剤

師

精

神

科

医

を

含

む

(寄宿舎指導員
を除く｡再掲)

計

助教諭教諭 講師

兼　務　者

0
視覚障害

本　務　者

0

3
聴覚障害

※
3

病 弱 ・
身体虚弱

※
3

0

4 0
知的障害

肢体不自由

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

（

公

立

の

み

）

教

員

組

合

事

務

専

従

者

職

務

上

の

負

傷

疾

病

0
※
3 0 6

※
3 5

Ｎ

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。



児 童 数 合 計

15歳以上

障害種別 学　　年　　別 年　　齢　　別

0 2 0

男 女

２学年 ３学年

校　長

氏　名

特別支援学校 2

学 級 区 分

学校

分校

児童数
計病

弱

・

身

体

虚

弱

取扱者

氏　名

報
告
者

女 女男

0

訪
問
教
育
学
級

男

統計法に基づく基幹統計調査

学校名

7

7 0 1

秘

平成31年度　学　校　基　本　調　査

学 校 調 査 票（特別支援学校）（４－２）
―平成31年5月1日現在―

ｄ＋ｅ＝ｆ ｄ ｅ

１学年 ４学年 ５学年

男 女 男

６学年

女

６～11歳 12～14歳

男 女

07 0 3

7 0 4 0

7 0 5 0

7 0 6 0

7 0 7 0

7 0 8 0

7 1 6 0

7 1 7 0

7 1 8 0

7 1 9 0

7 2 0 0

7 2 1 0

7 2 2 0

7 2 3 0

7 0 9 0

7 1 0 0

7 1 1 0

7 1 2 0

7 1 3 0

7 1 4 0

7 1 5 0

7 2 4 0

7 2 5 0

4

文　部　科　学　省

7 2 6

都道府
県番号

学校調査番号

0

7 2 7 0

7 2 8 0

7 2 9 0

7 3 0 0

男 女 男 女 男 女

学
級
編
制
別

視
覚
障
害

聴
覚
障
害

知
的
障
害

肢
体
不
自
由

男 女

小
学
部
の
学
級
別
在
学
者
数
（
学
級
ご
と
に
一
段
ず
つ
と
っ
て
記
入
す
る
。
）

15

(1)

１．本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は，
本校で取りまとめ，校長から提出する。

２．数字は， の中に一字ずつ，右側につめて記入する。
３．｢学級編制別」欄には，単式学級は「１」を，また複式学級は「２」を記入する。
４．｢障害種別」欄には，当該学級が単一障害学級の場合には該当する欄に「１」を記入する。

重複障害学級の場合には主たる障害の該当する欄に「１」を，併せ持つ障害の該当する欄に
「２」を，それぞれ記入する。

５．｢訪問教育学級」欄には，該当する学級に「１」を記入する。
６．｢15」欄の記入方法は，手引の説明をよく読むこと。また，５月１日現在学級は設置されて

いるが在籍者がいない学級がある場合は，｢児童数計」及び「学年別」欄に と記

入する。
７．符号ｄ～ｆは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。
８．｢計」欄があるところは，必ず検算をする。

Ｎ



聴

覚

障

害

知

的

障

害

女 男

学

級

編

制

別

視

覚

障

害

年　　齢　　別

女 男 女

ａ＋ｂ＝ｃ ａ ｂ

6

文　部　科　学　省

06 2 0

6 1 98 1 9 0

0

06 1 6

1 8

0

6 01 5

8 0 2 0

8 0 3 0

8 0 4 0

8 0 5 0

8 0 6 0

8 0 7 0

8 0 8 0

8 0 9 0

8 1 0 0

8 1 1 0

8 1 2 0

8 1 3 0

8 1 4 0

8 1 5 0

8 1 6 0

8 1 7 0

8 1 8 0

0

8 2 0 0

女 男男 女

6 1 7

学　校

分　校

報
告
者

障害種別

取扱者

氏　名

ｇ＋ｈ＝ｉ

6 0

不

自

由

中
学
部
の
学
級
別
在
学
者
数
（

学
級
ご
と
に
一
段
ず
つ
と
っ

て
記
入
す
る
。
）
（

つ
づ
き
）

15

（2）

15

（3）

学 級 区 分

生 徒 数 合 計

学

級

編

制

別

視

覚

障

害

特別支援学校　３

ｇ ｈ

校　長

氏　名

知

的

障

害

１．本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を作成する。分校の

　調査票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。

幼
稚
部
の
学
級
別
在
学
者
数
（

学
級
ご
と
に
一
段
ず
つ
と
っ

て
記
入
す
る
。
）
（

つ
づ
き
）

２．数字は，　　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

５．「訪問教育学級」欄には，該当する学級に「１」を記入する。

６．「15」欄の記入方法は，手引の説明をよく読むこと。また，５月１日現在学級は設

　置されているが在籍者がいない学級がある場合は，幼稚部は「幼児数計」及び「年齢

　別」欄に，中学部は「生徒数計」及び「学年別」欄に　　　　　　　と記入する。３．「学級編制別」欄には，単式学級は「１」を，また複式学級は「２」を記入する。

４．｢障害種別」欄には，当該学級が単一障害学級の場合には該当する欄に「１」を記入する。

　重複障害学級の場合には主たる障害の該当する欄に「１」を，併せ持つ障害の該当する欄に

　「２」を，それぞれ記入する。

７．符号ａ～ｃ及びｇ～ｉは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。

８．「計」欄があるところは，必ず検算をする。

幼 児 数 合 計

6 0 3 0

6 0 6 0

6

学校名

1 0

聴

覚

障

害

男

肢

体

不

自

由

１学年 ２学年 ３学年病

弱

・

身

体

虚

弱

学 級 区 分

8 0

年　　齢　　別

３　歳 ５　歳

女

4

幼児数
計

障害種別
肢

体

12～14歳 15歳以上

男 女

病

弱

・

身

体

虚

弱

４　歳

男

―平成31年5月1日現在―

学　校　調　査　票（特別支援学校）（４－３）

都道府
県番号

平成31年度　学　校　基　本　調　査

秘

1 0

6 0 2

6 0 5 0

0

0

6 0 4 0

7 0

6 0 8 0

6 0 9 0

6 1 0 0

0

6 1 2

06 1 4

6 1 3 0

統計法に基づく基幹統計調査

女 男

訪

問

教

育

学

級

男 女 男

学　　年　　別生徒数
計

女

学校調査番号

0

6 1 1

Ｎ



0

別 科

女 男 女

女 男 男 女

３学年

女

２学年

男 女

６．「15」欄の記入方法は，手引の説明をよく読むこと。また，５月１日現在学級は設置されているが在籍者がいない

学科
番号

学科名

女男

計

男

（４－４）
― 平 成 31 年 5 月 1 日 現 在 ―

学 校 調 査 票 （ 特 別 支 援 学 校 ）

都道府
県番号

年　　　齢　　　別

15～17歳 18～20歳 21歳以上

学　　　年　　　別

0

0

科

科

5

科

0

5

普通科

0 0

1

0

0 1

0

6 2 0

9 6 3 0

9

9 6 1 0

生 徒 数 合 計
ｊ＋ｋ＝l

別

科

9 6 4

0

9 1 0 0

19

0

9 0 8 0

9 0 9

0 7

6

0

9

男 女男男 女

女

特別支援学校　４

4

計

本科の
入学者数
（再掲）

男

学校調査番号

20 高等部の学科別在学者数及び入学者数

女

平 成 31 年 度 学 校 基 本 調 査

取扱者

氏　名

在 学 者 数

科

専
門
教
育
を
主
と
す
る
学
科
（

小
学
科
別
に
記
入
す
る
。
）

科

科

科

専

攻

科 9 4 5 0

9 4 4 0

9 4 3 0

9

0

5

科

8

1

5 1

9

5

0

5

6

科

0

９．符号ｊ～ｎは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。

9
ｍ ｎ

計 5

７．「19」の「学科名」欄は，主として履修する科目のコースにより区分して記入する。
８．「19」欄の「本科の入学者数（再掲）」は，学科別に「在学者数」の「本科」より大きくなることはない。

k l

４．「15」の｢障害種別」欄には，当該学級が単一障害学級の場合には該当する欄に「１」を記入する。重複障害
　学級の場合には主たる障害の該当する欄に「１」を，併せ持つ障害の該当する欄に「２」を，それぞれ記入する。

j
1 5 0

　学級がある場合は，｢生徒数計」及び「学年別」欄に　　　　　と記入する。

0

7

0

0

科

5

ｊ

専 攻 科

0 3 0

5

ｋ

5 0 2

男

本 科

5

9

0

5 0 5 0

9

0

10．「計」欄があるところは，必ず検算をする。

0 4

9 4 6 0

4 2 0

9 4 1 0

3 0

報

告

者

秘

15（4）高等部の学級別在学者数（学級ごとに一段ずつとって記入する。）（つづき）

9 1 2 0

0

9 0 5

9 0 4 0
本

科

9 0 1

09 0

学校

分校

校　長

氏　名

統計法に基づく基幹統計調査

学級区分

学校名

学

級

編

成

別

肢

体

不

自

由

訪

問

教

育

学

級

病

弱

・

身

体

虚

弱

生徒数
計 １学年

障害種別

9 0

１．本校と分校（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は，本校で取りまとめ，

視

覚

障

害

知

的

障

害

文　部　科　学　省

５．「訪問教育学級」欄には，該当する学級に「１」を記入する。

　校長から提出する。
２．数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。
３．「15」の「学級編成別」欄には，単式学級は「１」を，また複式学級は「２」を記入する。

1 0

聴

覚

障

害

男 女

2

0

1

0

9 0

Ｎ





平　成 31 年　度　　学　校　基　本　調　査

学 校 調 査 票（大学・短期大学） ※印欄は文部科学省で記入する。

学　生　教　職　員　等　状　況　票 ※ 学校調査番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

（都道府県） （市区郡） （町村） （番地）

１ ２　学　校　名

（〒　　　－　　　　　）

学部卒以上 左記以外
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

  

４　　教　　員　　数　（本務者） 学長 副学長 教　　　授 准　教　授 講　　　師 助　　　教 助　　　手 計

学　　部　・　学　科　名 (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (a+b+c+d+e+f+g)

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

９ ９ ８ ０

学部(科)

学部(科)

学部(科)

学部(科)

学部(科)

学部(科)

学部(科)

９ ０ ０ ０

９ ８ ０ ０

９ １ ０ ０ 課

９ ２ ０ ０

９ ９ ０ ０

９ ９ ９ ９ （　　　）　　－

０ ０ ０ １ （内線　　　　　　番）

０ ０ ０ ２

０ ０ ０ ３

学長 副学長 学長・副学長以外の教員 計 左記のうち外国人

(a) (b) 教員からの兼務 教員以外からの兼務 (a+b+c+d) (再掲)

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 男 女 計

事　　務　　系 技 術 技 能 系 医　　療　　系 教　　務　　系 そ　　の　　他 計
医療系のうち看護師

(再掲)（該当のない場合は斜
線を引く。）

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計
学 生 の
健康管理

附属病院

文　　部　　科　　学　　省

外 国 人

Ｚ
カ
ー
ド

５　教　員　数　（兼務者）

氏
　
名

附 置 研 究 所

そ の 他

計 電
話

１
カ
ー
ド

上記本務教員のうち
（再掲）

大学院担当者

休 職 者

Ｂ
　
　
カ
　
　
ー
　
　
ド

学 長 ・ 副 学 長

Ｃ
カ
ー
ド

６　　職　　員　　数

本 務 者 １

兼 務 者 ２

学
長
氏
名

教 養 部 （ 一 般 教 育 ）

大 学 院

附 属 病 院
取
扱
者

符
　
号

女 女 女 女

学　　部　・　本　　科

昼　　間 １

夜　　間 ２

男 男 男 男

３　学 生 数 博　士　課　程 修　士　課　程 専門職学位課程

（ 様 式 第 ７ 号 ）

統計法に基づく基幹統計調査

学校(本部)
の所在地

Ａ
　
カ
　
ー
　
ド

大　　　　　学　　　　　院

女

学部・本科のうち学士（専門職）
課程・短期大学士（専門職）課程

　（再掲）

専　攻　科 別　　　科 ★
計

男

秘

（注） 数字は の中に一字ずつ右側に
つめて記入する。

学内の兼務者は除く。

なお，該当のない場合は斜線を引く。

★科目等履修生・聴講生・研究生の学生数
は，大学では「学部学生内訳票－13
専攻科・別科及び科目等履修生等の学生
数」のうちの科目等履修生・聴講生・研
究生の総合計(各学部の合計)と「大学院
学生内訳票－11科目等履修生等の学生数」
の総合計（各研究科の合計）さらにどの

学部・研究科にも所属しない科目等履修
生等の学生数を合計したものと一致する。

短期大学では「本科学生内訳票－９専攻

科・別科及び科目等履修生等の学生数」
のうちの科目等履修生・聴講生・研究生

の合計と一致する。

大学は学部別，短期大学は学科別に記入

する。昼夜別には記入しない。

大学は学部学生数，短期大学

は本科学生数を記入する。

(c) (d)

該当のない場合は

斜線を引く。

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

該当のない場合は

斜線を引く。

該当のない場合は

斜線を引く。

該当のない場合は斜線を引く。

科目等履修生・聴講生・研究

該当のない場合は斜線を引く。





平　成　31　年　度　　学　校　基　本　調　査

学 校 調 査 票（大　学） ※印欄は文部科学省で記入する。

学　　部　　学　　生　　内　　訳　　票 ※ 学校調査番号 学部番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

 □昼　　間 （〒　　　－　　　　　）

 □夜　　間

１ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 ５ 年 次 ６ 年 次 計

符　号 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 ９　学科別入学者数

９ ９ ９ ９  (g) (h)

平成27年度入学者 平成26年度入学者 平成25年度入学者 平成24年度入学者 平成23年度入学者 平成22年度以前入学者 計

男 女 計

北 海 道 青　　森 岩　　手 宮　　城 秋　　田 山　　形 福　　島 茨　　城 栃　　木 群　　馬 埼　　玉 千　　葉 東　　京 神 奈 川 新　　潟 富　　山

石　　川 福　　井 山　　梨 長　　野 岐　　阜 静　　岡 愛　　知 三　　重 滋　　賀 京　　都 大　　阪 兵　　庫 奈　　良 和 歌 山 鳥　　取 島　　根

岡　　山 広　　島 山　　口 徳　　島 香　　川 愛　　媛 高　　知 福　　岡 佐　　賀 長　　崎 熊　　本 大　　分 宮　　崎 鹿 児 島 沖　　縄 その他 *
(a＋c＋e) (g)

(b＋d＋f) (h)

留学生

(g) (a) (c) (e)

(h) (b) (d) (f)

科目等履修生・聴講生・研究生
学部卒以上 左記以外

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 男 女 男 女 男 女 計

５
大
学
名

３
学
部
名

 □学士（専門職）課程 ４
所
在
地

学
部
の

文 部 科 学 省 特別支援学校（専攻科） ６

専修学校(専門課程) ３

高等学校（専攻科） ４

中等教育学校（専攻科） ５

計

Ｒ
カ
ー
ド

14 短期大学・高等専門学
   校・専修学校（専門課
   程）・高等学校等専攻
 　科からの編入学者数

２年次

年齢区分
17歳
以下

18歳 19歳

３年次 計
（該当のない場合は斜線を引く。）

短　 期　 大　 学 １

高 等 専 門 学 校 ２

女 ２

７
カ
ー
ド

　13　専攻科，別科及び
　　　科目等履修生等の
　　　学生数

専　攻　科 別　　　科

計のうち再掲２

外国の
学校卒

専修学校
高等課程

その他(高
卒認定等)

男 １

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

計
計のうち再掲１

28歳 29歳
30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

22歳 23歳 24歳 25歳 26歳 27歳

Ｇ
　
カ
　
ー
　
ド

11 性別

３
カ
ー
ド

20歳 21歳

男 ８

女 ９

Ｏ
カ
ー
ド

12 年齢別入学者数
（９の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

計

入
　
　
学
　
　
者
　
　
数

出
身
高
校
の
所
在
地
県
別

男 ４

女

男 女 男 女 男 女　10　学科別学生数のうち最低在学年限超過
　　　学生数（編入学者は除く。）
　　　　（該当のない場合は斜線を引く。）

男 女 男 女

５

男 ６

女 ７

男 女

学科 

学科 

計

２
ｶｰﾄﾞ

７学科別学生数のうち休学者数 (該当のない場合は斜線を引く。)

学科 

学科 

学科 

Ｄ
　
カ
　
ー
　
ド

学科 

学科 

入 学 状 況

８　学科別入学志願者数

男 女 男 女

６　学 科 別 学 生 数

学科 

（ 様 式 第 ８ 号 ）

統計法に基づく基幹統計調査

１
昼
夜
別

２
課
程
別

学科 

学科 

秘

* 外国の学校卒，高卒認定等

統計法に基づく国

の統計調査です。

調査票情報の秘密

の保護に万全を期

します。

該当のない場合は斜線を引く。



平　成　31　年　度　　学　校　基　本　調　査

学 校 調 査 票（大　学） ※印欄は文部科学省で記入する。

大　　学　　院　　学　　生　　内　　訳　　票 ※ 学校調査番号 研究科番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

 □昼　　間 （〒　　　－　　　　　）

 □夜　　間

１ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 ５ 年 次 計 左記のうち社会人

符　号 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 男 女 計

９ ９ ９ ９  

平成29年度
入　学　者

平成28年度
入　学　者

平成27年度
入　学　者

平成26年度
入　学　者

平成25年度
入　学　者

平成24年度
以前入学者

計

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

入　　　学　　　志　　　願　　　者　　　数 入　　　学　　　者　　　数

他 大 学 出 身 者 他 大 学 出 身 者

符　号 国　立 公　立 私　立 国　立 公　立 私　立

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

９ ９ ９ ９ (a) (b)

左記のうち
社会人 留学生

(a)

(b) （注）５月１日現在の年齢とする。

科目等履修生・聴講生・研究生
学部卒以上 左 記 以 外
男 女 男 女 男 女 計

計
65歳
以上

１

５
カ
ー
ド

４
ｶｰ
ﾄﾞ

7 専攻別学生数のうち休学者数(該当のない場合は斜線を引く。)

専攻 

専攻 

　８　専攻別学生数のうち最低在学年限超過
　　　学生数（編入学者は除く。）
　　　　（該当のない場合は斜線を引く。）

計

Ｈ
　
カ
　
ー
　
ド

専攻 

専攻 

６　専 攻 別 学 生 数

専攻 

専攻 

専攻 

Ｉ
　
カ
　
ー
　
ド

専攻 

専攻 

専攻 

９　入　学　状　況

専攻 

専攻 

専攻 

専攻 

専攻 

計

８
カ
ー
ド

計
 11　科目等履修生等の
     学生数
（該当のない場合は斜線を引く。）

30～
34歳

23歳 24歳

１

２

10　年齢別入学者数

年齢区分
Ｓ
カ
ー
ド

21歳
以下

27歳 28歳 29歳26歳22歳 25歳

計
当該大学
出 身 者

外国の
学校卒

当該大学
出 身 者

外国の
学校卒

そ の 他 計

 

そ の 他

      

（ 様 式 第 ９ 号 ）

大
 

学
 

名

 
所
在
地

研
究
科
の

４ ５

研
究
科
名

文　　部　　科　　学　　省

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

35～
39歳

40～
44歳

 

昼
 

夜
 

別

男

女

60～
64歳

２

統計法に基づく基幹統計調査

３

□修　士　課　程
□博士課程(前期)
□博士課程(後期)
□博士課程(一貫)
□専門職学位課程

課
 

程
 

別

専攻 

秘

（注）数字は の中に一字ずつ右側につめて記入する。

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。



平　成　31　年　度　　学　校　基　本　調　査

学 校 調 査 票（短期大学） ※印欄は文部科学省で記入する。

本　　科　　学　　生　　内　　訳　　票 ※ 学校調査番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

（〒　　　－　　　　　）

符　号
１年次 ２年次 ３年次 計 計 計

(m)

(n)

(o)

(p)

北 海 道 青　　森 岩　　手 宮　　城 秋　　田 山　　形 福　　島 茨　　城 栃　　木 群　　馬 埼　　玉 千　　葉 東　　京 神 奈 川 新　　潟 富　　山

石　　川 福　　井 山　　梨 長　　野 岐　　阜 静　　岡 愛　　知 三　　重 滋　　賀 京　　都 大　　阪 兵　　庫 奈　　良 和 歌 山 鳥　　取 島　　根

岡　　山 広　　島 山　　口 徳　　島 香　　川 愛　　媛 高　　知 福　　岡 佐　　賀 長　　崎 熊　　本 大　　分 宮　　崎 鹿 児 島 沖　　縄 その他 *
(a+c+e+g+i+k) (m＋o)

(b+d+f+h+j+l) (n＋p)

留学生

(m) (a) (e) (i)

(n) (b) (f) (j)

留学生

(o) (c) (g) (k)

(p) (d) (h) (l)

科目等履修生・聴講生・研究生
学部卒以上 左記以外

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 男 女 男 女 男 女 計

文　　部　　科　　学　　省

３ 短期大学名

夜間 ２

Ｔ
カ
ー
ド

10 高等学校等専攻
 　科からの編入学者数

昼夜別

65歳
以上

計25歳 26歳 27歳 28歳 29歳
30～
34歳

20歳 21歳 22歳

特別支援学校（専攻科） ６
昼間 １

夜間 ２

夜間 ２

中等教育学校（専攻科） ５
昼間 １

２年次 ３年次 計
（該当のない場合は斜線を引く。）

高等学校（専攻科） ４
昼間 １

９
カ
ー
ド

　９　専攻科，別科及び
　 　 科目等履修生等の
　　　学生数

昼夜別
専　攻　科 別　　　科 計

昼間 １

夜間 ２

計のうち再掲１ 計のうち再掲２

外国の
学校卒

専修学校
高等課程
卒

その他
(高卒認
定等)

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

55～
59歳

60～
64歳

23歳 24歳
Ｑ
カ
ー
ド

夜
間

８ 年齢別入学者数
（６の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分
17歳
以下

18歳

男 ３

女 ４

19歳

55～
59歳

60～
64歳

65歳
以上

計
計のうち再掲１ 計のうち再掲２

外国の
学校卒

専修学校
高等課程
卒

その他
(高卒認
定等)

29歳
30～
34歳

35～
39歳

40～
44歳

45～
49歳

50～
54歳

23歳 24歳 25歳 26歳 27歳 28歳

Ｋ
 
カ
 
ー
 
ド

７ 性別

17歳
以下

18歳 19歳 20歳 21歳 22歳

女 ９

Ｑ
カ
ー
ド

昼
間

８ 年齢別入学者数
（６の再掲）

（注）５月１日現在の年齢とする。

年齢区分

男 １

女 ２

計

入
　
　
学
　
　
者
　
　
数

出
身
高
校
の
所
在
地
県
別

男 ４

女 ５

９ ９
女 ４

男 ６

女 ７

男 ８

男 ３

女 ４

計
男 ３

９ ９

女 ４

科 
男 ３

女 ４

Ｊ
　
カ
　
ー
　
ド

夜

間

科 
男 ３

女 ４

科 
男 ３

６
ｶｰﾄﾞ

５　学科別学生数のうち休学者数
　　 (該当のない場合は斜線を引く。)

男 ３

女 ４

科 

１

女 ２

６
ｶｰﾄﾞ

５　学科別学生数のうち休学者数
　　 (該当のない場合は斜線を引く。)

男 １

女 ２

計
男 １

９ ９ ９ ９
女 ２

女 ２

科 
男 １

女 ２

Ｊ
　
カ
　
ー
　
ド

昼

間

科 
男 １

女 ２

科 
男 １

科 
男 １

女 ２

科 
男

昼
夜
別

学 科 名
４　学 科 別 学 生 数

６　入学状況（本　科）

入学志願者数 入学者数

（ 様 式 第 １ ０ 号 ）

統計法に基づく基幹統計調査

１
課
程
別

 □短期大学士（専門職）課程 ２
短期大学
の所在地

秘

* 外国の学校卒，高卒認定等

（注）数字は の中に１字ずつ右側につめて記入する。

学科別に記入する。専
攻別までは記入しない。

統計法に基づく国

の統計調査です。

調査票情報の秘密

の保護に万全を期

します。

該当のない場合は斜線を引く。





平　成　31 年　度　　学　校　基　本　調　査

学校調査票（大学・短期大学・高等専門学校） ※印欄は文部科学省で記入する。

外　国　人　学　生　調　査　票 ※ 学校調査番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

１□大学 ３□修士課程 ５□専門職学位課程 （都道府県） （市区郡）

２□短期大学 ４□博士課程 ６□高等専門学校 （〒　　　－　　　　　）

４　種類別・国籍・地域別外国人学生数

大学・大学院 人文科学 社会科学 理　　学 工　　学 農　　学 保　　健
(医･歯学)

保　健(医･
歯学を除く)

商　　船 家　　政 教　　育 芸　　術 そ の 他

・高等専門学校
人　　文 社　　会 教　　養 工　　業 農　　業 保　　健 商　　船 家　　政 教　　育 芸　　術 そ の 他

専 攻 科・
別科の学生

科目等履修生・
聴講生・研究生

符号 男女別 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
国　籍・地　域　名

(a) (b) (c) (d)

１ ９ １ ０ (a) (b)

１ ９ ２ ０ (c) (d)

２ ９ ０ ０ (e) (f) (g) (h)

２ ９ １ ０ (e) (f)

２ ９ ２ ０ (g) (h)

３ ９ ０ ０ (i) (j) (k) (l)

３ ９ １ ０ (i) (j)

３ ９ ２ ０ (k) (l)

文　　部　　科　　学　　省

９ ０

専 攻 科 ・ 別 科 の 学 生

科目等履修生・聴講生・研究生

０１計

２

２

１

１

１

２

２

２

（ 様 式 第 １ １ 号 ）

計

学校(課程)
種　　　別

１

統計法に基づく基幹統計調査

私

費

留

学

生 別
掲
２

国

費

留

学

生

種類

別
掲
２

作成枚数

１

１

１

計

学校名３

枚
の
う
ち
の

枚
目

学校(本部)の
所在地

別 掲 １

２

１

３

３

留

学

生

以

外

の

外

国

人

学

生

３

３

３

３

別
掲
２

専 攻 科 ・ 別 科 の 学 生

３

３

３

科目等履修生・聴講生・研究生

計

２

２

専 攻 科 ・ 別 科 の 学 生

２

科目等履修生・聴講生・研究生

２

（注）１ 外国人学生のいない場合は，「外国人学生なし」と記入して一部提出する。

２ 数字は の中に１字ずつ右側につめて記入する。

短期大学

秘

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。





平　成　31　年　度　　学　校　基　本　調　査

学 校 調 査 票（大学・大学院・短期大学） ※印欄は文部科学省で記入する。

大　学　通　信　教　育　調　査　票 ※ 学校調査番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

（〒　　　－　　　　　）

正　　　　規　　　　の　　　　課　　　　程

符　号 １ 年 次 ２ 年 次 ３ 年 次 ４ 年 次 計

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

学科(専攻) 

学科(専攻) 

学科(専攻) 

学科(専攻) 

９９９ ９     (a) (b)

12　教　　員　　数　（該当のない場合は斜線を引く。）

の 兼　　務　　者

み 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女
） 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計
（

平
成
31

年
度 男 女 計 男 女 計

    
）

９９９ ９ (a) (b)

ＺＺ２２

ＺＺ２４

ＺＺ２９

ＺＺ３９

ＺＺ４９

ＺＺ５９

ＺＺ６０

９９９ ９ (a) (b)

ＺＺ

ＺＺ

ＺＺ

ＺＺ

ＺＺ

９９９ ９

ＺＺＺ１

ＺＺＺ２

文　　部　　科　　学　　省

学部(研究科)番号

電
話

そ の 他 計

学　外　か　ら

(　　)　　－

(内線　　　　)  

計

無 職

専攻科

女男女男女男

学
校
名

学 長
氏 名

取扱者
氏 名

面 接 授 業

メ デ ィ ア を 利 用
し て 行 う 授 業

科目等履修生・聴講生 計

Ｅ
 
カ
 
ー
 
ド

Ｃ
カ
ー
ド

Ｄ
　
カ
　
ー
　
ド

教 員 公 務 員

８

職 業 別
学科（専
攻 ） 別
学 生 数

女男

Ｆ
カ
ー

ド

4 年 以 上 超 過

計

最低在学年数卒業者

1 年 超 過

60 歳 以 上

計

11

職 業 別
授 業 方 法 別
出 席 者 数
(前年度 間 )

2 年 超 過

3 年 超 過

会社(商店)員，銀行員等 個 人 営 業 ・ 自 由 業

４

計

男 女男女

40 ～ 49 歳

男女

25 ～ 29 歳

30 ～ 39 歳

２

３

３
学
部
名

２
□ 大 学
□ 大 学 院
□ 短 期 大 学

Ｇ
ｶｰﾄﾞ

６
学
科
（
専
攻
）
別
学
生
数

入

学

者

数
（

正

規

の

課

程 計

４

7

Ａ
　
カ
　
ー
　
ド

平成30年３月高校卒

計

学　科（専攻）

１

２

３

統計法に基づく基幹統計調査

50 ～ 59 歳

18 ～ 22 歳

23 ～ 24 歳

区　　　　分

番号１の学科(専攻)

設置
者別

４

番
号

１
学校
種別

□　私　　立

９

５

（ 様 式 第 １ ２ 号 ）

10

職 業 別
年 齢 別
学 生 数

在 学
年 数 別
職 業 別
卒業者数
(前年度間)

番
号

１

２

３

本　　務　　者 兼　　務　　者

13　職員数（該当のない場合は斜線を引く。）

B
カ
ー
ド

学　内　か　ら

学部・研
究科・短
期大学の
所 在 地

そ　　の　　他 計

本　　務　　者

特　修　生

平成31年３月高校卒

４

上記のうち休学者，授業料滞納者
（該当のない場合は斜線を引く。）

平成29年3月以前高校卒

秘
統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。





平　成　31　年　度　　学　校　基　本　調　査

学　校　調　査　票　（高等専門学校） ※ 学校調査番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

（都道府県） （市区郡） （町村） （番地）

１　所 在 地 ２　学　校　名 高 等 専 門 学 校

（〒　　　－　　　　　）

５　　入　　　学　　　状　　　況

入　学　志　願　者　数 入　　学　　者　　数
３　学 科 別 学 生 数 符　号

男 女 男 女

９９９９ 

校長 教　授 准教授 講　師 助　手 計

男女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

事務系 技術技能系 医療系 教務系 その他 計
左記職員のうち

(再掲)
専　攻　科

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計 男 女 計 男 女 計

（　　　　）　　　－

　　　（内線　　　　　番）

文　　部　　科　　学　　省

平成31年3月中卒
(再掲)女

４ 学 年

男

Ｈ
カ
ー
ド

寄宿舎
指導員

栄養士

３ 学 年 ５ 学 年

女

実　習　生
（商船高専）

学校
薬剤師Ｇ

カ
ー
ド

　８　学校医等の数

学校
歯科医

男

学校医

計

助　教

男 女 男 女

※印欄は文部科学省で記入する。

平成31年3月中卒
(再掲)女 男 女

計２ 学 年

女 男 男女男

Ｆ
カ
ー
ド 本 務 者

兼 務 者

１

２

校　長
氏　名

看護師

兼　　務　　者

電話
取扱者
氏　名

７　　職　　　員　　　数

課 

　９　専攻科及び科目等
　　　履修生等の学生数

科目等履修生・聴講生

２

外 国 人

教員以外からの兼務

４

３

教 員 か ら の 兼 務

Ｄ
カ
ー
ド

Ｅ
カ
ー
ド 上記兼務者のうち外国人（再掲）

１ 学 年

休 職 者

計

１

上 記 本 務 者
の　　う　　ち

（再掲）

３

１

男 女

本 務 者

専 門 科 目 担 当 者

６　　教　　　　　員　　　　　数
（該当のない場合は斜線を引く。）

２

統計法に基づく基幹統計調査

（ 様 式 第 １ ３ 号 ）

Ａ
　
カ
　
ー
　
ド

Ｂ
ｶｰﾄﾞ

学科 

学科 

学科 

4 学科別学生数のうち休学者数 (該当のない場合は斜線を引く。)

学科 

学科 

秘

（注）数字は の中に一字ずつ右側につめて記入する。

該当のない場合は斜線を引く。

統計法に基づく国
の統計調査です。
調査票情報の秘密
の保護に万全を期



　の「男」「女」に　　　と記入する。

５．「入学状況」の「春期」とは，入学時期が平成31年４月１日から同年５月１日までの間のも
　のをいう。
６．「計」欄があるところは，必ず検算をする。

生 徒 数
入 学 状 況 卒 業 者 数 （ 平 成 30 年 度 間 ）

入学定員（平成31年度） 春期の入学者数
計

１
２
３

番号

高等課程
専門課程
一般課程

１
２
３

（休職者を除く）

一般課程

昼　間
夜　間
その他

「７」の入学者のうち
新規卒業者数（再掲）

９
「７」入学者のうち就業
している者の数（再掲）

10
職員数

高等課程入学者のうち

平成31年3月中学校・義

務教育学校卒業者及び

中等教育学校(前期課

程)修了者

専門課程入学者の

うち平成31年3月

高等学校及び中等

教育学校（後期課

程）卒業者

高等課程 専門課程 一般課程 大　　学(本務者のみ)
学校

課程別 番号 学科の昼夜別

６
８

文　部　科　学　省

７ 課 程 別 ・ 学 科 別 の 修 業 年 限 ， 生 徒 数 ， 入 学 状 況 及 び 卒 業 者 数

志 願 者 数
男

　ある都道府県以外にある分校を含む｡）の調査票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。
２．数字は，　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

兼務者

３．「学科名」は，実際に認可を受け又は届出をしているもの（従って，学則に記載されている

５　教　　　員　　　数

高等課程 専門課程

兼務者

計のうち就職者数（再掲）

男 女 計
関係分野に就職した者 その他の分野に就職した者

―平成31年5月1日現在―
秘

統計法に基づく基幹統計調査

（ 様 式 第 14 号 ）

校 長

氏 名

１

学 校 の

所 在 地

平成31年度　学　校　基　本　調　査

学 校 調 査 票 （ 専 修 学 校 ） 専
6

　もの｡）を，｢課程別」に応じて，該当する欄の空白に記入する。この場合，同一種類の学科で

都道府
県番号

学校調査番号

学 校 法 人 立31

0

※

2 0 3

999

※
該当する項の

番
号を記入す1 0 1 0

男

女

別
兼務者

（休職者を除く）

学　科　名

0

1 0

02 0 2

2 0

計

女

男

計

3

3

3

3

3

3

3

3

3

01

0 5

2

3 0

0 4 0

0

0

学科

3 4 0 0

1

男 女男

1 3

0 7

0

0

0

0

4 0

0

3

※

9 0

0

0

2 0

3

6

3 1 1

1

0

3

3

9

0

8

3 1

単
位
制
・
通
信
制

0

1 5 0

３　設　置　者　別

社 団 法 人 立

氏 名
35
36

0

0

本務者(休職者を含む) 本務者(休職者を含む) 本務者(休職者を含む)

（休職者を除く）うち通信制 うち通信制 うち通信制

その他の法人立
34

財 団 法 人 立

１本校

該当する項の番

号を記入する。

２

(フリガナ)

学 校 名

〒　　　　　(市区郡)　　　　　(町村)　　　　　　(番地)

　　　　　　　電話　(　　　　〈　　　〉　　　　　　　)

所在地の
市町村番
号

11 国立
32
33

21 公立

報

告

者

「７」の「課程別」と「学科の昼夜別」と「単位制・通信制」の番号

番号

１
２
３

　単位制（通信制除く）
　通　　　信　　　制
　そ　　　の　　　他

単位制・通信制

２分校

４本校分校別

女

春期の入学 （５月１日までに退学した者を除く。）

女 男 女（再掲）
計

計のうち春期

学科

学科

実際に認可を受

け又は届出をし

ている学科の名

称を記入する。

「７」の専門課程入学者のうち
大学等卒業者数（再掲）

短期大学
高等専門

学科

学科

学科

学科

学科

学科

学科

学科

学科

学科

学科

学科

課

程

別

学

科

の

昼

夜

別
月

学科番号

年

修業
年限

１．本校と分校の（正規の手続を完了したもの。）は，別々に調査票を作成する。分校（本校の

個 人 立

　別にとる｡（手引きの説明をよく読むこと。）
　あっても，昼間と夜間の別あるいは修業年限の別があるときは，別の学科として取扱い，欄も

４．学科の設置の届出をしているが，５月１日現在在籍生徒がいない場合は，その学科の「生徒数」

専修学校

分　　校

準学校法人立

取扱者

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

Ｎ



４．課程の設置の届出をしているが，５月１日現在在籍生徒がいない場合は，

　その課程の「生徒数」の「修業年限１年未満の課程」「修業年限１年以上
　
　の課程」に　　　と記入する。

女

男

計のうち高等学校卒
業以上を入学資格と
する課程の入学者数
（再掲）

入　学　者　数

　票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。

２．数字は，　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

３．課程は，設置認可を受け又は届出をしているものについてのみ記入

男

５．「計」欄のあるところは，必ず検算をする。女

成する。分校（本校のある都道府県以外にある分校を含む｡）の調査

「７」の「課程の昼夜別」の番号

　　する。

１．本校と分校（正規の手続を完了したもの｡）は，別々に調査票を作

２

(フリガナ)

学校名

所在地
の市町
村番号

該当する項の番
号を記入する。

４ 本校分校別

本務者（休職者を含む。）

各
7

9
職員数（本務者のみ）

「７」の入学者の「計のうち高等学校卒業以
上を入学資格とする課程の入学者数（再
掲）」のうち平成31年3月高等学校及び中等教
育学校（後期課程）卒業者数（再掲）

女 計男計

卒 業 者 数

21 公立

校 長

5

報

告

者

教 員 数

学校調査番号

※

１

学 校 の
所 在 地

〒　　　　(市区郡)　　　　　　(町村)　　　　　(番地)

電話　(　　　　　　　〈　　〉　　　　　　)

社 団 法 人 立

個 人 立
35

31

34

学 校 法 人 立

秘

３ 設 置 者 別

該当する項の番
号を記入する。

11 国立
32
33

36
その他の法人

修業年限１年

財 団 法 人 立

課 程
番 号

（平成30年度間）

1 0 1 0

女

9

男

女

男

課程

計

課程 2 0

2

課程

1

2 8 10

2

0 9 1

7 1

7 0

課程 2 1 0 0

9

7 0

2

0

2 0 5

課程

課程 2

課程

課程

2

2

課程

2

2

1

0

6 1

2 1 6 0

8 0

6 1

課程

2 1

2 0

0

2

2 0

0 4 0

2 0 4 1

0 3 0

2 0 3 1

0

6

5

0

0 2 0

2 0 2 1

0 1 0

2 0 1 1

2

9

9

9 9

9 9

9 9

0

女

計

男

女

男

女

男

男

女

女

男

女

男

生 徒 数

（再掲）

課程の生徒数
計のうち昼の

計

男

１ 本 校

２ 分 校

課 程 名 ・ 課 程 別 生 徒 数 ， 入 学 者 数 及 び 卒 業 者 数

計のうち高等学校
卒業以上を入学資
格とする課程の生

徒数（再掲）

女

計

男
男男 女 計

平 成 31 年 度 学 校 基 本 調 査

学 校 調 査 票 （ 各 種 学 校 ）

都道府
県番号

―平成31年5月1日現在―

兼務者（休職者を除く。）

氏 名

各種学校

分　　校

6

文　部　科　学　省

昼 夜 別 番 号

昼 間
夜 間
そ の 他

1
２
３

女

取扱者

氏 名

女 計

8
「７」の入学のうち就業
している者の数（再掲）

女計男

0

修業年限１年

以 上 の 課 程未 満 の 課 程

2 1 0 1

準学校法人立

統計法に基づく基幹統計調査

（ 様 式 第 15 号 ）

男

女

別

課

程

の

昼

夜

別

実際に認可を受
け又は届出をし
ている課程の名
称を記入する。

課 程 名

7

9

9

9

平成31年４月１日から同年５月１日までに

※

入学後５月１日までに退学した者を除く。
入学した者。

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

Ｎ





電話　(　　　〈　　〉　　　　　)

4 0
※

平成31年度　 学　校　基　本　調　査

             学校通信教育調査票（高等学校）（２－１）

農

場

長

休　　職 育

児

休

業

そ

の

他

※

※
2

0 女

校

長

男

主

幹

教

諭

９

実

施

科

目

数

主

幹

教

諭

(休職者を除く｡)
(再掲,公立のみ)

そ

の

他

実

習

助

手

人

学

校

派

遣

者

８ 入学定員

　本年度の募集定員。
　募集停止の場合は
　記入しない。

12「10」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）

司

書

教

諭

舎

監

４ 本校分校別

学

年

主

任

教

務

主

任

計

生

徒

指

導

主

事

教

育

委

員

会

事

務

局

等

勤

労

者

・

そ

の

他

留

学

者

・

海

外

日

本

事

務

職

員

教

頭

副

校

長

文　部　科　学　省

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

育 児 休 業

代 替 教 職 員

14 ｢10｣及び｢15｣の本務者のうち
　産休代替等教職員数（再掲）

計

学

科

主

任

養護教諭・養護助

0 1

育

児

休

業

校長・副校長・教頭・
主幹教諭・指導教諭・
教諭・助教諭・講師

4 0

栄

養

教

諭

講

師

教

諭

養
護
助
教
諭

計

家

庭

農

業

福

祉

１　本　校

２　分　校

秘
統計法に基づく基幹統計調査

（ 様 式 第 16 号 ）

所在地の
市町村番
号

副

校

長

本　　務　　者（休職者等を含む。）

２

(フリガナ)

学校名

〒 (市区郡) (町村) (番地)

  11　国　　　立
　21　都道府県立
　22　市（区）立
　23　町　　　立
　24　村　　　立
　25　組　合　立
　31　私　　　立

教

諭

助

教

諭

教

頭

男

女

別

指

導

教

諭

10　　　　　教　　　　　　　　　　　　　　員　　　　　　　　　　　　　　数

養

護

教

諭

校

長

栄

養

教

諭

講

師

計

副

校

長

助

教

諭

※

3
※

0

0

計

主

幹

教

諭

指

導

教

諭

養

護

教

諭

養

護

教

諭

講

師

指

導

教

諭

助

教

諭

養
護
助
教
諭

栄

養

教

諭

主

幹

教

諭

2 2

左記のうち休職

そ

の

他

15 職 員 数 （ 本 務 者 の み ）

2 0

0

女

男

事務職員

養
護
職
員
（

看

護

師

等
）

主

事

・

職員（再掲）

用

務

員

警

備

員

・

そ

の

他

0 1 0

休　　職

1

教諭・栄養教諭

11「10」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

そ

の

他

男

女

別

事　務　職　員

主

事

・

ａ
主

事

補

等

そ

の

他

実

習

助

手

学

校

図

書

館

事

務

員

技

術

職

員

左

記

ａ

の

う

ち

計

兼　　　　　　　　　　務　　　　　　　　　　者（休職者等を除く｡）

教

諭

７　学科別（本科）

情

報

ついて「１」を記入する。

校　　　　　　　　内

進

路

指

導

主

事

普

通

設置されている学科に

高等学校

分　校

５ 独立・併置別

工

業

商

業

学

校

図

書

館

従

事

者

9

学校調査番号

取扱者

氏　名

―平成31年5月1日現在―

都道府
県番号

１

学校の

所在地

1 0

※

1 0

該当する項の番
号を記入する。

該当する項の番
号を記入する。

６

水

産

協

力

校

数

看

護

報

告

者

校長

氏名

３　設 置 者 別

養
護
助
教
諭

該当する項の番
号を記入する。

教

頭

指

導

教

諭

養

護

助

教

諭

副

校

長

助

教

諭

計

保

健

主

事

講

師

指

導

主

事

計

５．「計」欄があるところは，必ず検算する。

２．本校と分校（正規の手続を完了したもの｡）は，別々に調査票を作成する。分校の
　調査票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。

４．数字は，　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。
３．教員数の校長欄は，通信制の独立校のみ記入する。

実

習

助

手

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

教

諭

・

栄

養

教

諭

養

護

教

諭

・

養

護

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

養

護

教

諭

・

養

護

助

主
事
補
等

１．この調査票には，通信制の課程の状況を記入する。（全日制及び定時制は除く｡）

実

習

助

手

通１

１
２　全日制と併置
３　定時制と併置
４

｢10｣の本務者のう
ち指導主事等の数

13

協　　　　　力　　　　　校 そ　　　　　の　　　　　他

教

頭

教

諭

養

護

教

諭

栄

養

教

諭

産休代替教職員

職

務

上

の

負

傷

疾

病

（

公

立

の

み

）

教
員
組
合
事
務
専
従
者

職

務

上

の

負

傷

疾

病

（

公

立

の

み

）

教
員
組
合
事
務
専
従
者

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。



2 0

0

05

（平成30年度間）

9

履修者数

60歳

か
ら
の
併
修
者

定
時
制
課
程

通
信
制
課
程

通２

他からの併修者

17

女

外

の

者

と
の
併
修
者

男

女

男

24歳

学校通信教育調査票（高等学校）

0

1

15 歳
16 歳

0

平成31年度

修 業 年 限　３年

満年齢

女

修 業 年 限　４年以上

入学者

入 学 者 数
生徒数

入学者 入学者

生徒数 平成30年度間平成31年度

入学者

平成30年度間

5

5 0

0

5 0

0

0

計

8

5 1 1 1

5 1 2 2

1

0 0

9

9 0

男

60歳以上

25～ 29歳

満年齢生年月日の範囲

30～ 39歳
40～ 49歳
50～ 59歳

女

文　部　科　学　省

17 歳
18 歳
19 歳

平成 6年４月２日～平成11年４月１日

平成15年４月２日～平成16年４月１日

平成14年４月２日～平成15年４月１日

20～ 24歳

平成11年４月２日～平成12年４月１日

平成13年４月２日～平成14年４月１日

平成12年４月２日～平成13年４月１日

0 0

0

計

0

9 9

0 0

0

9

0 0

男

女0

00

2 0 0

1

0

（平成30年度間）

入 学 者 数

計

0 男

実 数

（再掲）

0

0

1

0

0 0

単 位 修 得 者 数

5

延 数22

5 3

9 2

77 2

7

男9 99

5

2

女99 9

0 女

7

8

00

0

0

5 0 7 3

5 0

5 0 7 1

0

7 0 0

男5 0 7 0 7

女

6 0 0 女5 0 6 1

6 0 0 男5 0 6 0

5 0 0 女5 0 5 1

0 女

5 0 5 0 5 0 0 男

5 0 4 1 4 0

女

0 3

5 0 4 0 4

5

5

0 3 1 3

0 0 男

統計法に基づく基幹統計調査

（実数）
25～

か
ら
の
併
修
者

16 生 徒 数

17歳

と
の
併
修
者

通
信
制
課
程

左

記

以

計

計 の 年 齢 別 内 訳

学

科

番

号

学 校 名

高等学校

分　校

報

告

者

取 扱 者

氏 名

15歳

当 校 の 通 信 制 課 程 の 生 徒

29歳
16歳

秘 ― 平 成 31 年 5 月 1 日 現 在 ―

（２－２）

都道府
県番号

平 成 31 年 度 学 校 基 本 調 査

農 業 科

工 業 科

商 業 科

水 産 科

家 庭 科

看 護 科

3

校　長

氏　名

学

科

名

05

男0

0 0

0 0

0

女

女

男

0

0

0

計 5

男

5 0

5 0 2

0

0

1

福 祉 科

そ の 他

0 7 5

0 7 6

8 0

7

情 報 科

普 通 科

21

修 業 年 限 別 生 徒 数 及 び 入 学 者 数

0 0 0 0 男

1
うち単位
制による
課程

計
2 1 1

5 2 1

5 0 0

5 3

20 特 科 生

5

2 0

5 0

定
時
制
課
程

1 0

2 2

1

5

5

5 8 1

1 1

0

男

女

別

1 0

18 入 学 者 数

平成30年度

間入学者

19

学校調査番号

退学者数
平成31年度

昭和34年４月１日以前

昭和54年４月２日～平成元年４月１日

昭和44年４月２日～昭和54年４月１日

（平成31年４月１日現在）

平成元年４月２日～平成 6年４月１日

昭和34年４月２日～昭和44年４月１日

生年月日の範囲

30～39歳18歳
入学者

19歳 40～49歳
20～

以上
50～
59歳

年 齢 早 見 表

※



組

平 成 31 年 度 学 校 基 本 調 査 都道府
県番号

学校調査番号

学校調査票（幼保連携型認定こども園） 幼保
6

０～２ ３歳児 ４歳児 ５歳児
電話（　　　　　〈　　　　　〉　　　　　　） 平成28年4月

2日～平成28

年5月1日

平成27年4月

2日～平成28

年4月1日

平成27年4月

2日～平成28

年4月1日
歳児

（ 様 式 第 17 号 ） ―平成31年5月1日現在―
秘

３　歳　児 ４　歳　児 ５　歳　児

統計法に基づく基幹統計調査

１
こども園

の
所在地

〒　　　(市区郡)　　　　　(町村)　　　(番地)

２

（フリガナ）

こども園名

こども園

分　園 学 級 名

11 学級別年齢別在園者数(１号認定及び２号認定)　　※学級ごとに１段ずつとって記入する。

年　　　　　　　　齢

計

本年度入園 前年度間入園
０～２ ０～２ ３歳児 ４歳児

歳児 （本年度） 歳児 （本年度）

３　設　置　者　別
※30又は31のうち、公私連携
法人としての指定の有無

報
告
者

園長氏名 入園 入園 入園 入園 入園 入園 入園 入園
所在地
の市町
村番号

生まれ 生まれ 生まれ
11

1 021 都道府県立 32 財 団 法 人 立 組
２　無

国 立 31 学 校 法 人 立 該当する項の番
号を記入する。１　有

取扱者氏名

023 町 立 34

22 市（区）立 33 社 団 法 人 立

7 0

7 0

宗 教 法 人 立 ４ 本園分園別 区　　分
計

組

１　本園

24 村 立 35 そ の 他 の 法 人 立 教育標準時間認定
（１号認定）

満３歳以上･保育
認定(２号認定)

2

0 3 025

30 社会福祉法人立

組

５ 認可定員

満３歳未満･保育
認定(３号認定)

7組 合 立 36 個 人 立

該当する項の番
号を記入する。

該当する項の番
号を記入する。

２　分園

7 0 4 0組

６ 利用定員

5 0組
4 0 1 0

7 0

※

７　教　育　・　保　育　職　員　数
7 0 6 0組

園

長

副

園

長

教

頭

主

幹

保

育

教

諭

指

導

保

育

教

諭

保

育

教

諭

助

保

育

教

諭

主

幹

養

護

教

諭

養

護

教

諭

補

助

員

教

育

・

保

育

園

長

副

園

長

教

頭

主

幹

保

育

教

諭

指

導

保

育

教

諭

男

女

別

本　務　者（休職者等を含む。） 兼　務　者（休職者等を除く。）
7 0 7 0組

養

護

助

教

諭

主

幹

栄

養

教

諭

栄

養

教

諭

講

師

教

諭

等

保

育

士

計 計

教

諭

等

保

育

教

諭

助

保

育

教

諭

主

幹

養

護

教

諭

養

護

教

諭

養

護

助

教

諭

主

幹

栄

養

教

諭

組

7 1 0 0

7 0 8 0組
保

育

士

補

助

員

教

育

・

保

育

7 0 9 0

7 1 1 0※

組

栄

養

教

諭

講

師

組

1 2 0

男

組

5 0 1 0

7※
女

5 0 2 0

組
育児休業
代替教員

計

男

女

別

８ その他の職員数
(本務者のみ)

男
　
女
　
別

9
「７」の本務者のうち
休職等教員数（再掲）

10

育

児

休

業

介

護

休

業

教

諭

等

・

保

育

教

諭

等

副

園

長

等

・

主

幹

保

育

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

養

護

教

諭

・

養

護

｢７｣及び｢８｣の本務者のうち
産休代替等教職員数（再掲）

13 修了者数

（平成３１年３月修了者）

7 1 4 0

5 0

事

務

職

員

等

教

諭

等

・

保

育

教

諭

等

副

園

長

等

・

主

幹

保

育

計

園長・副園長等・
主幹保育教諭等・

保育教諭等

養護教諭・
養護助教諭・
栄養教諭

計

産休代替
教職員

組

計

計
※

0

7 1

0

6
※

7 4 7

※

4 9

※

7 4 8 0
※

男 １号
認定

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

養

護

教

諭

・

養

護

7 4

事

務

職

員

（

看

護

師

等

）

養

護

職

員

調

理

員

警

備

員

等

）

そ

の

他

（

用

務

員

･

休職 休職
育

児

休

業

介

護

休

業

女

職
務
上
の
負
傷
疾
病

そ

の

他

職
務
上
の
負
傷
疾
病

そ

の

他

計

の

内

訳

(

再

掲

)

男

0

※
女

２号
認定

※

7 5 0 0
5 0 2 0

男 女

5 0 1 0 7

計

1 0

12 年齢別在園者数(３号認定)
※4月1日現在の満年齢により記入。

※
男

6 0

※
計8 0 1

満１歳 満２歳 計女 ０歳

0
１．本園と分園(正規の手続を完了したもの。)は，別々に調査票を作成する。分園の調査票は本園で取りまとめ，園長から提出する｡ ※

計
の
内
訳

(

再
掲

)

男２．数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。また，｢計」欄があるところは，必ず検算をする。 8 0 2 0

　　規定する公私連携幼保連携型認定こども園の設置及び運営を目的とする法人をいう。
４．｢５｣及び｢６｣の各区分は次のとおりである。｢教育標準時間認定(１号認定)｣:子ども・子育て支援法(以下｢支援法｣という)19条1項1号に規定する者に係る区分。

３．｢３｣の「公私連携法人」は，就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（以下「認定こども園法一部改正法」という）第34条に ※
女8 0 3 0

６．｢９｣及び｢10｣における「副園長等・主幹保育教諭等・保育教諭等」については，副園長・教頭・主幹保育教諭・指導保育教諭・保育教諭・助保育教諭・
　　主幹養護教諭・主幹栄養教諭・講師が該当する。

　　｢満３歳以上・保育認定(２号認定)｣:支援法19条1項2号に規定する者に係る区分。｢満３歳未満・保育認定(３号認定)｣:支援法19条1項3号に規定する者に係る区分。
５．｢７｣の「教諭等」については，主幹教諭，指導教諭，教諭又は助教諭の発令を受けた者が該当する。

７．｢10｣における「事務職員等」については，｢８｣に列挙する事務職員，看護職員（看護師等），調理員及びその他の職員(用務員，警備員等)が該当する。
８．｢11 学級別年齢別在園者数｣で学級数が16以上ある場合は，この欄について調査票を2枚作成し，2枚目について学級名の隣の4桁を｢7160｣から始めるものとする。
　　また，5月1日現在学級は設置されているが在園者がいない場合は組名を記入し，｢計｣欄に　　　　と記入する。
９．｢11｣の｢０～２歳児入園｣欄は，当初３号認定の区分により入園した後，１号又は２号認定の区分に移行した者を計上する。

文　部　科　学　省

N

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。





　くなる。

　平成31年4月1日現在の満年齢による。

文　部　科　学　省

　受けている者と同様に，別に編製されている簿冊（簿冊に相当するもの（電子ファイル・データベ

(２)　数字は,１枡ごとに１字ずつ,ていねいに記入し,枡目からはみ出さないようにする。

２　小・中学校等に在学する外国人を除く「学齢児童生徒」に，この調査票で報告される「就学免除

　者｣,「就学猶予者｣,「１年以上居所不明者」を加えた数が，原則として６歳から14歳の人口に等し

１　外国人は，対象から除外する。

(４)　その他，都道府県等から指示があった場合は，その指示に従って調査票を作成する。

５　１年以上居所不明者数　１年以上居所不明のため，学齢簿の編製上，就学義務の免除又は猶予を

　は，平成30年４月１日現在の満年齢による。

　および指導要録の取扱について」一（4）に基づく者）の数を5月1日現在で記入する。年齢は，

（補注）

　（記録）されている者（昭和32年2月25日付け文初財第83号文部省初等中等教育局長通達「学齢簿

満年齢

町村番号の記入にあたって設置類型別が「２～４」の時は，その教育委員会の所在市町村番号とする。

４　理由別就学免除者及び就学猶予者数「就学免除者」及び「就学猶予者」とは,5月1日現在市町村教

　年　齢　早　見　表 （平成31年４月１日現在）

生年月日の範囲 満年齢 生年月日の範囲

６　歳

育委員会から就学の免除又は猶予を受けている者をいう。年齢は,平成31年4月1日現在の満年齢による。

秘
統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査

取 扱 者

６　学齢児童生徒死亡者数　この欄には，平成30年度の学齢児童生徒のうち，平成30年度間（平成30

　年４月１日から平成31年３月３１日まで）に死亡した者の数を年齢別に記入する。この場合の年齢

　ース等であって１年以上居所不明者が抽出・検索できる仕組みになっているもの）を含む）に記載

（ 様 式 第 18 号 ）

病 弱 ・ 発 育 不 完 全

平成31年度　学　校　基　本　調　査

2 0

11 歳

2
教育委員会名

男

0

計(12～14歳)

男

１　電子調査票による提出の場合は，回答データの送信をもって調査票の提出となるため，紙の調査

　　票の提出は必要ありません。

6 学 齢 児 童 生 徒 死 亡 者 数

２　紙の調査票による提出の場合は，同じものを４部作成し，１部を控とし，３部を都道府県から指

　　示された方法で提出する。

不

氏 名

都道府
県番号

類
型

8

1 2

1

女 男男 女

1

0

0

7 0

0

※

1 1 1 0

1

0

女

1

9

0

1 0 5 0

1

0

※

※

0

1 0

1 1 8 0

1

1

0

3

児童自立支援施設又は
少 年 院 に い る た め

5 １ 年 以 上 居 所 不 明 者 数

重 国 籍 の た め

1

0 1

0 6

４

理

由

別

就

学

免

除

者

及

び

就

学

猶

予

者

数

病 弱 ・ 発 育 不 完 全

就

学

免

除

者

就

学

猶

予

者

児童自立支援施設又は
少 年 院 に い る た め

※

重 国 籍 の た め

そ の 他

女

計

そ の 他

計

0 4

区 分

男

1

教育委員会

の 所 在 地

〒　　（市区郡）　　　　　　（町村）　　　　（番地）

女 男 男

６ 歳 ７ 歳 ８ 歳 ９ 歳

0

01

不 就 学 学 齢 児 童 生 徒 調 査 票
―平成31年５月１日現在―

市町村番号

10 歳 12 歳計(６～11歳)

報

告

者

市（区）町村

全部教育事務組合

一部教育事務組合

電話（　　〈　　〉　　　）

3

該当する項の番号を票右 3

1
教育委員会の設置類型別

2

男 男 女男女

14 歳

女女 女

13 歳

女 男

共同設置4

(３)「都道府県番号」,「市町村番号」及び「教育委員会の設置類型別」の各欄は必ず記入する。市

調査事項の説明

３　教育委員会の設置類型別　該当する項の番号を右上欄外の「類型」に記入する。

　　この調査票の結果処理は電子計算機によって行うので，処理の際に誤りを生じないよう，調査票

　　空欄とし，「０」は記入しない。

　のないよう確認してください。

３　調査票記入後は，検算できるところは検算し，前年度の数値と比べて著しい差がないか等，誤り

　　欄に「35」と記入する場合は，　　　　のように記入する。また，該当する数値がない場合は，

(１)　調査票の各欄に数字を記入する際は，各欄の枡目の右側につめて記入する。例えば　　　　の

調査票の扱い

　を記入，作成するに当たっては，特に次の点に注意する。

記入上の注意

上の類型に記入する。

平成24年４月２日～平成25年４月１日 11　歳 平成19年４月２日～平成20年４月１日

　　23　  〃    ～　　24　  〃 12　歳 　　18　  〃    ～　　19　  〃

８　歳 　　22　  〃    ～　　23　  〃 13　歳 　　17　  〃    ～　　18　  〃

９　歳 　　21　  〃    ～　　22　  〃 14　歳 　　16　  〃    ～　　17　  〃

10　歳 　　20　  〃    ～　　21　  〃

７　歳

平成30度間，平成30年４月

３５

１日現在の満年齢で記入する

ます

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。





　

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ (３)　「９」及び「10」の各欄は，内訳と計が一致しているか。
(４)　各欄の数字は　　　　　　の中に１字ずつ，右側につめて正しく記入されているか。

※

実験実習地 屋外運動場

0 1 2

・その他 増
建 物 敷 地

５．面積の単位は，平方メートルとする。１平方メートル未満は四捨五入する。ただし，９学校建物面積のうち，設置者所有
　の建物の「校舎」,「屋内運動場（講堂を含む）」,「寄宿舎」の面積の計と,設置者所有の建物の面積の計は一致させること。

実験実習地

　（出窓の下の物入れ等が床面まであるものは除く｡)・ひさし・ぬれ縁の類，②一本柱の類で支えられた屋根のみの部分，

　　「実験実習地」とは，実験実習に使用する耕地，牧場，演習林等をいう。

調査票の作成

１．この調査の対象は，国立及び私立の幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校，

鉄 骨 造 ・寄 宿 舎

５学校種別　６設置者別　７私立の幼稚園又は幼保連携型認定こども園の設置者別　８本校分校別　該当する項の番号を

87

　附属室及び上記各室に附随する玄関，階段，昇降口，渡り廊下等の通路部分をいう。

　「屋内運動場」とは，屋内で運動を行うための室，これに附属する控室，器具室，便所等及び上記室に附随する玄関，

報告者

氏　名 　物に変更したものは，学校建物とする。

3

建 物 敷 地

2
減

・その他

(５)　前年度調査票の控と各面積を比較し，増減が適当なものであるか確認する。面積に顕著な増減のあったときは，

　「……を購入｣,｢……を処分｣,｢……を増築｣,｢移転」等理由を調査票の欄外に簡単に記述して提出することが望ましい。

　幼保連携型認定こども園，専修学校並びに公立の幼保連携型認定こども園及び専修学校とする。

文　部　科　学　省

　左下の枡目に記入する。

９学校建物面積　「学校建物」とは，学校用に建築又は改造した校舎，講堂，屋内運動場及び寄宿舎をいう。学校用に建築

 調査票の提出方法

１．電子調査票による提出の場合は，回答データの送信をもって調査票の提出となるため，紙の調査票の提出は必要ありません。

屋外運動場

5

　（災害・新増築等のため仮設したもので，使用目的終了後直ちに取払われるもの)，ハ．建物に固着している部分〔①出窓

　⑤講堂・屋内運動場の主室内に設けられた幅２.０メートル未満（壁面からの突出し寸法）のギャラリーの類，⑥天井又は

　床下高２.０メートル未満の中二階の類，⑦建物の外部に固着した内部の高さ２.０メートル未満の部分〕,ニ．建物以外の

10 学 校 土 地 面 積

借 用

　いても，これは屋外運動場と見なさない。

　の空地，花壇等はここに含めず,｢建物敷地・その他」に含める。また，屋上を運動場として若干の設備を施して使用して

　③腰壁で囲まれている非常階段又は壁で囲まれていない非常階段，④木造以外の建物で二階以上に設けられたバルコニー，

　　「屋外運動場」とは，フィールド，トラック，諸コート，その他屋外運動場として使用する周囲の部分をいう。校舎間

　工作物〔①自転車置場（校舎等の内部を利用して設けられたものを除く｡),②柱と屋根のある独立の構造物で腰壁で囲まれ

２．国立の学校の調査票は，作成した調査票の１部を７月31日までに文部科学省生涯学習政策局政策課あてに提出してください。

　により提出してください。

※　幼保連携型認定こども園に係る記入上の注意については，「学校基本調査の手引」に記載。

記入後の確認事項

(１)　「都道府県番号｣,｢学校調査番号」及び「５｣,｢６｣,｢７｣,｢８」の各欄は正しい番号が記入されているか。
(２)　面積の単位は，平方メートルで記入されているか。

設 置 者 所 有

(注)　「９　学校建物面積」のうち設置者所有の建物については次の式が成り立つ。　　　ａ＋ｂ＋ｃ＝ｄ＋ｅ＋ｆ

※ ａ

5 0 1 1

㎡ ㎡ ｄ

該当す
る項の
番号を
記入す
る。

個 人 立

その他の法人立

１　小学校
２　中学校
３　高等学校
４　特別支援
　　学校

3

認定こども園の

社会福祉法人立

該当する項の
番号を記入す
る。

増

3

統計法に基づく基幹統計調査

５ 学 校 種 別

1

4

3

又は幼保連携型

（ 様 式 第 19 号 ）

電話　(　　　　　　　〈　　　　〉　　　　　　　　　)

秘

　〒　　 　　　(市区郡)　　　  　　　　　　　(町村)　　　　　　　　　　(番地)２

学 校 名

設置者別

国立
公立
私立 学 校 法 人 立

５　幼稚園
６　専修学校
７　中等教育学校
８　幼保連携型
　　認定こども園
９　義務教育学校

３
設置者本部
の 所 在 地
(国立・私立のみ)

1

2

設置者別 私立の幼稚園

　〒　　 　　　(市区郡)　　　  　　　　　　　(町村)　　　　　　　　　　(番地)４

設置者名

（国立・私立のみ）

電話　(　　　　　　　〈　　　　〉　　　　　　　　　)

6

0

分校別

取扱者

氏　名

本　校

１

学校の

所在地

学校の所

在地の市

町村番号

計の対前

2

※

5 0 1 の番号を記入する。

１
２

該当する項

９　学　校　建　物　面　積（一時使用，教職員住宅を除く｡）

計

設 置 者 所 有

ｃｂ

校 舎 屋内運動場

㎡

(講堂を含む｡)

計
1

年度比較
借　　　用

鉄 筋 コ ン

2

変化なし

３．公立及び私立の学校では，４部作成した調査票のうち３部を，都道府県知事の定める期日までに，都道府県知事の指定した方法

該当する項
の番号を記
入する。

該当する項
の番号を記
入する。

変化なし

年度比較

1

㎡㎡

学　校

分　校

３．この調査票は，各学校ごとに作成する。本校と分校（正規の手続を完了したもの｡）は，それぞれ別に調査票を作成する。

　　(１)　昼間と夜間の学校間――昼間の学校にのみ記入する。

２．国立の学校にあっては,｢９学校建物面積」は記入する必要はない。

４．２校以上で共同使用している施設は，原則として主として使用している学校の方に記入するが，はっきりしないときは，

　次の順序によって記入し，重複や脱落のないようにする。

学校調査番号

0―平成31年5月1日現在―
施・高

学 校 施 設 調 査 票 （ 高 等 学 校 等 ）

記入上の注意

　昇降口，渡り廊下等の通路部分をいう。

　「寄宿舎」とは，居室，寝室等の生徒の寄宿のために供する室，管理人室，食堂，便所等の管理関係室，物置等の附属室

　「校舎」とは，普通教室，特別教室，図書室，遊戯室等児童生徒等の保育，遊戯，授業，学習，実験実習，視聴覚教育，

　したものでなくとも，学校建物として使用するため，黒板をすえ付けるなど，必要な改造を行い，用途を恒久的に学校建

　「建物面積」とは，建物の各階の延面積をいう｡(各階ごとの水平投影面積の合計）

計の対前

木 造

該当す
る項の
番号を
記入す
る。

設置者所有建物の構造別

本校
分校

　ているか又は壁の全くないもの，③内部の高さが２.０メートル未満の独立した構造物，④屋外水泳プール（屋内プールは

　屋内運動場に含める｡)，⑤腰壁で囲まれているか又は壁のない吹き抜けの渡り廊下〕

10 学校土地面積「土地面積」とは，土地の境界線内の水平投影面積をいう。

　　「建物敷地・その他」とは，屋外運動場及び実験実習地以外の土地をいう。教職員住宅敷地やがけ地等を含む。

クリート造

ｅ㎡

　　(２)　昼間の学校間（夜間の学校間でも同様）――毎週使用する時間数の多い学校にのみ記入する。

都道府
県番号

減

そ の 他

㎡

平 成 31 年 度　　　学　校　基　本　調　査

㎡ｆ

　教科外活動等を行う室，校長室，職員室，保健衛生室，給食室，用務員室，便所等の管理関係室，理科附属室，物置等の

　　次のものは，建物面積に含める。　　イ．借用建物，ロ．貸付建物，ハ．現在使用していない遊休施設及び学校として
　使用していない施設，ニ．危険校舎等のうち，まだ廃棄処分をしていないもの。ロ，ハ及びニの場合の用途別は，当該建

　物の建てられた際の目的により記入する。

　　次のものは，建物面積に含めない。　　イ．災害・増築等のため他の学校等を一時借受けているもの，ロ．仮設校舎

　及び上記各室に附随する玄関，昇降口，階段，渡り廊下等の通路部分をいう。なお，幼稚園では「寄宿舎」は一般には該

　当がない。

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

ます



文　部　科　学　省　　　　　　　　　

借　　　　　　　用

　（ 様 式 第 20 号 ）
統計法に基づく基幹統計

１　所 在 地

（〒　　 －　　　　）

寄宿舎施設

学校調査番号

課 

校舎・講堂・
体育施設敷地

屋外運動場敷地

　　　　３　　学　　校　　土　　地　　の　　用　　途　　別　　面　　積　　（職員宿舎を除く。）

２　学 校 名

附置研究所
敷　　　地

附属研究施設敷地

㎡

その他

㎡

附属病院敷地

㎡ ㎡ ㎡

附置研究所

㎡㎡

附置研究施設

計

㎡

㎡

講　　堂

設　置　者　所　有

㎡ ㎡

(a) ㎡

㎡ ㎡㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡㎡ ㎡

 学校建物の用途別
面積のうち厚生補
導施設（再掲）

㎡

計

計
（ｄ＋ｂ－ｃ＝ａ）

(a) ㎡

　　　　５　　学　　校　　建　　物　　の　　構　　造　　別　　面　　積　　（延　面　積）

鉄筋コンクリート造 鉄 骨 造木　　造 鉄 骨 造 そ の 他 木　　造鉄筋コンクリート造

㎡

６　学 校 建 物 の 新 築 等 増 加 の 面 積
　（平成30年５月２日～平成31年５月１日）

７　学 校 建 物 の 被 害 等 減 少 の 面 積
　（平成30年５月２日～平成31年５月１日）

全　　壊 半　　壊
改築，用途変更又
は用途廃止等によ
る減

計計
購入又は
寄　　付

用 途 変 更 等
に よ る 増

(b) ㎡㎡

新 改 築

看護師宿舎敷地

㎡

９　職員宿舎の用途別土地面積 10 職員宿舎の用途別建物面積

㎡

３学校土地の用途別
面積以外の土地面積

４学校建物の用途別
面積以外の建物面積

看護師宿舎職員住宅

㎡

職員住宅敷地

㎡

(d) ㎡㎡ ㎡ ㎡ (c) ㎡

㎡

　　　　４　　学　　校　　建　　物　　の　　用　　途　　別　　面　　積　　（延　面　積）（職員宿舎を除く。）

電
話

（　　　）　　　－

　　　（内線　　　　番）

そ の 他

㎡

設 置 者 ・
国立大学法人・
公立大学法人・
国 立 高 等 専 門
学 校 機 構 の 長
氏 名

取扱者
氏　名

８
 前年度の
 学校建物
 の面積

㎡

平　成　31 年　度　学　校　基　本　調　査

学　校　施　設　調　査　票
―平成31年５月１日現在―

附属病院体育施設
校　　　　　　　　　　　　　　　　舎

管理関係・その他講義室・演習室 研究室

秘

図書館実験室・実習室

㎡

㎡ ㎡

寄宿舎

㎡

その他

㎡

（注）１ 面積の単位は「平方メートル」とし，１平方メートル未満は四捨五入する。

２ 数字は の中に一字ずつ右側につめて記入する。

３ 該当のない欄は斜線を引く。

大 学
短 期 大 学
高等専門学校

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。



　次の順序によって記入し，重複や脱落のないようにする。

　(１)　昼間と夜間の学校間――昼間の学校にのみ記入する。 　床下高２.０メートル未満の中二階の類，⑦建物の外部に固着した内部の高さ２.０メートル未満の部分〕,ニ．建物以外の

　工作物〔①自転車置場（校舎等の内部を利用して設けられたものを除く｡)，②柱と屋根のある独立の建造物で腰壁で囲ま

　れているか又は壁の全くないもの，③内部の高さが２.０メートル未満の独立した構造物，④屋外水泳プール（屋内プール

　物に変更したものは，学校建物とする。

　　「建物面積」とは，建物の各階の延面積をいう｡(各階ごとの水平投影面積の合計）

　物の建てられた際の目的により記入する。

　⑤講堂・屋内運動場の主室内に設けられた幅２.０メートル未満（壁面からの突出し寸法）のギャラリーの類，⑥天井又は

　③腰壁で囲まれている非常階段又は壁で囲まれていない非常階段,④木造以外の建物で二階以上に設けられたバルコニー,

　（出窓の下の物入れ等が床面まであるものは除く｡)・ひさし・ぬれ縁の類，②一本柱の類で支えられた屋根のみの部分，

　（災害･新増築等のため仮設したもので，使用目的終了後直ちに取払われるもの),ハ．建物に固着している部分〔①出窓

　　次のものは，建物面積に含めない。　　イ．災害・増築等のため他の学校等を一時借受けているもの，ロ．仮設校舎

　使用していない施設，ニ．危険校舎等のうち，まだ廃棄処分をしていないもの。ロ，ハ及びニの場合の用途別は，当該建

　　次のものは，建物面積に含める。　　イ．借用建物，ロ．貸付建物，ハ．現在使用していない遊休施設及び学校として

　(２)　昼間の学校間（夜間の学校間でも同様）――毎週使用する時間数の多い学校にのみ記入する。

５．面積の単位は，平方メートルとする。１平方メートル未満は四捨五入する。

　は屋内運動場に含める｡)，⑤腰壁で囲まれているか又は壁のない吹き抜けの渡り廊下〕

８　学校土地面積「土地面積」とは，土地の境界線内の水平投影面積をいう。

　「……を購入｣,｢……を処分｣,｢……を増築｣,｢移転」等理由を調査票の欄外に簡単に記述して提出することが望ましい。

(５)　前年度調査票の控と各面積を比較し，増減が適当なものであるか確認する。面積に顕著な増減のあったときは，

(４)　各欄の数字は　　　　　　　　の中に１字ずつ，右側につめて正しく記入されているか。

(３)　「７」及び「８」の各欄は，内訳と計が一致しているか。

(２)　面積の単位は，平方メートルで記入されているか。

(１)　「都道府県番号｣,｢学校調査番号」及び「５｣,｢６」の各欄は正しい番号が記入されているか。

記入後の確認事項

　したものでなくとも，学校建物として使用するため，黒板をすえ付けるなど，必要な改造を行い，用途を恒久的に学校建

７　学校建物面積「学校建物」とは，学校用に建築又は改造した校舎，講堂，屋内運動場及び寄宿舎をいう。学校用に建築

１．電子調査票による提出の場合は，回答データの送信をもって調査票の提出となるため，紙の調査票の提出は必要あ

調査票の提出方法

該当する項の
番号を記入す
る。

　た方法により提出してください。

２．国立の学校の調査票は，作成した調査票の１部を７月31日までに文部科学省生涯学習政策局政策課あてに提出してく

入する。

記入上の注意

1

入する。

５　設置者　６本校分校別　該当する項の番号を左下の枡
ます

目に記入する。

４．２校以上で共同使用している施設は，原則として主として使用している学校の方に記入するが，はっきりしないときは，

３．公立及び私立の学校では，４部作成した調査票のうち３部を，都道府県知事の定める期日までに，都道府県知事の指定し

調査票の作成

　ださい。

３．この調査票は，各学校ごとに作成する。本校と分校（正規の手続を完了したもの｡）は，それぞれ別に調査票を作成する｡

　りません。

5 1

※
該当する項
の番号を記
入する。

㎡

設置者所有

該当する項
の番号を記

減

㎡

2

㎡

借　　　　用
増

3 減

該当する項
の番号を記

㎡

平成31年度　学　校　基　本　調　査

変化なし

都道府
県番号

学校調査番号

鉄骨造・その他

2

3

公　立

私　立

分　校2
1

学校の所

在地の市

町村番号

1

6

計の対前年度比較

文　部　科　学　省

２．国立学校にあっては，「７学校建物面積」は記入する必要はない。

0

１．この調査の対象は，国立，公立及び私立の各種学校とする。

㎡ ㎡㎡ ㎡

0

施・各
7

〒　 　　(市区郡)　　　  　　　(町村)　　　　　　(番地)

報告者

氏　名

学 校 施 設 調 査 票 （ 各 種 学 校 ）

各種学校

分校

―平成31年5月1日現在―

統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査

２

学校名

電話　　(　　　　　　〈　　　　〉　　　　　　　)

秘

〒　 　　(市区郡)　　　  　　　(町村)　　　　　　(番地)

（ 様 式 第 21 号 ）

１

学校の

所在地

３

設置者本部

の所在地

(私立のみ)

1

８ 学 校 土 地 面 積

４

設置者名

(私立のみ)

国　立

5 設置者別

本　校

本校分校別

計

７　学　校　建　物　面　積（一時使用，教職員住宅を除く｡）

設　置　者　所　有

電話　　(　　　　　　〈　　　　〉　　　　　　　)

取扱者

氏　名

3

木　　　造 鉄筋コンクリート造 2
借　　　用 計

計の対前年度比較

変化なし

増

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。





平　成　31 年　度　　学　校　基　本　調　査

学　校　経　費　調　査　票　Ａ 学校調査番号

平成30会計年度決算額

（〒　　　－　　　　　）

1 1 1 2 2 1 2 9 2 4 3 1 2 3 2 2 3 0 2 6 2 5 2 7 2 8 1 3 1 4 9 9

(1) 本 務 教 員 の 給 与
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(2) 兼 務 教 員 の 給 与

(3) 外 国 人 教 員 の 給 与

(1) 事 務 系 職 員 の 給 与

(2) 技術技能系職 員の 給与

(3) 医 療 系 職 員 の 給 与

(4) 教 務 系 職 員 の 給 与

(5) その他の職員の給与

1

2

3

4

1

2

3

4

5

1

2

3

4

1

2

3

f

a

b

1

2

d

Ｃ

1

2

3

4

5

6

国
千円

※印欄は文部科学省で記入する。 課 (　　　　　)　　　　　－

都 道 府 県
千円 ※

市 町 村
千円 （内線　　　　　　番）

３ 学校名

文　　部　　科　　学　　省

５のうち，地方公共団体からの寄付収入（国立大学法人のみ）

５
 

学
校
独
自
の
収
入 そ の 他 の 収 入

計

入 学 金 ･ 検 定 料 ( 入 学 試 験 料 )

附 属 病 院 収 入

農 場 ， 演 習 林 収 入

寄 付 金 収 入 ･ 産 学 連 携 等 研 究 収 入

ｅ
所
定
支
払
金

土 地 費

図 書 購 入 費

旅 費

修 繕 費

そ の 他 の 管 理 費

そ の 他 の 消 費 的 支 出

建 築 費

備
品
費

c
設
備
・

教育･研究用設備･備品費

そ の 他 の 設 備 ･ 備 品 費

２ 所在地

計

学　　校　　等
の　　区　　分

※符　　　号

授 業 料

Ａ
　
　
　
消
　
　
　
　
　
費
　
　
　
　
　
的
　
　
　
　
　
支
　
　
　
　
　
出

ａ
　
人
　
　
件
　
　
費

１
教
員
給
与

２
 

職
 

員
 

給
 

与

Ｂ
 

資
本
的
支
出

大 学
(a)

高 等 専 門
学 校

短 期 大 学
中 等 教 育
学 校

そ の 他 の 教 育 研 究 費

ｄ
補
助
活
動
事
業
費

合 計中 学 校 小 学 校
幼 保 連 携 型
認 定 こ ど も 園

幼 稚 園
特 別 支 援
学 校

専 修 学 校高 等 学 校 義 務 教 育 学 校 附 属 病 院各 種 学 校
附 置
研 究 所

（ 様 式 第 ２ ２ 号 ）

★  公立学校の

６  補助金

４
　
　
　
学
　
　
　
　
　
　
　
　
校
　
　
　
　
　
　
　
　
経
　
　
　
　
　
　
　
　
費

消 耗 品 費

退 職 死 傷 手 当

そ の 他 の 所 定 支 払 金

統計法に基づく基幹統計調査

□国立・公立１　設置者別

積 立 金 へ の 支 出

ｂ
教
育
研
究
費

光 熱 水 費

ｃ
 

管
 

理
 

費

消 耗 品 費

そ の 他 の 補 助 活 動 事 業 費

学 生 寄 宿 舎 費

課 外 活 動 費

保 健 管 理 費

旅 費

共 済 組 合 負 担 金

光 熱 水 費

都 道 府 県 知 事 ・ 市 町 村 長 ･
国 立 大 学 法 人 ･公 立大 学法 人 ･
国立高等専門学校機構の長氏名

取扱者
氏　名

電　話

項 目 名

(注)１ 「大学(a)」は「学校経費調査票Ｂ」の「合計(a)」と一致する。
２ ★印欄は該当のないときは必ず斜線を引く。

□都・□道・□府・□県・
□市町村・□公立大学法人

秘
国 ・ 公 立 大 学
国 ・ 公 立 短 期 大 学
国・公立大学法人立高等専門学校

統計法に基づく国

の統計調査です。

調査票情報の秘密

の保護に万全を期

します。



平　成　31  年　度　　学　校　基　本　調　査

学　校　経　費　調　査　票　Ｂ 学校調査番号

平成30会計年度決算額

（〒　　　－　　　　　）

7 7 7 8 8 8

(1) 本 務 教 員 の 給 与
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(2) 兼 務 教 員 の 給 与

(3) 外 国 人 教 員 の 給 与

(1) 事 務 系 職 員 の 給 与

(2) 技 術 技 能 系 職 員 の 給 与

(3) 医 療 系 職 員 の 給 与

(4) 教 務 系 職 員 の 給 与

(5) その他の職員の給与

1

2

3

4

1

2

3

4

5

1

2

3

4

1

2

3

f

a

b

1

2

d

Ｃ

  ※印欄は文部科学省で記入する。
※

文　　部　　科　　学　　省

統計法に基づく基幹統計調査

１ 設置者別 □国立・公立 ２ 所在地 ３ 学校名

学　　部　　等
の　　区　　分

本 部 ・ 図 書 館
そ の 他

合 計
（ ａ ）

 符　　　号

４
　
　
　
学
　
　
　
　
　
　
　
　
校
　
　
　
　
　
　
　
　
経
　
　
　
　
　
　
　
　
費

Ａ
　
　
　
消
　
　
　
　
　
費
　
　
　
　
　
的
　
　
　
　
　
支
　
　
　
　
　
出

ａ
　
人
　
　
件
　
　
費

１
教
員
給
与

２
 

職
 

員
 

給
 

与

ｂ
教
育
研
究
費

消 耗 品 費

光 熱 水 費

旅 費

そ の 他 の 教 育 研 究 費

ｃ
 

管
 

理
 

費

消 耗 品 費

光 熱 水 費

旅 費

修 繕 費

そ の 他 の 管 理 費

ｄ
補
助
活
動
事
業
費

学 生 寄 宿 舎 費

課 外 活 動 費

保 健 管 理 費

そ の 他 の 補 助 活 動 事 業 費

ｅ
所
定
支
払
金

共 済 組 合 負 担 金

退 職 死 傷 手 当

そ の 他 の 所 定 支 払 金

そ の 他 の 消 費 的 支 出

そ の 他 の 設 備 ･ 備 品 費

図 書 購 入 費

積 立 金 へ の 支 出

合　　　　　計

Ｂ
 

資
本
的
支
出

土 地 費

建 築 費

備
品
費

c
設
備
・

教育･研究用設備･備品費

項 目 名

(注)「合計(a)」は「学校経費調査票A」の「大学(a)」と一致する。

□都・□道・□府・□県・

□市町村・□公立大学法人

秘 国 ・ 公 立 大 学



r s t

ｄ ｅ f g

併設先併設先

雇

用

契

約

期

間

が

一

年

以

上

、

か

つ

フ

ル

タ

イ

ム

勤

務

相

当

の

者

左

記

Ｅ

有

期

雇

用

労

働

者

の

う

ち

 うち就職している者

Ｂの

うち

Ｃの

うち

Ｄの

うち

o＋p＋q＋r
＋s＋t＋u

3
4

q

h＋i＋j＋k
＋l＋m＋n

l m

計

左記｢高等学校（本科）｣のうち併設先

９　｢８｣の卒業者総数のうち特別支援
学級卒業者の状況（再掲）

Ａ進学者

連携先連携先

2

施設一体型
施設隣接型
施設分離型
その他

小中一貫教育を行う学校の
み

取扱者

氏　名

定時制のうち

は連携先の高等学校への入学志願者（再掲）

都道府
県番号

調査票の分類
左の分類に含む大分類

（「日本標準産業分類」による）

併設先

後期課程(本科)

中 等 教 育 学 校

定時制のうち
計

10

左記｢高等学校（本科）｣のうち併設先また

全日制のうち

高
等
専
門
学
校

高等学校（本科）

17 0 男

2

1

４　｢計」欄のあるところは，必ず検算をする。

２　数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

１　本校と分校（正規の手続を完了したもの）は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は本校で取りまとめ，校長から提出する。

※

7

7 0

0 3 1 計

第１次
産　業

就職先の産業別就職者数 （再掲）

1

連携先

〒　　　 　　　(市区郡)　　　  　　(町村)　　　　(番地)

報

告

者中高一貫教育を
行う学校のみ

分　校

該当する項の番号
を記入する。

1
2

2

併設先

または連携先の高等学校へ進学した者

全日制のうち

Ｂ

 左記以外
 のもの

学校調査番号

第１次産業

中卒

｢11｣の産業分類表

卒 業 後 の 状 況 調 査 票 （ 中 学 校 ）

連 携 型

0

該当する項
の番号を記
入する。6 1

3

※

1
0

0

Ａ

男

該当する項の
番号を記入す
る。

定時制全 日 制

7 0

文　部　科　学　省

7 0 1

３　符号a～oは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。

計3 0

0 2 0

※

7

平成31年度　学　校　基　本　調　査

電話　　(　　　　　　〈　　　　〉　　　　　　)

２

(フリガナ)

学校名

統計法に基づく基幹統計調査

１

学校の

所在地

ｃ

8

中　学　校

分　校

―平成31年5月1日現在―

本　校

該当する項の
番号を記入す
る。

併 設 型

３ 学 校 種 別 ４

１ 中 学 校 1

（ 様 式 第 23 号 ）

所在地
の市町
村番号

1

秘

公　立

本校分校別

2

６ 中高一貫教育
　 の実施形態

校　長

氏　名

７ 小中一貫教育
 　の施設形態

私　立

国　立

設置者別 ５

（再　　　掲）

2

1

状 況 別 卒 業 者 数 （ 平 成 31 年 3 月 卒 業 者 ）

Ｇ

高等学校等進学者

女

県

外

第２次
産　業

第３次
産　業

11

県

内

県

内

j k n

u

Ｃ Ｄ
専

修

学

校

（

高

等

課

程

）

進

学

者

専

修

学

校

（

一

般

課

程

）

等

入

学

者

左

記

Ａ

の

う

ち

他

県

へ

の

進

学

者

Ｅ

特
別
支
援
学
校
高
等
部

の
本
科
及
び
別
科

Ｆ＋Ｇ

計

公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

就
職
者
等
（

左
記
Ａ
、

Ｂ
、

Ｃ
、

Ｄ

を

除

く
。

）

左

記

以

外

の

者

、

不

詳

・

死

亡

の

者

女

定時制全 日 制

男
　
　
女
　
　
別

｢８ ｣の卒業者総数のうち高等学校（本科）等 への 入学 志願 者数（ 再 掲）

特
別
支
援
学
校

連携先

高
等
部

(

本
科

)

第２次産業

第３次産業

県

内

県

外

県

内

県

外

県

内

県

外

計

左記以外
の も の

｢電気・ガス・熱供給・水道
業｣,｢情報通信業｣，｢運輸業,
郵便業｣,｢卸売業,小売業｣,｢金
融業,保険業｣,｢不動産業,物品
賃貸業｣,「学術研究,専門・技
術サービス業」,｢宿泊業,飲食
サービス業｣,｢生活関連サービ
ス業,娯楽業｣,｢教育，学習支
援業｣,「医療，福祉」,｢複合
サービス事業｣,｢サービス業
（他に分類されないもの）｣,｢
公務（他に分類されるものを
除く)｣

｢農業,林業｣,｢漁業｣
｢鉱業,採石業,砂利採取業｣,｢
建設業｣,｢製造業｣

｢分類不能の産業｣及び｢就職先
の産業別が不明の者｣

県

外

a＋b＋c＋d
＋e＋f＋g

Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ
左

記

以

外

の

者全日制

後 期 課 程 ( 本
科 )

（

別
　
科
）

別科

専門学校(一般
課程)等入学者

公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

計

卒業者
総　数

不

詳

・

死

亡

の

者

各

種

学

校

常用労働者自

営

業

主

等

臨

時

労

働

者

労

働

者

無

期

雇

用

一

か

月

以

上

の

者

）

（

雇

用

契

約

期

間

が

有

期

雇

用

労

働

者

 左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの

Ａの

うち

中等教育学校
高

等

学

校

中
等
教
育
学
校

後

期

課

程

(

別

科

)

Ｅ 就職者等
（左記Ａ～Ｄを除く。）

専

修

学

校

（

高

等

課

程

）

進

学

者

男
　
　
　
女
　
　
　
別 定時制全 日 制 定時制 通信制

高等学校（本科）

高

等

専

門

学

　
　
校

専

修

学

校

（

一
般
課
程
）

本科

特別支援
学　　校
高 等 部

ａ

h

o

b

i

p

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

及
び
別
科
・
高
等
専
門
学
校

育
学
校
後
期
課
程
の
本
科

高
等
学
校
及
び
中
等
教



学科名

１

Ｄ

７　学　科　別

２

中高一貫教育を行
う学校のみ

６ 中高一貫教育
 の実施形態

２

状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（平成31年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信課程の修了者は除く｡）

●

(

本
科

)

大

学

Ｇ

不

詳

・

死

亡

の

者

高

等

学

校

Ａ 大 学 等 進 学 者 Ｂ

国　立

３ 学 校 種 別

１ 併 設 型

　１　全　日　制
　２　定　時　制

該当する項
の番号を記
入する。

分　校

男

女

別

公　立

４ 設置者別

私　立

該当する項
の番号を記
入する。

(

一

般

課

程

)

等

各

種

学

校

専

修

学

校

(

専
門
課
程

)

進

学

者

(

専

攻

科

)

特

別

支

援

学

校

高卒１

高　等　学　校

分　校

（４－１）

(再　掲)

以前卒業者

(

学
部

)

(

本
科

)

平成29年3月

短

期

大

学

大

学

10

学科番号

に

就

い

た

者

一

時

的

な

仕

事

計

卒業者
総　数

高
等
部

(

専
攻
科

)

正
規
の
職
員
等
で
な
い
者

〒　　　(市区郡)　　　　(町村)　　　(番地)

秘
（ 様 式 第 24 号 ）

１ 本　校

左

記

以

外

の

者

平成 31年度　 学　校　基　本　調　査

卒業後の状況調査票（高等学校　全日制・定時制）
―平成31年5月1日現在― 3

※
1

6 0 1

該当する項
の番号を記
入する。

0

１ 高 等 学 校

校　長

氏　名

統計法に基づく基幹統計調査

下記の該当する学科を○で囲み
｢９｣及び｢12｣～｢14｣の｢学科名｣
欄に記入する。

普通　農業　工業　商業　水産
家庭　看護　情報　福祉
その他（　　　）　総合学科

５

学校調査番号
都道府
県番号

設置する学科の課程別を○で囲み，下記の
該当番号を｢９｣及び｢12｣～｢14｣の｢課程別｣
欄に記入する。

８　課　程　別

連 携 型

９

正

規

の

職

員

・

大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

)

上記｢７｣で○で
囲んだ学科名又
は記入した学科
名を記入する。

大

学

(

学

部

)

の

通

信

教

育

部

短

期

大

学

（

本

科

）

課

程

別

所在地
の市町
村番号

３

（再掲）

１
学校の
所在地

報
　
告
　
者

電話　(　　　〈　　〉　　　　　)

本校分校別

２

大

学

・

短

期

大

学

取扱者

氏　名

及

び

放

送

大

学

Ｃ 専修学校(一般

専

修

学

校

開
発
施
設
等
入
学
者

課程)等入学者 公

共

職

業

能

力

(

学
部

)

大

学

(

本
科

)

短

期

大

学

平成30年3月

卒 業 者

短

期

大

学

(

学
部

)

｢９｣卒業者総数の
うち大学(学部),
短期大学(本科)へ
の入学志願者数

平成30年3月以前卒業者のうち
本年度大学(学部),短期大学
（本科)への入学志願者数

２
（フリガナ)

学校名

 左記Ａ，Ｂ，
Ｃ，Ｄのうち就
職している者
正
規
の
職
員

等
で
な
い
者

正
規
の
職
員

Ｅ 就職者

（左記A,B,C,Dを除く。）

自

営

業

主

等

従
　
　
業
　
　
員

Ｆ Ｈ

)

学者等

) )

学学

)

学

)

学学

)

員
等

者員

ｂ

普　通

科
7 0

7 0 2 0 1 0

男

男

女

女

男

男

ｆ

1 0 1 0

科
7 0

7 0

3

女

0

4 0

0

6 0

5
科

7 0

7 0
科

7 0

7 0 女

7 0

8 0

男

9

9

9 0
科

7 0

7 1

1 0

0 0
科

7 1

7 1 2 0

0 9

0 9

9 計

9 女

男

男

7 2 3

7 2 2

文　部　科　学　省

0 9計

7 2 1

３

9

４

女

9

女

数字は，　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

「12」欄の「県内」の男女ごとの数は,｢14」欄の当該学校の所在県の男女ごとの数にそれぞれ一致する。

符号のａ～ｈは,(４－２）票の「12」欄,(４－３）票の「13」欄,(４－４）票の「14」欄の同符号と必ず一致する。２行目以下も同様である。

上記「７」欄で○で囲んだ学科又は記入した学科名が「９」及び「12」～「14」の「学科名」欄に正しく記入されているか再確認する。５

本校と分校（正規の手続を完了したもの。）ごとに調査票を作成する。分校の調査票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。１

２

ａ

ｅ

ｃ ｄ

ｇ ｈ

又
は
短
時
間
勤
務
の
者

雇
用
契
約
が
一
年
未
満

フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
相
当
の
者

雇
用
契
約
が
一
年
以
上
か
つ

9

9

9
※

統計法に基づ
く国の統計調
査です。調査
票情報の秘密
の保護に万全
を期します。

11

0

0



Ｃ
鉱業，採石業，
砂利採取業

都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（高等学校　全日制・定時制）（４－２）

平成31年度　 学　校　基　本　調　査

Ｇ　情報通信業 Ｈ
　運輸業，

郵便業
Ｉ

　卸売業，
小売業

Ｊ
　金融業，

保険業
Ｋ

不動産業，
物品賃貸業

高卒２
秘 3―平成31年５月１日現在―

統計法に基づく基幹統計調査

学 校 名

高　等　学　校

分　校

報

告

者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

12 就 職 先 の 産 業 別 就 職 者 数

Ａ
農　業，

Ｂ　漁　業 Ｄ　建設業 Ｅ　製造業 Ｆ
電気・ガス・
熱供給・水道業

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

上記｢７｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

林　業

県内 県外 県内 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県外

普　　通
科

8 0 1 1 男1 0

8 0 2 1 女1 0

県内 県外

科
8 0 3 1 男

8 0 4 1 女

科
8 0 5 1 男

8 0 6 1 女

科
8 0 7 1 男

8 0 8 1 女

科
8 0 9 1 男

8 1 0 1 女

科
8 1 1 1 男

8 1 2 1 女

12 就 職 先 の 産 業 別 就 職 者 数 （つづき）

Ｌ
　学術研究，
　専門・技術
　サービス業

Ｍ
　宿泊業，
　飲食サー
　ビス業

Ｎ
生活関連
サービス
業，娯楽業

Ｏ
教育，学
習支援業

Ｐ
　医　療，
　福　祉

Ｑ
複合サー
ビス事業

Ｒ
サービス業
（他に分類さ
れないもの）

Ｓ
公務（他に
分類される
ものを除く）

Ｔ 計
左記以外
の も の

学科番号

課

程

別

男

女

別

上記｢７｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。
県内 県外 県内 県外 県外県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内

学 科 名

県内 県外 計

普　　通
科

8 0 1 2 男
a+b+c+d

1 0

8 0 2 2 女
e+f+g+h

1 0
科

8 0 3 2 男

8 0 4 2 女

科
8 0 5 2 男

8 0 6 2 女

科
8 0 7 2 男

8 0 8 2 女

科
8 0 9 2 男

女8 1 0 2

文　部　科　学　省

女

１　産業別就職者数の分類は，「日本標準産業分類」による。

科
8 1 1 2 男

8 1 2 2

0

0

0

0

0

0



平成31年度　 学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（高等学校　全日制・定時制）(４－３) 高卒３
秘 3―平成31年５月１日現在―

統計法に基づく基幹統計調査

学 校 名

高　等　学　校

分　校

報

告

者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

13 職 業 別 就 職 者 数

B Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ農林漁業従事者

事

務

従

事

者

販

売

従

事

者

H 生産工程従事者 I J
サ

ー

ビ

ス

職

業

従

事

者

保

安

職

業

従

事

者

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

専

門

的

･

技

術

的

職

業

従

事

者

上記｢７｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

1 農

林

業

従

事

者

2 漁

業

従

事

者

1 2

製

造

･

加

工

従

事

者

機

械

組

立

従

事

者

3 4 5 輸

送

・

機

械

運

転

従

事

者

建

設

・

採

掘

整

備

修

理

従

事

者

検

査

従

事

者

そ

の

他

従

事

者

運

搬

・

清

掃

等

従

事

者

左

記

以

外

の

も

の

職

業

安

定

所

又

は

学

校

を

通

じ

て

就

職

し

た

者

計

計のうち（再掲）K L
自

家

･

自

営

業

に

就

い

た

者

普　　通
科

8 0 1

8 0 2

0 男
ａ+ｂ+ｃ+ｄ

1 0

0 女
e+ｆ+ｇ+ｈ

1 0
科

8 0 3 0 男

8 0 4 0 女

科
8 0 5 0 男

8 0 6 0 女

科
8 0 7 0 男

8 0 8 0 女

科
8 0 9 0 男

8 1 0 0 女

科
8 1 1 0 男

8 1 2 0 女

14 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

北

海

道

青

森

岩

手

宮

城

秋

田

山

形

福

島

茨

城

栃

木

群

馬

埼

玉

千

葉

東

京

神

奈

川

新

潟

富

山

上記｢７｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

普　　通
科

9 0 1 0 男1 0

9 0 2 0 女1 0
科

9 0 3 0 男

9 0 4 0 女

科
9 0 5 0 男

9 0 6 0 女

科
9 0 7 0 男

9 0 8 0 女

科
9 0 9 0 男

9 1 0 0 女

男

１　職業別就職者数の分類は，「日本標準職業分類」による。

文　部　科　学　省

9 1 2 0 女

科
9 1 1 0

0

0

0

0



平成31年度　 学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（高等学校 全日制・定時制）（４－４） 高卒４
秘 3―平成31年５月１日現在―

統計法に基づく基幹統計調査

学 校 名

高　等　学　校

分　校

報

告

者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

14 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数 （つづき）

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

石

川

福

井

山

梨

長

野

岐

阜

静

岡

愛

知

三

重

滋

賀

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

和

歌

山

鳥

取

島

根

上記｢７｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

普　　通
科

9 0 1 1 男1 0

9 0 2 1 女1 0
科

9 0 3 1 男

9 0 4 1 女

科
9 0 5 1 男

9 0 6 1 女

科
9 0 7 1 男

9 0 8 1 女

科
9 0 9 1 男

9 1 0 1 女

科
9 1 1 1 男

9 1 2 1 女

14 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数 ( つ づ き )

計

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

岡

山

広

島

山

口

徳

島

香

川

愛

媛

高

知

福

岡

佐

賀

長

崎

熊

本

大

分

宮

崎

鹿

児

島

沖

縄

そ

の

他

上記｢７｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

普　　通
科

9 0 1 2 男 ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ
1 0

9 0 2 2 女 e＋ｆ＋ｇ＋ｈ
1 0

科
9 0 3 2 男

9 0 4 2 女

科
9 0 5 2 男

9 0 6 2 女

科
9 0 7 2 男

9 0 8 2 女

科
9 0 9 2 男

9 1 0 2 女

文　部　科　学　省

9 1 2 2 女

科
9 1 1 2 男

0

0

0

0



文　部　科　学　省

１ 本校と分校(正規の手続を完了したもの)は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は本校で取りまとめ， 左記以外
の も の

｢分類不能の産業｣及び
｢就職先の産業別が不明の者｣　 校長から提出する。

２ 数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

３ 符号ａ～ｏは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。

※ ｋ＋ｌ＋ｍ
＋ｎ＋ｏ

6 0 4 1 計

0 3 1 女

2 1 男

定時制

県

内

県

外

県

内

県

外

第３次産業 ｢電気・ガス・熱供給・水道業｣,｢情
報通信業｣，｢運輸業，郵便業｣,｢卸
売業，小売業｣,｢金融業，保険業｣,
｢不動産業，物品賃貸業｣,「学術研
究，専門・技術サービス業」，｢宿
泊業，飲食サービス業｣,｢生活関連
サービス業，娯楽業｣,｢教育，学習
支援業｣,「医療，福祉」，｢複合
サービス事業｣,｢サービス業(他に分
類されないもの)｣,｢公務(他に分類
されるものを除く)｣

a＋ｂ＋ｃ
＋ｄ＋ｅ

6 0

県

外

県

内

県

外

県

内

県

外

計

男
　
　
女
　
　
別

ｆ＋ｇ＋ｈ
＋ｉ＋ｊ

6

｢９｣の産業分類表

調査票の分類
左の分類に含む大分類

（「日本標準産業分類」による）

高等学校（本科）
高
等
専
門
学
校

特

別

支

援

学

校

高

等

部

(

本

科

)

計

左記以外
の も の

計

８ ９ 就職先の産業別就職者数 （再掲）
｢６｣の修了者総数のうち高等学校

（本科）等への入学志願者数（再掲）

第１次
産　業

第２次
産　業

第３次
産　業

県

内

第１次産業 ｢農業,林業｣,｢漁業｣

第２次産業 ｢鉱業，採石業，砂利採取業｣,｢建設
業｣,｢製造業｣

全日制

6 0 4 0 計

※ ｍ ｎ

ｊ

6 0 3 0 女

ｏｋ ｌ

ｄ ｅ

6 0 2 0 男

ｈ ｉｆ ｇ

高

等

学

校
ａ ｂ ｃ

専

修

学

校

（

一

般

課

程

）

各

種

学

校

高等学校（本科）
中等教育学校 特別支援

学　　校
高 等 部後 期 課 程 ( 本 科 )

全日制 定時制 通信制

（

別
　
科
）

中
等
教
育
学
校

後

期

課

程

(

別

科

)

高

等

専

門

学

　
　
校

全日制 定時制 本科 別科

発

施

設

等

入

学

者

不

詳

・

死

亡

の

者

左

記

Ａ

の

う

ち

他

県

へ

の

進

学

者

特
別
支
援
学
校
高
等
部

の
本
科
及
び
別
科

 左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの

 うち就職している者

Ａの

うち

Ｂの

うち

専

修

学

校

（

一

般

Ｂ

　
Ｃ

　
Ｄ

を

除

く

。

）

男
　
　
女
　
　
別

Ａ 高等学校等進学者

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｄ Ｅ

専

修

学

校

（

高

等

課

程

）

進

学

者

専修学校(一般
課程)等入学者

公

共

職

業

能

力

開

発

施

設

等

入

学

者

Ｆ Ｇ

計

修了者
総　数

（再　　掲） Ａ進学者 Ｂ
Ｂ

　
Ｃ

　
Ｄ

を

除

く

。

）

左

記

以

外

の

者

不

詳

・

死

亡

の

者

専

修

学

校

（

高

等

２ 公　立
２ 分　校

該当する項の番
号を記入する。6 1 1 0 1

３ 私　立

※
該当する項の番
号を記入する。

（ 様 式 第 25 号 ）

所在地の
市町村番
号

３ 区 分 別 ４ 設置者別 ５ 本校分校別 報

告

者

統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査

１

学校の
所在地

〒　　　  (市区郡)  　　　(町村)　　　　(番地)　

２

(フリガナ)

学校名

中　等　教　育　学　校

分　校
電話　(　　　　　〈　　　　〉　　　　　　)

秘 ―平成31年5月1日現在―

校　長

氏　名
１ 前 期 課 程 １ 国　立 １ 本　校

中等卒１
7

平成31年度　学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（中等教育学校 前期課程・後期課程（全日制・定時制)）（５－１）

就

職

者

（

左

記

Ａ

左

記

以

外

の

者

就

職

者

（

左

記

Ａ

取扱者

氏　名

6 状　況　別　修　了　者　数　（平成31年3月修了者） 7

Ｆ＋Ｇ

計

課

程

）

進

学

者

Ｃの

うち

Ｄの

うち

Ｃ
課

程

）

等

入

学

者

公

共

職

業

能

力

開

高
等
学
校
及
び
中
等
教

学級修了者の状況（再掲）

「都道府県番号｣,｢設置者別」及び「本校分校別」の記入については,
「学校基本調査の手引」を参照して，また，調査事項｢６｣以下に
ついては，次の説明により正確に記入してください。

６ 状況別修了者数（平成31年3月修了者）
「状況別修了者数」の各欄は，次の区分により記入する。
「Ａ 高等学校等進学者」には，高等学校の本科（全日制，定時制

及び通信制）及び別科，中等教育学校後期課程の本科及び別科，高等
専門学校，特別支援学校高等部の本科及び別科へ進学
（進級）した者及び進学（進級）しかつ就職した者を記入する。

＊ なお，中等教育学校後期課程の「別科」及び特別支援学校高等部の
「別科」は平成30年5月1日現在設置されていないので十分注意するこ
と。

「Ｂ 専修学校（高等課程）進学者」には，専修学校の高等課程
（中学校卒業程度を入学資格とする課程）へ進学した者及び進学しか
つ就職した者を記入する。ただし，「Ａ高等学校等進学者」の欄に記
入した者は，この欄には記入しない。
「Ｃ 専修学校（一般課程）等入学者」には，専修学校の一般課程

又は各種学校（予備校等）に入学した者及び入学しかつ就職した者を
記入する。
「Ｄ 公共職業能力開発施設等入学者」には，公共職業能力開発施

設等に入学した者及び入学しかつ就職した者を記入する。
「Ｅ 就職者」には，上記Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤ以外で就職した者の数

を記入する。「就職」とは給料，賃金，利潤，報酬その他経常的収入
を得る仕事に就くことをいう。自家・自営業に就いた者は含めるが，
家事手伝い，臨時的な仕事に就いた者は就職者とはしない。
（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う。この場合の
「９」欄の産業別は「左記以外のもの」とし，県内・県外別は「県
外」として扱う。）
「Ｆ 左記以外の者」には，①家事手伝いをしている者，②外国の

高等学校等に入学した者，③上記Ａ～Ｅに該当しない者で進路が未定
であることが明らかな者の合計数を記入する。
「Ｇ 不詳・死亡の者」には，修了者のうち，上記各欄のいずれに

該当するか不明の者，本年５月１日までに死亡した者の数を記入す
る。
＊ 修了者が上記各区分に重複して該当する場合は，便宜，Ａ→Ｂ→
Ｃ→Ｄ→Ｅの順に記入することとし，重複記入はしないこと。ま
た，記入にあたっては， 以下の点に留意する。

① 平成31年５月１日現在の状況を記入する。従って，進学（進級),
入学した者が５月１日までに退学した場合，就職した者が５月１日
までに退職した場合は進学（進級）者，入学者，就職者として扱わ
ない。なお，卒業時から平成31年5月1日までの状況の変更について
把握できない場合は，卒業時の状況を記入する。

② 上記Ａに該当する者で，他県への進学者は必ず（再掲）「左記Ａ
のうち他県への進学者」に記入する。なお，他県の中等教育学校後
期課程へ編入学した者も含めて記入する。

③ 上記Ａ，Ｂ，Ｃ及びＤに該当する者で，就職している者は必ず
（再掲)｢左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄのうち就職している者」に記入する。

７ ｢６｣の修了者総数のうち特別支援学級修了者の状況(再掲)
学校教育法81条2項に規定する学級(特別支援学級)修了者の状況

を｢６｣の再掲で記入する。
８ ｢６｣の修了者総数のうち高等学校(本科)等への入学志願者数(再掲)
「６」に計上した修了者のうち，高等学校の本科（通信制及び別科は
除く。就職して願書を提出した者を含む｡)，高等専門学校又は特別支
援学校高等部の本科（別科は除く｡)へ願書を提出した者の実数を記入
する。同一人が２校（又は２課程）以上に願書を提出した場合も，１
名として記入する。例えば，同一人が２校（又は２課程）に入学志願
して，そのうち幾つかの学校（又は課程）に合格した場合は，実際に
進学した方に記入し，いずれの学校（又は課程）にも不合格の場合
は，第一志望の方に記入する。

９ 就職先の産業別就職者数（再掲）
「６」の「Ｅ 就職者」及び「(再掲)左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄのうち就職
している者」を，就職先の事業所の所在地により県内と県外に分け，
また事業所の産業別（左の「産業分類表」参照）に分けて記入する。

調査票の作成要領

記入後の確認事項

⑴ 「都道府県番号｣,及び「４｣,｢５」の各欄は，正しい番号が記入さ
れているか。

⑵ 「各々の入学志願者数」は,｢各々の高等学校等進学者数」より大
きいか又は等しくなっているか。

⑶ 調査票の欄外にある注のとおり記入されているか。

「６」の修了者総数のうち特別支援

育
学
校
後
期
課
程
の
本
科

及
び
学
科
・
高
等
専
門
学
校

４ ｢計｣欄のあるところは，必ず検算をする。

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。

，

，

，

，

，

，

，



９
10

２
（フリガナ)

学校名

正

規

の

職

員

・

従
　
　
業
　
　
員
　

自

営

業

主

等

不

詳

・

死

亡

の

者

に

就

い

た

者

一

時

的

な

仕

事

左

記

以

外

の

者

進

学

者

(再　掲)

左記Ａ，Ｂ，Ｃ，
Ｄのうち就職して

いる者

正
規
の
職
員

等
で
な
い
者

正
規
の
職
員

取扱者

氏　名

中　等　教　育　学　校

分　校

報
　
告
　
者

校　長

氏　名

６　学　科　別

計

卒業者
総　数

７　課　程　別

高

等

部

(

専

攻

科

)

(

専
門
課
程

)

「８」の卒業者総
数のうち大学(学
部)，短期大学
（本科）への入学
志願者数（再掲）正

規
の
職
員
等
で
な
い
者

Ｆ

平成31年度　 学　校　基　本　調　査

卒業後の状況調査票（中等教育学校 前期課程・後期課程（全日制・定時制)）（５－２）

〒　　　(市区郡)　　　　(町村)　　　(番地)

中等卒２

―平成31年５月１日現在― 7

6

２ 後 期 課 程

秘

本　校１

公　立

本校分校別５

電話　(　　　〈　　〉　　　　　)

統計法に基づく基幹統計調査

設置者別
所在地
の市町
村番号

１
学校の
所在地

0 1

国　立

３ 区 分 別

Ｄ

公

共

職

業

能

力

開

発

施

設

等

入

学

者

Ｃ専修学校(一般

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

各

種

学

校

課程)等入学者

Ｂ

専

修

学

校

大

学

・

短

期

大

学

男

女

別

大

学

・

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

及

び

放

送

大

学

高

等

学

校

課

程

別

短

期

大

学

上記｢６｣で○で
囲んだ学科名又
は記入した学科
名を記入する。

※

0
2

該当する項
の番号を記
入する。

学科名

学科番号

大

学

(

学

部

)

８ 状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（平成31年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

特

別

支

援

学

校

Ｇ Ｈ

(

専

攻

科

)

(

別

科

)

卒 業 者

(

本
科

)

４

分　校

１

私　立

２

３

２

都道府
県番号

学校調査番号

設置する学科の課程別を○で囲み，下
記の該当番号を｢８｣及び｢11｣～｢13｣の
「課程別」欄に記入する。

１　全　日　制
２　定　時　制

●下記の該当する学科を○で
囲み｢８｣及び｢11｣～｢13｣の
｢学科名｣欄に記入する。

(

本
科

)

大

学

短

期

大

学

(

学
部

)

(

学
部

)

以前卒業者

(

学
部

)

（

本

科

）

該当する項
の番号を記
入する。

普通　農業　工業　商業
水産　家庭　看護　情報
福祉　その他（　　　）
総合学科

Ａ 大 学 等 進 学 者
Ｅ 就職者

（左記A,B,C,Dを除く。）

平成30年3月以前卒業者のう
ち本年度大学(学部),短期大
学（本科)への入学志願者数

平成30年3月 平成29年3月

大

学

短

期

大

学

短

期

大

学

大

学

(

本
科

)

　 者 員
等

者員等

))

学 学

) ) )

学 学 学学

)

ｈｇ

ｃ ｄａ

文　部　科　学　省

9 9 計

計 7

9 男

9

9

0

9 9 女

女

7 2 3

7 2

2 2 0

2 0

1 0 9 9

男

男科
7 1

7 1

1 0

9 0

0

男

科
7 0

7 1 女

7 0

8 0

0

男

科
7 0

7 0 女

5 0

6 0

男

科
7 0

7 0 女

0 女

3 0

4 0

科
7 0

7

ｂ
0

普　通

科

7 0

本校と分校（正規の手続を完了したもの。）ごとに調査票を作成する。分校の調査票は，本校で取りまとめ，校長から提出する。
数字は，　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。
「11」欄の「県内」の男女ごとの数は，「13」欄の当該学校の所在県の男女ごとの数にそれぞれ一致する。
符号のa～hは，（５－３）票の「11」欄，（５－４）票の「12」欄，（５－５）票の「13」欄の同符号と必ず一致する。２行目以下も同様である。
上記「6」欄で○で囲んだ学科又は記入した学科名が「８」及び「11」～「13」の「学科名」欄に正しく記入されているか再確認する。

１
２
３
４
５

女

1

2 0

0 1

0 1

7 0 男

ｅ ｆ

フ
ル
タ
イ
ム
勤
務
相
当
の
者

雇
用
契
約
が
一
年
以
上
か
つ

0

0

9

9

9
※

0

0

9

9

9
※

又
は
短
時
間
勤
務
の
者

雇
用
契
約
が
一
年
未
満



１　分類は、「日本標準職業分類」による。

金融業，

１　産業別就職者数の分類は，「日本標準産業分類」による。

文　部　科　学　省

8 1 2 2 女

科
8 1 1 2 男

8 1 0 2 女

科
8 0 9 2 男

8 0 8 2 女

科
8 0 7 2 男

8 0 6 2 女

2 2

男

男

8 0 4 2 女

科
8 0 3 2

科
8 0 5 2

計

普　　通
科

8 0 1 2 男
a+b+c+d

県内 県外 県内 県外 県 内 県 外県内

女
e+f+g+h

1 0 08 0

Ｓ Ｔ

県外 県内 県外 県内 県外

1 0 0

県内 県外 県内 県外 県内 県外

宿 泊 業 ，
飲食サービス業

生活関連サービ
ス 業 ， 娯 楽 業

サービス業(他に
分類されないもの)支援業 事業

計
学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

学 術 研 究 ，
専 門 ・ 技 術
サ ー ビ ス 業

11 就 職 先 の 産 業 別 就 職 者 数 （つづき）

Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ　医療，福祉 Ｑ Ｒ
教育,学習 複合サービス 公務（他に分類さ

れるものを除く）

左記以外の

上記｢６｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

もの

県内 県外

8 1 2 1 女

科
8 1 1 1 男

8 1 0 1 女

科
8 0 9 1 男

8 0 8 1 女

科
8 0 7 1 男

8 0 6 1 女

女

科
8 0 5 1 男

8 0 4 1

女1 0 0
科

8 0 3 1 男

0 0

8 0 2 1

県外

普　　通
科

8 0 1 1 男1

県外 県内 県外 県内 県外 県内県外 県内

物品賃貸業

県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内 県外 県内

運 輸 業 ， 卸売業， 不動産業，

上記｢６｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

砂 利 採 取 業 熱供給・水道業 郵 便 業 小 売 業 保 険 業
Ｇ　情報通信業 Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

鉱業,採石業,

県外 県内 県外 県内

11 就 職 先 の 産 業 別 就 職 者 数

Ａ　農業，林業 Ｂ　漁　業 Ｃ Ｄ　建設業 Ｅ　製造業 Ｆ
電気・ガス・

統計法に基づく基幹統計調査

学　校　名

中　等　教　育　学　校

分　校

報

告

者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

中等卒３
秘 7―平成31年５月１日現在―

平成31年度　 学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（中等教育学校 前期課程・後期課程（全日制・定時制））（５－３）



１　職業別就職者数の分類は，「日本標準職業分類」による。

文　部　科　学　省

9 1 2 0 女

科
9 1 1 0 男

女

男

9 1 0 0

科
9 0 9 0

9 0 8 0

科
9 0 7

科

女

0 男

男

9 0 6 0

9 0 5 0

女

女1 0

9 0 4 0 女

科
9 0 3

男1 0

9 0 2 0

普　　通
科

9 0 1 0

0 男

千

葉

東

京

神

奈

川

新

潟

富

山

上記｢６｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

山

形

福

島

茨

城

栃

木

群

馬

埼

玉

就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

北

海

道

青

森

岩

手

宮

城

秋

田

女

13

男

8 1 2 0

科
8 1 1 0

女

8 1 0 0 女

科
8 0 9

男

8 0 8 0

科
8 0 7 0

0 男

女

8 0 6 0 女

科
8 0 5

男

8 0 4 0

科
8 0 3 0

0 男

女
e+ｆ+ｇ+ｈ

1 0

男
ａ+ｂ+ｃ+ｄ

1 0
普　　通

科
8 0 1 0

8 0 2 0

は

学

校

を

通

じ

て

就

職

し

た

者

自

家

･

自

営

業

に

就

い

た

者

3 4 5 輸

送

・

機

械

運

転

従

事

者

建

設

・

採

掘

整

備

修

理

従

事

者

検

査

従

事

者

そ

の

他

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

専

門

的

･

技

術

的

職

業

従

事

者

上記｢６｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

1 農

林

業

従

事

者

K L

計

計のうち（再掲）
従

事

者

運

搬

・

清

掃

等

従

事

者

左

記

以

外

事

務

従

事

者

販

売

従

事

者

サ

ー

ビ

ス

職

業

従

事

者

保

安

職

業

従

事

者

2 漁

業

従

事

者

1 2

製

造

･

加

工

従

事

者

機

械

組

立

従

事

者

の

も

の

職

業

安

定

所

又

12 職 業 別 就 職 者 数

B Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ農林漁業従事者 H 生産工程従事者 I J

統計法に基づく基幹統計調査

学　校　名

中　等　教　育　学　校

分　校

報

告

者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

中等卒４
秘 7―平成31年５月１日現在―

平成31年度　 学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（中等教育学校　前期課程・後期課程　(全日制・定時制)) （５－４）

0

0

0

0

0

0



13 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数 （つづき）

文　部　科　学　省

女

科 男9 1 1 2

9 1 2 2

女

男科
9 0 9 2

9 1 0 2

女

男科
9 0 7 2

9 0 8 2

女

男科
9 0 5 2

9 0 6 2

女

男科
9 0 3 2

9 0 4 2

女 e+f+g+h
1 0

男 a+b+c+d
1 0

9 0 2 2

沖

縄

そ

の

他

上記｢６｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

普　　通
科

9 0 1 2

佐

賀

長

崎

熊

本

大

分

宮

崎

鹿

児

島

山

口

徳

島

香

川

愛

媛

高

知

福

岡

計

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

岡

山

広

島

女

9 1 2 1 女

科
9 1 1

男

9 1 0 1

科
9 0 9 1

1 男

9 0 8 1 女

5 1

1 男

女

女

科
9 0 7

男

9 0 6 1

科
9 0

男

女1 0
科

9 0 3

1 0

9 0 2 1

1

9 0 4 1

島

根

上記｢６｣で○で囲ん
だ学科名又は記入し

た学科名を記入する。

普　　通
科

9 0 1 1 男

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

和

歌

山

鳥

取

長

野

岐

阜

静

岡

愛

知

三

重

滋

賀

13 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数 （つづき）

学 科 名

学科番号

課

程

別

男

女

別

石

川

福

井

山

梨

統計法に基づく基幹統計調査

学 校 名

中　等　教　育　学　校

分　校

報

告

者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

中等卒５秘 7―平成31年５月１日現在―

平成31年度　 学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（中等教育学校　前期課程・後期課程（全日制・定時制)） （５－５）

0

0

0

0



Ｄ
の
う
ち

高

等

学

校

Ｂ

特

別

支

援

学

校

高

等

部

（

専

攻

科

）

Ｂ
の
う
ち

1

31

不

詳

・

死

亡

の

者

開
発
施
設
等
入
学
者

６　　状　況　別　卒　業　者　数

※

所在地
の市町
村番号

独立(通信制課程のみ)

全 日 制 と 併 置

定 時 制 と 併 置

全日制･定時制と併置

大
　
学

(

学
部

)

短

期

大

学

８

23

6 0

―平成31年5月1日現在―

22

５４ 本校分校別

高卒･通１卒業後の状況調査票（高等学校 通信制）（３－１）
9

学校調査番号
都道府
県番号

取扱者

氏　名

平成31年度 学 校 基 本 調 査

学

科

番

号

男

女

別

各

種

学

校

進

学

者

課程)等入学者

就

職

者

Ｄ

を

除

く

。

)

Ｃ
専修学校(一般

専

修

学

校

(

一
般
課
程
）

等

大

学

･

短

期

大

学

独 立 ・ 併 置 別

２　分　校

統計法に基づく基幹統計調査

国 立11

１
学校の
所在地

24

町 立

村 立

設置者別３

都道府県立

（ 様 式 第 26 号 ）

１　本　校

秘

Ｄ Ｇ

私 立

　就職している者

Ａ
の
う
ち

該当する項
の番号を記
入する。

該当する項
の番号を記
入する。

該当する項
の番号を記
入する。

校　長

氏　名

１

２

３

４

２
(フリガナ)

学校名

高等学校

分　校

〒 ( 市 区 郡 ) ( 町 村 ) ( 番 地 )

電話　(　　　　〈　　〉　　　　　)

21

市(区)立

組 合 立25

専

修

学

校

短
期
大
学

Ｃ
の
う
ち

　左記Ａ,Ｂ,Ｃ,Ｄのうち

7

短
期
大
学

0

(

左
記
Ａ
　
Ｂ
　
Ｃ

Ｆ

(

専
　
攻
　
科

)

(

本
　
　
科

)

学 科 名

(

専

門

課

程

)

大

学

･

短

期

大

学

の

通

信

教

育

部

及

び
放
送
大
学

(

別
　
　
科

)

(平成30年度間《平成30年4月1日から平成31年3月31日まで》の当校の通信制課程卒業者)

報
　
告
　
者

公

共

職

業

能

力

Ｅ

計

卒業者
総　数

左

記

以

外

の

者

Ａ　大学等進学者

平成29年度間
卒 業 者

平成28年度間
以 前 卒 業 者

(

本
科

)

短
期
大
学

(
本
科

)

(

学
部

)

(再　掲)

大
　
　
学

(

学
部

)

(

本
科

)

大
　
　
学

｢６｣の卒業者総
数のうち大学(学
部),短期大学(本
科)への入学志願
者数
　　  (再　掲)

大
　
　
学

(

学
部

)
ち） ち号 別 ち ち

a b c d e

f h i

m n o

r s tq

lk

0 7

男

p

女0

男9 9 9

7 2

0

0

0

文　部　科　学　省

5

情 報 科
7 1 4

7 1 5

5

福 祉 科
7 1 5

7

計

9 9 女

3 9

0

0

9

9 9

1

7 5 0

0

7 0

0

看 護 科
1

0 女

7

7

2 2

7 1

2

計

7 2

5

8

8

7 5

0

そ の 他

0 男

7 男

0

2

女

女

男

0

3

1

1 6

1 6 0

0 0

4

7

0

0

7

7

7

女

男

女
家 庭 科

7 1 1

7 01 2

0

60 0

05

0

0

0

6

0 男5 0

0

3 2 0

6

0

0

7

0 男0

男

2 女

0

0

4

男

女

女

農 業 科
7 0

水 産 科
0 9

7 1 0

7

工 業 科
0 5

7

47

3 0

0

0
商 業 科

7

7 3

7 0 8

00

0

0

1.　数字は，　　　の中に一字ずつ右側につめて記入する。
2.　符号のa～jは,(３－２)票の「９｣,｢10」欄の同符号の数字と必ず一致する。２行目以下も同様である。
3.　符号のk～tは,(３－３)票の「11」欄の同符号の数字と必ず一致する。

0

0

0 0

男

00

0

0

0

0

0

4

1

0

g j

7 0 1

7 0 2
普 通 科

女

1 0

※

科)への入学志願者数
本年度大学(学部),短期大学(本

平成29年度間以前卒業者のうち

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

，

，

，



学

科

番

号

Ｂ Ｅ Ｆ

卒 業 後 の 状 況 調 査 票 （ 高 等 学 校 通 信 制 ）

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

   ―平成31年５月１日現在―

高等学校

分　校

　宿泊業,
　飲食サー
　ビス業

Ｈ Ｉ

運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

就 職 先 の 産 業 別 就 職 者 数

情　報
通信業

製造業漁業
 農業，
 林業

学術研究，
専門・技術
サービス業

高卒･通２

9
（３－２）

都道府
県番号

学校調査番号
平成31年度 学 校 基 本 調 査

秘

男

女

別

統計法に基づく基幹統計調査

学校名

学 科 名

Ａ

のもの

Ｔ

金融業，
保険業

教育，学
習支援業

公務（他に
分類される
ものを除
く）

Ｍ Ｎ

計

ＯＬＫＣ Ｄ

不動産業，
物品賃貸業

報

告

者

Ｇ

生活関連サー
ビス業，娯楽
業

　医療,
　福祉

電気･ガス･
熱供給･
水道業

ＳＲＪ Ｐ Ｑ

左記以外

９

複合サー
ビス事業

鉱業，採
石業，砂
利採取業

建設業

号 別

I

0

0

0

女

男

女

男

男

女

男

女

男

運

転

従

事

者

輸

送

・

機

械

業

従

事

者

サ

ー

ビ

ス

職

保

安

職

業

Ｆ Ｇ農林漁業従事者

0

男

0

0

福 祉 科
8 1

7 2 0

5

8 1 6 1

7

8 1 1 7 5 08

71 0

情 報 科
8

学 科 名

普 通 科
8 0

8

8
そ の 他

8

0

1

工 業 科
8 0 5

8 0 6

5

看 護 科
8 1 3

8 1 2

水 産 科
8 0 9

家 庭 科
8 1 1

1 8 0

職 業 別 就 職 者 数

生産工程従事者Ｄ

2 0

男

男

女

別

学

科

番

号

1 9

Ｃ Ｅ H
5
そ

の

他

従

事

者

販

売

従

事

者

従

事

者

0

5

女

7

7

0 男

0

27

女

0 0

0

男

5

0 女

0 男

4 0 0

男

農

林

業

従

事

者

検

査

従

事

者

1

0 男

0

0

男0

女

女

女

10

B

女

漁

業

従

事

者

整

備

修

理

4
従

事

者

機

械

組

立

a+b+c+d+e

0

1 6 0

8 1 7 0

8

8 0 1 0

情 報 科

0

2

普 通 科
1 0

農 業 科
8 0 3

2 0

8 1

2 0

9 0 5 0

0

工 業 科
8

8 0 2 0

1

女6

0 3

8 0 4 0

3 00

0 08 0 5

0 0

商 業 科
8 0 7

8 0 8

4 00

家 庭 科
8 1 1

8 1 2

0 男

8 1 0 0 5 0 0

6 0

0 0 男

水 産 科
8 0

3

1 0

0 男

0 女

0 6

0

0 7 0

7 0 0 女

0 0

08

7

0

1 0

看 護 科
8

8

商 業 科
8 0 7

8

4

1

2

3

4

5

農 業 科
8 0

08

0 8

福 祉 科
8

1

8 1 0 1 5

1

1

01 2

2 0

1

0

5 0

0

01

1 3 0

01

男

女

8

1

0

1

6 0 0 女

1 6 0 0

1

4

0

0

0

03

4

1 0

そ の 他
8 1 9

8 2 0

1 8 0 0 男

8 0 0 女1

男0

女

女

男

7 21

f+g+h+i+j

計のうち（再掲）
自

家

･

自

営

業

職

業

安

定

所

又

J K L

左

記

以

外

運

搬

・

清

掃

等

建

設

・

採

掘

従

事

者

従

事

者

の

も

の

に

就

い

た

者

a+b+c+d+e

f+g+h+i+j

計

は

学

校

を

通

じ

て

就

職

し

た

者

１　産業別就職者数の分類は，「日本標準産業分類」による。
２　職業別就職者数の分類は，「日本標準職業分類」による。

1 2 3
製

造

･

加

工

専

門

的

･

技

術

的

職

業

従

事

者

8 1 4 1 7 0 0 女

1 7

事

務

従

事

者

従

事

者

2

0

文 部 科 学 省

サービス業

(他に分類さ

れないもの)



北

海

道

青

　
森

岩

　
手

神

奈

川

新

　
潟

11

都道府
県番号

学校調査番号

富

　
山

卒業後の状況調査票（高等学校 通信制）

埼

　
玉

千

　
葉

（３－３）
―平成31年５月１日現在―

就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数

宮

　
城

区　　分

秘
統計法に基づく基幹統計調査

学校名

高等学校

分　校

男

女

別

高卒･通３

9

取扱者

氏　名

報
　
告
　
者

校　長

氏　名

群

　
馬

福

　
島

茨

　
城

秋

　
田

山

　
形

栃

　
木

東

　
京

平成31年度　学　校　基　本　調　査

0

計
9

9

1

2 女

11 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数 （つづき）

0

0 99

99 9 男

9

0

区　　分

山

　
梨

京

　
都

大

　
阪

男

女

別

石

　
川

福

　
井

長

　
野

岐

　
阜

静

　
岡

愛

　
知

島

　
根

奈

　
良

和

歌

山

鳥

　
取

兵

　
庫

滋

　
賀

三

　
重

11 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数

区　　分

　
計

（つづき）

福

　
岡

熊

　
本

9

徳

　
島

9
計

9 0 1

9 0 2

高

　
知

1 9 9

岡

　
山

広

　
島

山

　
口

女

沖

　
縄

そ

の

他

9 91

宮

　
崎

長

　
崎

鹿

児

島

大

　
分

男

女

別

佐

　
賀

男

香

　
川

愛

　
媛

文　部　科　学　省

p+q+r+s+t

9
k+l+m+n+o

計
9 男

9 0 2

0 2

2

9

女

9

9 9 9

1





学級数 生徒数
本務者 兼務者

1 施設一体型

2 施設隣接型

　18　二部授業の学級数・
　　生徒数・教員数

　　（公立の後期課程のみ）

担当教員数

小中一貫教育
の施設形態

６

4 その他

3 施設分離型

10「７」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）
11「７」の本務者の
　うち指導主事等の数

（休職者を除く。）
（再掲，公立のみ）

生

徒

指

導

主

事

教

諭

免

許

状

非

所

有

者

計

舎

監

進

路

指

導

主

事

学　　校　　調　　査　　票　（義務教育学校）

16「15」の児童生徒数のうち
　帰国児童生徒数（再掲）

平成30年4月1日から平成31年
3月31日までに帰国した児童生徒数

文　部　科　学　省

5 8

5 8

5

事

務

職

員

学

校

図

書

館

事

務

員

給

食

職

員

そ

の

他

計

養
護
教
諭
･

養
護
助
教
諭
･

栄
養
教
諭

事

務

職

員

学

校

栄

養

職

員

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

養
護
教
諭
･

養
護
助
教
諭
･

栄
養
教
諭

指

導

主

事

教

育

委

員

会

事

務

局

本

人

学

校

派

遣

者

司

書

教

諭
0 9

1

2

等

勤

務

者

・

そ

の

他

留

学

者

・

海

外

日

学

校

医

（

内

科

・

耳

鼻

科

・

眼

科

医

を

含

む

）

11 0

0

0

単

式

学

級

14　学校医
  　等の数

8 3

小　　計

13 組

女

11 組 5 1

計
※

※

※

男

9

0 9

学

校

歯

科

医

計

特
別
支
援
学
級

0

5 4 4 0

5 4 3 0

5 4 2 0

5 4 1 0

5 2 8 0

5 2 7 0

計

学

校

薬

剤

師

5 4 5

15 組 5 1 5 0 1

5 2 6 0

0 1

1

1 2 0 1

5 1 0 0 1

0 1

９ 組 5 0 9 0 1

0 1

0 1

0 5 0 1

0 1

0 1

２ 組 5 0 2 1

4

産休代替
教 職 員

育児休業
代替教員

１　指定なし
２　特 別 地
３　凖へき地
４　１ 級 地
５　２ 級 地
６　３ 級 地
７　４ 級 地
８　５ 級 地

そ　の　他　の　者
負担法による者

(公立のみ)

教 務 主 任 等

助

教

諭

教

頭

主

幹

教

諭

７ 組 5 0 7

６ 組 5 0 6

5 1 4

複
式
学
級

３ 組 5 0 3

５ 組 5

計

12 組

17「15」のうち
　 外国人児童生徒数
　　　　　（再掲）

14 組

1

5

5 1 3

5 0 8

0

統計法に基づく基幹統計調査

７　教　　　員　　　数

兼　務　者（休職者等を除く。）

養

護

教

諭

４学年 計

本　務　者（休職者等を含む。）

義務教育学校

分　校

５ へき地等学校指定
の有無（公立のみ）

取扱者

氏　名

平成31年度　学　校　基　本　調　査

養

護

助

教

諭

栄

養

教

諭

※
4 0 1 0

１
２
３
４
５
６
７

学

校

栄

養

職

員

※
3

12「７」及び「８」の本務者のう
　ち産休代替等教職員数（再掲）

1～6学年 7～9学年

都道府
県番号

学校調査番号

B

5

15　学　年　別　学　級　別　児　童　・生　徒　数

務

0

義

８学年 ９学年１学年 ２学年 ３学年 ７学年５学年 ６学年

0 1 0

番号

（再掲）

校

長

負

担

の

教

員

助

教

諭

３　設 置 者 別

秘

報

告

者

校　長

氏　名

２
（フリガナ）

学校名

―平成31年5月1日現在―

学級区分「15」の複式学級と特別支援
学級の学級種別の番号

１ 組

特別支援学級

〒　　　（市区郡）　　（町村）　　（番地）

　　　　電話（　　　　（　　　）　　　　）

（ 様 式 第 27 号 ）

男

所在地の
市町村番
号 １　本　校

２　分　校

８　職　員　数（本務者のみ。）

４ 組

ａ

事

務

職

員

学

校

給

食

計

市

町

村

費

負

担

の

教

員

番号

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

副

校

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

 単式学

 級，複

 式学級

 及び特

 別支援

 学級の

 児童生

徒数

 合計

８ 組

10 組

複式学級

知 的 障 害
肢 体 不 自 由
病 弱 ・ 身 体 虚 弱
弱 視
難 聴
言 語 障 害
自 閉 症 ・ 情 緒 障 害

10

0

5

※
2 0 2 0

  11　国　　　立
　21　都道府県立
　22　市（区）立
　23　町　　　立
　24　村　　　立
　25　組　合　立
　31　私　　　立

４本校分校別

1
学校の
所在地

0
※
1

該当する項の番
号を記入する。

(再掲)

該当する項の番
号を記入する。

※
2 0 1

該当する項の番
号を記入する。

0

1 0

市

町

村

費

講

師

教

頭

男

女

別

教

諭

主

幹

教

諭

指

導

教

諭

養

護

教

諭

栄

養

教

諭

養

護

助

教

諭

校

長

副

校

長

警

備

員

・

そ

の

他

調

理

従

事

員

教

諭

副

校

長

特別支援学級
担当教員

特

別

支

援

学

校

教

諭

免

許

状

所

有

者

特

別

支

援

学

校

計

講

師

指

導

教

諭

養護教諭・養護助
教諭・栄養教諭

９「７」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

計

(再掲)

計

用

務

員

13　私費負担の
　　職　員　数

国・公立の
本務者のみ

校長･副校長･教頭・
主幹教諭･指導教諭・
教諭･助教諭･講師

女

「

７

」

以

外

の

教

員

事

務

職

員

養

護

職

員

(

看

護

師

等

)

そ

の

他

育

児

休

業

休　職 育

児

休

業

休　職

そ

の

他

教

務

主

任

学

年

主

任

保

健

主

事

２個学年複式
３　　 〃
４　　 〃
５　　 〃
６　　 〃

２
３
４
５
６

該当する項の番
号を記入する。

学

校

栄

養

職

員

職

務

上

の

負

傷

疾

病

教
員
組
合
事
務
専
従
者

(

公
立
の
み

)

教
員
組
合
事
務
専
従
者

(

公
立
の
み

)

職

務

上

の

負

傷

疾

病

計８学年１学年 ２学年 ３学年 ７学年４学年 ５学年 ６学年 ９学年

学
校
図
書
館
事
務
員

図

書

館

事

務

従

事

者

左

記

ａ

の

う

ち

学

校

学

校

栄

養

職

員

負担法による者
のうち休職者

事

務

職

員

学級

種別

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。

計
の
内
訳
（
再
掲
）

１ 本校と分校（正規の手続を完了したもの。）

は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は，

本校で取りまとめて校長から提出する。

２ 数字は， の中に一字ずつ，右側につ

めて記入する。

３ 「計」欄があるところは，必ず検算する。

４ 「15」欄の記入方法は，手引の説明をよく読

むこと。また，学級の設置の届出をしているが，

５月１日現在在籍児童生徒がいない場合は，その学

級の当該欄に と記入する。Ｎ





計

県

内

県

外

県

内

県

外

県

内

県

外

9 1

※

1 計

2 1

9

左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの

Ｃ

の

う

ち

Ｄ

の

う

ち

計

卒業者
総　数

左

記

Ａ

の

う

ち

他

県

へ

の

進

学

者

Ａ

の

う

ち

医

療

機

関

事

業

利

用

者

う

ち

就

労

系

支

援

本科

学

　
　
校

特別支援

学　　校

高 等 部

公

共

職

業

能

力

専

修

学

校

課

程

）

進

学

者

専修学校(一般
課程)等入学者

専

修

学

校

（

高

等
病

弱

・

高
等
部

(

本
科

)

後期課程（本科）
区分

定時制

1 1 1

9 0

1

9 1

0 1

1 3

女

男

計

a

f

b

g

第３次
産　業

不

自

由

男

女

k

d

i

l

c

h

m n

福
祉
施
設

e

j

o

0 7

肢

体8 1

1

0

9

3 0

肢

体

9 1 1 0

1 0 0

0

9 0 9 0

9 1

9 0 8 0

ｆ＋ｇ＋ｈ

＋ｉ＋ｊ

知
的
障
害

不

自

由

9 0

男

県

内

７

第１次
産　業

就 職 先 の 産 業 別 就 職 者 数 （ 再 掲 ）

県

外

ｋ＋ｌ＋ｍ

＋ｎ＋ｏ

1

1 女9

第２次
産　業

男
　
女
　
別

男

0

知
的
障
害1

県

内

県

外

女

身

体

虚

弱 女

1

9

4

0 2

0

視
覚
障
害

聴
覚
障
害

施
設
等

後期課程(本科)

9

9

1

児
　

童

高等学校（本科）

うち就職している者

9 5

9 0

Ｃ

定時制

Ｂ

私　立

全日制 定時制

（

別

　
科

）

後

期

課

程

(

別

科

)

中

等

教

育

学

校

高

等

学

校通信制

中等教育学校

全日制

6

0

別科

Ｂ

の

う

ち

開

発

施

設

等

入

学

者

就

職

者

（

左

記

Ａ

左

記

以

外

の

者

Ｂ

　
Ｃ

　
Ｄ

を

除

く
。

）

不

詳

・

死

亡

の

者

（

一

般

課

程
）

各

種

学

校

都道府
県番号

学校調査番号
平成31年度 学 校 基 本 調 査

0 1

６

卒 業 後 の 状 況 調 査 票 （ 特 別 支 援 学 校 中 学 部 ）

調査票の分類

0

視
覚
障
害

9

高

等

専

門

― 平 成 31 年 5 月 1 日 現 在 ―
秘

統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査

（ 様 式 第 28 号 ）

男

特別支援
学校中卒

該当する項の番
号を記入する。

該当する項の番
号を記入する。

2

学　校

分　校

文　部　科　学　省

9 0

女

2
女

４ 本校分校別
校　長

氏　名

本　校

分　校

報

告

者

第３次産業

定時制 全日制

「５」の卒業者総数のうち高等学校（本科）等への

特

別

支

援

学

校

男

1

Ａ

入学志願者数（再掲）

中 等 教 育 学 校

2

３

1

公　立

1

高
等
専
門
学
校

計

高等学校（本科）

全日制

第２次産業

１

学校の
所在地

設置者別所在地
の市町
村番号

9

※
8

0

3

0 0

1

2

国　立

取扱者

氏　名

女

3 1

ＦＥ

9

障
害
者
支
援

Ｄ

男

9

0

高等学校等進学者

区分

男

男

男

女

a＋ｂ＋ｃ

＋ｄ＋ｅ

左記以外
の も の

計
左 記 以 外
の も の

「７」の産業分類表

Ｇ

左の分類に含む大分類
（「日本標準産業分類」による）

聴
覚
障
害

男

第１次産業２

(フリガナ)

学校名

〒　　　  (市区郡)  　　　(町村)　　　　(番地)　

電話　(　　　　　〈　　　　〉　　　　　　)

女

9

9

0

0

0

0

3 09

9

7 0

4 0

5 0

6 0

計

病

弱

・

身

体

虚

弱

計

男

女

男

女

計

女

｢農業，林業｣，｢漁業｣

｢鉱業，採石業，砂利採取業｣，｢建設
業｣，｢製造業｣

｢電気・ガス・熱供給・水道業｣，｢情
報通信業｣，｢運輸業，郵便業｣，｢卸売
業，小売業｣，｢金融業，保険業｣，｢不
動産業，物品賃貸業｣，「学術研究，専
門・技術サービス業」，｢宿泊業，飲食
サービス業｣，｢生活関連サービス業，
娯楽業｣，｢教育，学習支援業｣，「医
療，福祉」，｢複合サービス事業｣，
｢サービス業（他に分類されないも
の）｣，｢公務（他に分類されるものを
除く）｣

｢分類不能の産業｣及び
｢就職先の産業別が不明の者｣

（再　　掲）

１　本校と分校（正規の手続を完了したもの）は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は本校で取りまとめ，校長から提出する。
２　数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。
３　「都道府県番号」，「学校調査番号」及び「３」，「４」の各欄は，正しい番号が記入されているか。
４　符号a～oは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。
５　「各々の入学志願者数」は，「各々の高等学校等進学者数」より大きいか又は等しくなっているか。
６　「計」欄のあるところは，必ず検算をする。

2

※
9 1

左記Fのうち社会
福祉施設等入所，

通所者

５　　状　況　別　卒　業　者　数　（平成31年3月卒業者）

9

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

，

，

，

，



Ａ

の

う

Ｂ

の

う

Ｄ

の

う

公

共

職

業

能

力

都道府
県番号

取 扱 者

氏 名

課程)等入学者 不

詳

・

死

亡

の

者

各

種

学

校

７

障
害
者
支
援

施
設
等

福
祉
施
設

平 成 31 年 度 学 校 基 本 調 査

学　校

分　校

校 長

氏 名

１　本校と分校（正規の手続を完了したもの。）ごとに調査票を作成する。分校の調査票は，本校で
　取りまとめ，校長から提出する。
２　数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。
３　「8」欄の「県内」の男女ごとの数は，「10」欄の当該学校の所在県の男女ごとの数にそれぞれ
　一致する。
４　符号のa～jは，（３－２）票の「8」欄，「9」欄，（３－３）票の「10」欄の同符号と必ず一致
　する。２行目以下も同様である。

Ｆ

障 害 種 別

3

Ｃ

の

う

開

発

施

設

等

入

学

者

主

た

る

障

害

種

別

Ａ　　大 学 等 進 学 者
男

　
女

　
別

(

本

　
　
科

)

大

学

・

短

期

大

学

及

び

放

送

大

学

高

等

学

校

(

専

攻

科

)

計

卒業者
総　数

(

本
科

)

平成 29年 3月

以 前 卒 業 者

短

期

大

学

大

学

短

期

大

学

Ｅ

 左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの
大

学

・

短

期

大

学

(

別

科

)

特

別

支

援

学

校

の

通

信

教

育

部

状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数　（平成31年3月の本科卒業者。専攻科，別科及び通信制課程の修了者は除く。）

Ｃ

視 覚 障 害

知 的 障 害

病 弱 ・ 身 体 虚 弱

大

学

(

学

部

)

短

期

大

学

分　校

聴 覚 障 害

肢 体 不 自 由

Ｄ専修学校(一般

高

等

部

(

専

攻

科

)

専

修

学

校

(

専
門
課
程

)

進

学

者

専

修

学

校

(

一

般

課

程

)

等

 うち就職している者

1

所在地の
市町村番
号 本　校１

５

国　立

公　立２
２

「５」の主たる障害種別の番号

番号

「５」卒業者総
数のうち大学
(学部)，短期大
学（本科）への
入学志願者数
　　　（再掲）

Ｄ

を

除

く

。

)

短

期

大

学

大

学

(

学
部

)

(

学
部

)

(

本
科

)

用
者

支
援
事
業

う
ち
就
労

(

本
科

)

左

記

以

外

の

者

児
童

卒 業 後 の 状 況 調 査 票 （ 特 別 支 援 学 校 高 等 部 ）

〒　       (市区郡)　　　　   　　(町村)　　　　(番地)

電話　(　　　　〈　　〉　　　　　　)

― 平 成 31 年 5 月 1 日 現 在 ―

統 計 法 に 基 づ く 基 幹 統 計 調 査

該当する項
の番号を記入
する。

本 校 分 校 別４

6 0 1

１

※

設 置 者 別３

私　立

（ 様 式 第 29 号 ）
秘

2

4
該当する項
の番号を記入
する。

5

３

0

学科名

２

(フリガナ)

学校名

１

学校の

所在地

(

学
部

)

Ｂ

平 成 30 年 3 月

卒 業 者

大

学

学科番号

 特別支援
 学校高卒１

報

告

者

（３－１）

Ｇ

8

学校調査番号

(再　掲)

６

左記Ｆのうち社会福祉
施設等入所，通所者

医

療

機

就

職

者

(

左
記
Ａ
　
Ｂ
　
Ｃ

う

ち

う

ち

う

ち

力 者校 援
設う

ち

者別 別

)

学 学 校

) )

学学学学

)

校部) 学 ) 校 者 校 等

)

学 学

)) )業
利

労
系

)

者

)

学機

関

者

ｄ
男

ｅｃｂ

0

07 0 9

7

0

0 8

普　通

科
7

7

0

0 4 07

0

0 2 0

0 1

0

0

7 2 1 0

07 1

科

0

7 5

7 0
科

3

0

科

科

科

0

7 0 7 0

6

女

1 0

男

女

1 0

7 2 3 0

7 2 9

男

女

女

9 9

男

女

男

0

2

7 1 1

7

1 07

2計

男

女

男

女

計9 9

9

文　部　科　学　省

ａ

ｆ ｈ ｉ ｊｇ

科)への入学志願者数
本年度大学(学部),短期大学（本

9

9

9

0

0

平成30年3月以前卒業者のうち

※

統計法に基づ

く国の統計調

査です。調査

票情報の秘密

の保護に万全

を期します。

，

，

，



公務(他に分

類されるも

のを除く)

サービス業

(他に分類さ

れないもの)

平成31年度　 学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒 業 後 の 状 況 調 査 票 （ 特 別 支 援 学 校 高 等 部 ） （３－２）

Ｏ
教育，
学習支
援業

Ｐ
医療，
福祉 Ｑ

総合サー
ビス事業 Ｒ Ｔ

左記以外
のもの

 特別支援
 学校高卒２

計Ｇ
情報
通信業 Ｈ

運輸業，
郵便業

秘 8―平成31年5月1日現在―

統計法に基づく基幹統計調査

学 校 名

学　　校

分　　校

報

告

者

校 長

氏 名

取 扱 者

氏 名

８ 就 職 先 の 産 業 別 就 職 者 数

生活関連

サービス

業，娯楽業

鉱業，採

石業，砂

利採取業
Ｄ建設業 Ｅ

宿泊業，
飲食サー
ビス業

Ｎ

県外 県内 県外 県内県外県内県内県外県内県外

学科名 学科番号

Ａ
農業，

林業
Ｂ 漁 業 Ｃ 製造業 Ｆ

主
た
る
障
害
種
別

男

女

別
県内県外県内県外

Ｓ

県内県外県内県外県内県外県内県外県内 県外県内県外県内

Ｉ
卸売業，
小売業 Ｊ

金融業，
保険業 Ｋ

不動産業，
物品賃貸業 Ｌ

学術研究，

専門・技術

サービス業
Ｍ

電気･ガス
･熱供給･
水道業

県外県内県外 県内県外県内 県外 県内 県外県内県外県内県外 県外 計

普　　通
科

8 0 1 1

8 0 2 1

男 a+b+c+d+e
1 0 0

女 f+g+h+i+j
1 0 0

県内

科
8 0 3 1 男

8 0 4 1 女

科
8 0 5 1

8 0 6 1

男

女

科
8 0 7 1 男

8 0 8 1 女

科
8 0 9 1

8 1 0 1

男

女

科
8 1 1 1 男

8 1 2 1 女

9 職 業 別 就 職 者 数

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 農林漁業従事者 H 生産工程従事者 I J

２ 1 2

農

林

業

従

事

者

漁

業

従

事

者

製

造

･

加

工

従

事

者

機

械

組

立

従

事

者

専

門

的

･

技

術

的

職

業

従

事

者

事

務

従

事

者

販

売

従

事

者

サ

ー

ビ

ス

職

業

従

事

者

保

安

職

業

従

事

者

１

K L

計

従

事

者

運

搬

・

清

掃

等

そ

の

他

計のうち（再掲）

従

事

者

左

記

以

外

の

も

の

職

業

安

定

所

又

5 は

学

校

を

通

じ

て

就

職

し

た

者

自

家

･

自

営

業

に

就

い

た

者

整

備

修

理

従

事

者

3 4
検

査

従

事

者

輸

送

・

機

械

運

転

従

事

者

建

設

・

採

掘

普　　通
科

8 0 1 0

8 0 2 0

男

学科名 学科番号

主
た
る
障
害
種
別

男

女

別

a+b+c+d+e
1 0 0

女 f+g+h+i+j
1 0 0

科
8 0 3 0 男

8 0 4 0 女

科
8 0 5 0 男

8 0 6 0 女

科
8 0 7 0 男

8 0 8 0 女

科
8 0 9 0

8 1 0 0 女

男

１　産業別就職者数の分類は，「日本標準産業分類」による。
２　職業別就職者数の分類は，「日本標準職業分類」による。

文　部　科　学　省

男

8 1 2 0 女

科
8 1 1 0



平成31年度　 学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒 業 後 の 状 況 調 査 票 （ 特 別 支 援 学 校 高 等 部 ）（３－３）  特別支援
 学校高卒３秘 8―平成31年5月1日現在―

統計法に基づく基幹統計調査

学校名

報
 
告
 
者

校　長

氏　名

取扱者

氏　名

学　　校

分　　校

10 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数

学科名 学科番号

主
た
る
障
害
種
別

男

女

別

北

海

道

青

森

岩

手

宮

城

秋

田

石

川

福

井

山

梨

長

野

岐

阜

静

岡

愛

知

山

形

福

島

茨

城

栃

木

群

馬

埼

玉

千

葉

東

京

神

奈

川

三

重

普　　通

科
9 0 1 0

男1 0

9 0 2 0
女1 0

新

潟

富

山

科
9 0 3 0

男

9 0 4 0
女

科
9 0 5 0

男

9 0 6 0
女

科
9 0 7 0

男

9 0 8 0
女

科
9 0 9 0

男

9 1 0 0
女

科
9 1 1 0

男

9 1 2 0
女

10 就 職 先 の 都 道 府 県 別 就 職 者 数 ( つ づ き )

計学科名 学科番号

主
た
る
障
害
種
別

男

女

別

滋

賀

京

都

大

阪

兵

庫

奈

良

和

歌

山

鳥

取

島

根

岡

山

広

島

山

口

徳

島

香

川

愛

媛

高

知

福

岡

佐

賀

長

崎

熊

本

大

分

宮

崎

鹿

児

島

沖

縄

そ

の

他

普　　通

科
9 0 1 1

男
a+b+c+d+e

1 0

9 0 2 1
女

f+g+h+i+j

1 0

科
9 0 3 1

男

9 0 4 1
女

科
9 0 5 1

男

9 0 6 1
女

科
9 0 7 1

男

9 0 8 1
女

科
9 0 9 1

男

9 1 0 1
女

文　部　科　学　省

9 1 2 1
女

科
9 1 1 1

男

0

0

0

0



平　成　31 年　度　　学　校　基　本　調　査

卒　業　後　の　状　況　調　査　票（２－１） ※ 学校調査番号
学部(研究科)

番号
所在地

－　平成31年５月１日現在　－

□ （〒　　　－　　　　　）

□

□

□

９　入　学　年　度　別　卒　業　者　数

学科・専攻名 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

９ ９ ９ ９

課 （　　　）　　　－

 （内線　　　　　番）

文　　部　　科　　学　　省

２

学

校

種

別

１

研

究

科

大

学

院

符　号

高等専門学校

H I　左記以外の者

所

在

地

□

□ 夜　間

電話
取扱者
氏　名

平　成

26年度

入　学

平　成

25年度

入　学

平　成

24年度

入　学

学　長
校　長
氏　名

正

規

の

職

員

等

正

規

の

職

員

等

で

な

い

者

そ

の

他

満
期
退
学
者

G
の
う
ち

H
の
う
ち

Ｉ
の
う
ち

不

詳

・

死

亡

の

者

計

計

男 1

女 2

課

程

別

計

(a)

就　職　者
（左記A～Eを除く。）

自

営

業

主

等

従

　
業

　
員

　
，

正

規

の

職

員

　
・

F G
正
規
の
職
員
等
で
な
い
者

７　　状　　況　　別　　卒　　業　　者　　数

Ｅ

別

科

左記A～Eのうち，

就職している者（再掲）

男 1

女 2

学科
専攻

学科
専攻

男 1

女 2

学科
専攻

1

女

男 1

女 2

2

1学科
専攻

2

学科
専攻

学科
専攻

2

学科
専攻

男

男

女

女

2

学科
専攻

男

1

学科
専攻

女

男 1

女

2

1

男 1

2

女

学科
専攻

男

女

2女

学科
専攻

2

1

女 2

男

学科
専攻

男

（

編
入
学
者
）

そ
　
の
　
他

就

い

た

者

一

時

的

な

仕

事

に

短

時

間

勤

務

の

者

雇

用

契

約

が

一

年

未

満

又

は

1

1

進

学

準

備

中

の

者

ポストドクター等
（満期退学者を含む）フ

ル
タ
イ
ム
勤
務
担
当
の
者

雇
用
契
約
が
一
年
以
上
か
つ

平　成

23年度

以前入学

平　成

27年度

入　学

性
　
　
　
 
別

専

攻

科

本

科

短

期

大

学

男

８　大学院博士課
程の計（a）のうち

（再掲）

就

職

準

備

中

の

者

（ 様 式 第 ３ ０ 号 ）

※印欄は文部科学省で記入する。

学
 

部
 

・

研

究

科

名

３

□ 修 士 課 程
□ 博 士 課 程 ( 前 期 )
□ 博 士 課 程 ( 後 期 )
□ 博 士 課 程 ( 一 貫 )
□ 専 門 職 学 位 課 程

４

昼

夜

別

学

部

大

学

（

予

定

者

を

含

む

）

学

校

名

入

学

者

国

の

学

校

等

専

修

学

校

・

外

臨

床

研

修

医

６５

昼　間

計

(a)

統計法に基づく基幹統計調査

短 期 大 学

大 学 院

大 学

大学・短期大学・
高等専門学校は学
科名，大学院は専
攻名を記入する。

（注）１ 新設等のため卒業者のいない学科，専攻については当該行に「卒業者なし」と記入し，全ての学科，専攻

に該当がない場合は調査票右端上段の空白に「卒業者なし」と記入し，１部提出する。

２ 数字は の中に一字ずつ右側につめて記入する。

３ 卒業者が「７状況別卒業者数」の各部分に重複して該当する場合は，便宜，Ａ→Ｂ→Ｃ・・・のように

左の欄から順に記入することとし，重複して記入はしないこと。

大学・大学院・短期大学のみ記入
各入学年度を書き換えて記入

秘
大 学
大 学 院

短 期 大 学
高 等 専 門 学 校

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

短
期
大
学
は
学
科

大
学
院
は
研
究
科

大
学
は
学
部



平　成 31 年　度　　学　校　基　本　調　査

卒　業　後　の　状　況　調　査　票（２－２） ※ 学校調査番号 学部(研究科)番号 所在地

－　平成31年５月１日現在　－

（〒　　　－　　　　　）

a ｄ ｅ ｈ

学科・専攻名 １ ２

９９９９

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｍ Ｑ

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０

1 ２ １ ２ １ ２

課 （　　　）　　　－

（内線　　　　　　番）

文　　部　　科　　学　　省

短 期 大 学

□

２

１

８
　
　
産
　
業
　
別
　
就
　
職
　
者
　
数

番

号

性別

Ｅ　　製　　　　造　　　　業

　
製

造

業

輸

送

用

機

械

器

具

　
　
製

造

業

そ

の

他

の

農

業

，

林

業

漁

業

砂

利

採

取

業

鉱

業

，

採

石

業

，

建

設

業

学科
専攻

男１

課

程

別

□修 士 課 程
□博士課程(前期)
□博士課程(後期)
□博士課程(一貫)
□専門職学位課程

学

校

種

別

□

男

４

幼

稚

園

ｂ　　　専　　門　　的　・　技　　術　　的　　職　　業　　従　　事　　者

６

学

校

名

そ

の

他

昼

夜

別

□ 昼　間

５

□ 夜　間

所

在

地

７

　
技

術

者

そ

の

他

の

●

 ４ 　製　　造
　　　技術者（開発除く）

機

械

５ ６

・
測
量
技
術
者

建
築
・
土
木

通

信

技

術

者

情

報

処

理

・

１

女２

学科
専攻

３

女２
１

４
学科
専攻

男１

女２

学科
専攻

男１

女２

計
男１

女２

Ｆ

５
学科
専攻

男１

女２

料

製

造

業

・

た

ば

こ

・

飼

食

料

品

・

飲

料

繊

維

工

業

　
同

関

連

業

印

刷

・

　
品

製

造

業

石

油

・

石

炭

製

化

学

工

業

，

属

製

品

製

造

業

非

鉄

金

属

・

金

鉄

鋼

業

，

器

具

製

造

業

・

業

務

用

機

械

は

ん

用

・

生

産

用

Ｇ Ｈ

機

械

器

具

製

造

業

電

気

・

情

報

通

信

熱

供

給

・

水

道

業

電

気

・

ガ

ス

・

Ｋ 不動産業,
  物品賃貸業

保

険

業

１ ２

Ｉ 卸売業，
　 小 売 業

Ｊ 金融業，
　 保 険 業

製

造

業

イ

ス

・

電

子

回

路

電

子

部

品

・

デ

バ

左

記

以

外

１

情

報

通

信

業

運

輸

業

，

郵

便

業

１ ２
卸

売

業

小

売

業

金

融

業

１
賃

貸

・

管

理

業

不

動

産

取

引

・

２ 計

(a)

２ １ ２

Ｒサービス
業(他に分類され

ないもの)

　
事

業

複

合

サ

ー

ビ

ス

　
介

護

事

業

社

会

福

祉

・

社

会

保

険

・

保

健

衛

生

医

療

業

，

Ｐ 医 療 ,
　 福 祉

 Ｓ　公務
(他に分類されるもの
を除く)

Ｏ 教 育 ,
 学習支援業

Ｎ

ビ

ス

業

，

娯

楽

業

生

活

関

連

サ

ー

学

校

教

育

支

援

業

育

，

学

習

そ

の

他

の

教

３

サ

ー

ビ

ス

業

宿

泊

業

，

飲

食

技

術

サ

ー

ビ

ス

業

そ

の

他

の

専

門

・

Ｌ 学術研究，
　 専門・技術
　 サービス業

１
男１

女２

４
男１

女２

女２

２
男１

女２

３
男１

計
男１

女２

５
男１

女２

学　長
校　長
氏　名

取扱者
氏　名

電
話

国

家

公

務

地

方

公

務

法

務

　
研

究

機

関

学

術

・

開

発

宗

教

サ
ー

ビ

ス

業

そ

の

他

の

物

品

賃

貸

業

統計法に基づく基幹統計調査

大

学

研

究

者

技

術

者

農

林

水

産

　３　製　　造
　　　技術者（開発）

化

学

電

気

化

学

そ

の

他

短

期

大

学

３

性別
機

械

電

気

大 学

高等専門学校

□ 大 学 院

□
２

研

究

科

名

学

部

・

７
　
　
職
　
業
　
別
　
就
　
職
　
者
　
数

番

号

符　号

　　　　　　※印欄は文部科学省で記入する。

計

(a)

保

安

職

業

従

事

者

ｇ農林
漁　業
従事者

１ ２

ｆ 左

記

以

外

i
運

転

従

事

者

輸

送

・

機

械

ｊ
従

事

者

建

設

・

採

掘

ｋ
従

事

者

運

搬

・

清

掃

等

２
栄

養

士

そ

の

他

８　　教　　　　　　員

小

学

校

中

学

校

13
音

楽

・

舞

台

デ

ザ

イ

ナ

ー

・

美

術

・

写

真

・

12 その他の
  保健医療
  従事者

師

，

看

護

師

保

健

師

，

助

産

１
高

等

学

校

中

等

教

育

学

校

高

等

専

門

学

校

1110

そ

の

他

９ 医師,歯科医師,
   獣医師,薬剤師

歯

科

医

師

医

師

，

獣

医

師

薬

剤

師

医

療

技

術

者

特

別

支

援

学

校

ｃ

14
そ

の

他

農
林
業
従
事
者

漁

業

従

事

者

生

産

工

程

従

事

者

管

理

的

職

業

従

事

者

事

務

従

事

者

販

売

従

事

者

従

事

者

サ

ー

ビ

ス

職

業

大学・短期大学
・高等専門学校
は学科名，大学

院は専攻名を記
入する。

（注）１ 産業別就職者数の分類は，「日本標準産業分類」による。
２ 職業別就職者数の分類は，「日本標準職業分類」による。
３ 就職者のいない学科，専攻については記入する必要はないが，すべてに該当がない場合は，
調査票右端上段に「就職者なし」と記入し，１部提出する。

４ 数字は の中に一字ずつ右側につめて記入する。

秘 大 学
大 学 院

短 期 大 学
高等専門学校

〔記入後の確認〕

１ 職業別の計欄(a)
と産業別の計欄(a)
は一致する。

２ また，それぞれ
の計欄に記入され
た数値は，別葉の
「卒業後の状況調
査票(2-1)｣に記入
された「就職者」
と「左記Ａ～Ｅの
うち就職している
者(再掲)」の合計
とそれぞれ一致す
る。

短
期
大
学
は
学
科

大
学
院
は
研
究
科

大
学
は
学
部



7 0 3 0 計

ｌ ｍ ｎ ｏｋ※

7 0 2 0 女

ｈ ｉ ｊｆ ｇ

7 0 1 0 男

ｂ ｃ ｄ ｅａ

高

等

学

校

中
等

教

育

学

校

特
別
支
援
学
校
高
等
部

の
本
科
及
び
別
科

 左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの

公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

Ａの

うち

左

記

以

外

の

者

課

程

）

進

学

者

専

修

学

校

（

一

般

課

程

）

等

入

学

者

Ｃの

うち

Ｂの

うち

（再　　　掲）

校　長

氏　名

専

修

学

校

各

種

学

校

（

一
般
課
程
）

Ｄの

うち

 うち就職している者

８　｢７｣の卒業者総数のうち特別支援
学級卒業者の状況（再掲）

Ａ 高等学校等進学者

Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ＋Ｇ

計

専

修

学

校

（

高

等

課

程

）

進

学

者

専門学校(一般
課程)等入学者

公

共

職

業

能

力

開
発
施
設
等
入
学
者

Ｇ

計

卒業者
総　数

Ａ進学者
Ｂ

 
Ｃ

 
Ｄ

を

除

く
。

）

就

職

者

（

左

記

Ａ

専

修

学

校

（

高

等

義務卒
c

就

職

者

（

左

記

Ａ

Ｃ Ｄ ＥＢ
不

詳

・

死

亡

の

者

平成31年度　学　校　基　本　調　査 都道府
県番号

学校調査番号

卒業後の状況調査票（義務教育学校）
（ 様 式 第 31 号 ）

秘
統計法に基づく基幹統計調査

〒　　　 　　　(市区郡)　　　  　　(町村)　　　　(番地)
１

学校の

所在地

２

(フリガナ)

学校名
分　校

―平成31年5月1日現在―

電話　　(　　　　　　〈　　　　〉　　　　　　)

所在地
の市町
村番号

３ 学 校 種 別 ４ 設置者別 ５

2 公　立

１　義務教育学校

６　小中一貫教育
    の施設形態

1 施設一体型

本校分校別

2 分　校
3

報

告

者

1 国　立 1 本　校

私　立 取扱者

氏　名

該当する項
の番号を記
入する。

該当する項の
番号を記入す
る。

該当する項の番
号を記入する。

2 施設隣接型
3 施設分離型
4 その他

高等学校（本科）

定時制

高等学校（本科）

｢７｣の卒業者総数のうち高等学校（本科）等への
入学志願者数（再掲）

※

1
6 0 1 0

後期課程(本科)

男
　
　
　
女
　
　
　
別 全 日 制

7 状 況 別 卒 業 者 数 （ 平 成 31 年 3 月 卒 業 者 ）

後

期

課

程

(

別

科

)

高

等

専

門通信制 全日制 定時制 本科 別科

学

　
　
校

中等教育学校 （

別
　
科
）

特別支援
学　　校
高 等 部

左

記

以

外

の

者

Ｅ Ｆ
不

詳

・

死

亡

の

者

Ｂ

 
Ｃ

 
Ｄ

を

除

く
。

）

左

記

Ａ

の

う

ち

他

県

へ

の

進

学

者

中 等 教 育 学 校 高
等
専
門
学
校

｢農業,林業｣,｢漁業｣

全 日 制 定時制

特
別
支
援
学
校

就職先の産業別就職者数 （再掲）

第１次
産　業

第２次
産　業

第３次
産　業

左記以外
のもの

｢10｣の産業分類表

調査票の分類
左の分類に含む大分類

（「日本標準産業分類」による）

高
等
部

(

本
科

)

計

計

県

内

県

内

県

外

県

内

10

計

第２次産業

第１次産業

県

外

｢鉱業,採石業,砂利採取業｣,
｢建設業｣,｢製造業｣

第３次産業
県

外

県

外

県

内

7 0 1 1 男

全 日 制 定時制

男
　
　
女
　
　
別

9

a＋b＋c
＋d＋e

後期課程(本科)

県

内

県

外

f＋g＋h
＋i＋j

7 0 2 1 女

※

文　部　科　学　省

４　｢計」欄のあるところは，必ず検算をする。

｢分類不能の産業｣及び｢就職先
の産業別が不明の者｣

１　本校と分校（正規の手続を完了したもの）は，別々に調査票を作成する。分校の調査票は本校で取りまとめ，校長から提出する。

｢電気・ガス・熱供給・水道
業｣,｢情報通信業｣，｢運輸業,
郵便業｣,｢卸売業,小売業｣,｢金
融業,保険業｣,｢不動産業,物品
賃貸業｣,「学術研究,専門・技
術サービス業」,｢宿泊業,飲食
サービス業｣,｢生活関連サービ
ス業,娯楽業｣,｢教育，学習支
援業｣,「医療，福祉」,｢複合
サービス事業｣,｢サービス業
（他に分類されないもの）｣,
｢公務（他に分類されるものを
除く)｣

義務教育学校

左記以外
の も の

k＋l＋m
＋n＋o

２　数字は，　　　　の中に一字ずつ，右側につめて記入する。

３　符号a～oは，調査票の各欄の同符号と必ず一致しなければならない。

7 0 3 1 計

統計法に基づく

国の統計調査で

す。調査票情報

の秘密の保護に

万全を期します。

及
び
別
科
・
高
等
専
門
学
校

育
学
校
後
期
課
程
の
本
科

高
等
学
校
及
び
中
等
教

，

，

，

，

，

，

，





平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校調査票（幼稚園）及び学校調査票（幼保連携型認定こども園）
統計委員会における「諮問第 66 号の答申 学校基本調査の変更及び学校基本調査の指定の変更について」（平成 26 年７月 14 日付け府統委第 63

号）の「今後の課題」を踏まえ，休職等理由区分として「介護休業」を追加するとともに，休職者等の男女別の人数を把握するため，「男女別」
を追加する。また，調査に使用しない不要な欄を削除する。

変更後

変更前

休職育

児

休

業

育

児

休

業

休職

男

女

計

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

「６」の本務者のうち
休職等教員数（再掲）

職

務

上

の

負

傷

疾

病

男
　
女
　
別

8 9

副

園

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

「６」及び「７」の本
務者のうち産休代替等

教職員数（再掲）

そ

の

他

職

務

上

の

負

傷

疾

病

そ

の

他

介

護

休

業

介

護

休

業

計

産休代替
教 職 員

育 児休
業 代替

教 員

養

護

教

諭

・

養

護

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

事

務

職

員

副

園

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

養

護

教

諭

・

養

護

園長･副園長･教頭･

主幹教諭･指導教諭･

教諭･助教諭･講師

養護教諭・

養護助教諭・

栄養教諭

計

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

8

そ

の

他

「６」の本務者のうち
休職等教員数（再掲）

休職 休職

職

務

上

の

負

傷

疾

病

9
「６」及び「７」の本
務者のうち産休代替等
教職員数（再掲）

職

務

上

の

負

傷

疾

病

そ

の

他

育

児

休

業

育

児

休

業

計

副

園

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

養

護

教

諭

・

養

護

助

教

諭

・

栄

養

教

諭

事

務

職

員

副

園

長

・

教

頭

・

主

幹

教

諭

・

指

導

教

諭

・

教

諭

・

助

教

諭

・

講

師

養

護

教

諭

・

養

護

園長･副園長･教

頭･主幹教諭･指

導教諭･教諭･助

教諭･講師

養護教諭・

養護助教諭・

栄養教諭

育児休

業代替

教 員

産休代替

教 職 員



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校調査票（小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校）及び学校通信教育調査票（高等学校）
調査に使用しない不要な欄を削除する。

変更後

変更前

教

員

組

合

事

務

専

従

者

(

公

立

の

み

)

職

務

上

の

負

傷

疾

病

校長･副校長･教頭・

主幹教諭･指導教諭・
教諭･助教諭･講師

養護教諭・養護助
教諭・栄養教諭

９「７」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

育

児

休

業

休　職

計

舎

監

計

そ

の

他

育

児

休

業

休　職

そ

の

他

10「７」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）

教

諭

免

許

状

所

有

者

計

職

務

上

の

負

傷

疾

病

教

員

組

合

事

務

専

従

者

(

公

立

の

み

)

特

別

支

援

学

校

特

別

支

援

学

校

教

務

主

任

学

年

主

任

保

健

主

事

司

書

教

諭

教 務 主 任 等
特別支援学級

担当教員

教

諭

免

許

状

非

所

有

者

特

別

支

援

学

校

特

別

支

援

学

校

校長･副校長･教頭・

主幹教諭･指導教諭・
教諭･助教諭･講師

養護教諭・養護助
教諭・栄養教諭

９「７」の本務者のうち休職等教員数（再掲）

育

児

休

業

休　職

計

舎

監

計

教

員

組

合

事

務

専

従

者

(

公

立

の

み

)

職

務

上

の

負

傷

疾

病

そ

の

他

職

務

上

の

負

傷

疾

病

育

児

休

業

休　職
教

員

組

合

事

務

専

従

者

(

公

立

の

み

)

そ

の

他

10「７」の本務者のうち教務主任等の数（再掲）

教

諭

免

許

状

所

有

者

計

教

務

主

任

学

年

主

任

保

健

主

事

司

書

教

諭

教 務 主 任 等
特別支援学級

担当教員

教

諭

免

許

状

非

所

有

者



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校調査票（大学・短期大学）学生教職員等状況票
学校教育法の改正により，専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展開させることを目的とする「専門職大学」及び「専

門職短期大学」が設置されることに伴い，それぞれ「学士（専門職）課程」及び「短期大学士（専門職）課程」の在籍者数等を把握すべく，調査
項目を追加する。

変更後

変更前

学部卒以上 左記以外
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

  

女

学部・本科のうち学士（専門職）
課程・短期大学士（専門職）課程

　（再掲）

専　攻　科 別　　　科 ★
計

男

大　　　　　学　　　　　院 学　　部　・　本　　科

昼　　間 １

夜　　間 ２

男 男 男 男

３　学 生 数 博　士　課　程 修　士　課　程 専門職学位課程

女 女 女 女

大学は学部学生数，短期大学

は本科学生数を記入する。

該当のない場合は

斜線を引く。

該当のない場合は

斜線を引く。

該当のない場合は斜線を引く。

科目等履修生・聴講生・研究

該当のない場合は斜線を引く。

学部卒以上 左記以外
男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 計

  

★大　　　　　学　　　　　院 学　　部　・　本　　科 専　攻　科 別　　　科

３　学 生 数

１

２

昼　　間

夜　　間

計
修　士　課　程 専門職学位課程博　士　課　程

大学は学部学生数，短期大学

は本科学生数を記入する。

該当のない場合は

斜線を引く。

該当のない場合は

斜線を引く。

該当のない場合は斜線を引く。

科目等履修生・聴講生・研究生



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校調査票（大学）学部学生内訳票
学校教育法の改正により，専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展開させることを目的とする「専門職大学」が設置

されることに伴い，「学士（専門職）課程」の在籍者数等を把握すべく，調査項目を追加する。

変更後

変更前

 □昼　　間 （〒　　　－　　　　　）

 □夜　　間
１

昼
夜
別

２
課
程
別

５
大
学
名

３
学
部
名

 □学士（専門職）課程 ４
所
在
地

学
部
の

 □昼　　間 （〒　　　－　　　　　）

 □夜　　間

大
学
名

４
学
部
名

所
在
地

学
部
の

３１
昼
夜
別

２



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校調査票（短期大学）本科学生内訳票
学校教育法の改正により，専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展開させることを目的とする「専門職短期大学」が

設置されることに伴い，「短期大学士（専門職）課程」の在籍者数等を把握すべく，調査項目を追加する。

変更後

変更前

（〒　　　－　　　　　）

１
課
程
別

 □短期大学士（専門職）課程 ２
短期大学
の所在地

３ 短期大学名

（〒　　　－　　　　　）

１
短期大学
の所在地

２ 短期大学名



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校調査票（大学・短期大学・高等専門学校）外国人学生調査票
外務省による「我が国政府刊行物（白書，統計等）における台湾に関する記載ぶりについて」（平成 30 年１月 12 日付け亜中モ１合第 33 号）を

踏まえ，適切な表記とするため，「国籍」を「国籍・地域」に変更する。

変更後

変更前

４　種類別・国籍・地域別外国人学生数

大学・大学院

・高等専門学校

符号 男女別

国　籍・地　域　名種類

短期大学

４　種類別・国籍別外国人学生数

大学・大学院

・高等専門学校

符号 男女別

国　籍　名種類

短期大学



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○卒業後の状況調査票（中学校）
調査に使用しない不要な欄を削除する。

変更後

変更前

r s t

ｄ ｅ

連携先

f g

併設先併設先

雇

用

契

約

期

間

が

一

年

以

上

、

か

つ

フ

ル

タ

イ

ム

勤

務

相

当

の

者

左

記

Ｅ

有

期

雇

用

労

働

者

の

う

ち

 うち就職している者

Ｂの

うち

Ｃの

うち

Ｄの

うち

q

k l m

左記｢高等学校（本科）｣のうち併設先

または連携先の高等学校へ進学した者

全日制のうち

Ａ

男

計

ｃ

8

（再　　　掲）

女

j

定時制のうち

連携先

n

u

状 況 別 卒 業 者 数 （ 平 成 31 年 3 月 卒 業 者 ）

Ｇ

左

記

Ａ

の

う

ち

他

県

へ

の

進

学

者

高等学校等進学者

Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ

左

記

以

外

の

者全日制

後期課程(本科)

（

別
　
科
）

別科

専門学校(一般

課程)等入学者

公

共

職

業

能

力

開

発

施

設

等

入

学

者

計

卒業者
総　数

不

詳

・

死

亡

の

者

各

種

学

校

常用労働者自

営

業

主

等

臨

時

労

働

者

 左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの

Ａの

うち

中 等教 育 学校
高

等

学

校

中

等

教

育

学

校

後

期

課

程

(

別

科

)

Ｅ 就職者等
（左記Ａ～Ｄを除く。）

専

修

学

校

（

高

等

課

程

）

進

学

者

男
　
　
　
女
　
　
　
別

定時制全 日 制 定時制 通信制

高等学校（本科）

高

等

専

門

学

　
　
校

専

修

学

校

（

一

般

課

程
）

本科

特別支援
学　　校
高 等 部

労

働

者

無

期

雇

用

一

か

月

以

上

の

者

）

（

雇

用

契

約

期

間

が

有

期

雇

用

労

働

者

ａ

h

o

b

i

p

r s t

k l m

ｄ ｅ f

連携先 併設先併設先

雇

用

契

約

期

間

が

一

年

以

上

、

か

つ

フ

ル

タ

イ

ム

勤

務

相

当

の

者

左

記

Ｅ

有

期

雇

用

労

働

者

の

う

ち

 うち就職している者

Ｂの

うち

Ｃの

うち

Ｄの

うち

臨

時

労

働

者

g

p

n

u

i

q

左記｢高等学校（本科）｣のうち併設先

または連携先の高等学校へ進学した者

全日制のうち

男

Ａ

ａ b

計

ｃ

o

8

女

（再　　　掲）

h j

定時制のうち

連携先

状 況 別 卒 業 者 数 （ 平 成 30 年 3 月 卒 業 者 ）

高等学校等進学者

Ｂ Ｃ Ｄ Ｆ

左

記

以

外

の

者全日制

後期課程(本科)

（

別
　
科
）

別科

Ｇ

左

記

Ａ

の

う

ち

他

県

へ

の

進

学

者

専

修

学

校

（

高

等

課

程

）

進

学

者

専門学校(一般

課程)等入学者

公

共

職

業

能

力

開
発

施

設

等

入

学

者

計

卒業者
総　数

不

詳

・

死

亡

の

者

 左記Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの

Ａの

うち

中等 教育学 校
高

等

学

校

中

等

教

育

学

校

後

期

課

程

(

別

科

)

自

営

業

主

等

Ｅ 就職者等
（左記Ａ～Ｄを除く。）

男
　
　
　
女
　
　
　
別

定時制全 日 制 定時制 通信制

高等学校（本科）

常用労働者高

等

専

門

学

　
　
校

専

修

学

校

（

一

般

課

程
）

本科

労

働

者

無

期

雇

用

特別支援
学　　校
高 等 部

各

種

学

校

有
期
雇
用
労
働
者

・

i
雇
用
契
約
期
間
が

一
か
月
以
上
の
者 ・

j



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（卒業後の状況調査 中学校）
小中一貫教育を行う中学校のうち高等学校（本科）等への入学志願者を集計するため，集計表及び集計区分を追加する。

変更後

変更前

（新設）

集　　計　　表

一体型 計 国 公 私

隣接型 計 国 公 私

分離型 計 国 公 私

その他 計 国 公 私

集　計　区　分

小中一貫教育を行う中学校のうち高等学校（本
科）等への入学志願者（再掲）

都道府県別



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 大学（学部）・大学院）
学校教育法の改正により，専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展開させることを目的とする「専門職大学」が設置

されることに伴い，「学士（専門職）課程」の在籍者数等を把握のうえ集計するため，集計区分を追加する。

変更後

変更前

集　　　計　　　表　

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

集　　計　　区　　分

関係学科別　学生数

学士（専門職）課程　計

昼間

夜間　計

全国計

集　　　計　　　表　

計

国立

公立

私立

計

国立

公立

私立

集　　計　　区　　分

関係学科別　学生数

昼間

夜間　計

全国計



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 大学（学部）・大学院）
「入学志願者数」及び「入学者数」を「入学状況」として集計しているため，正確な表現に修正する。

変更後

変更前

集　　　計　　　表　

学部別　入学状況 全国計

計

昼間

夜間

集　　計　　区　　分

集　　　計　　　表　

学部別　入学者数 全国計

計

昼間

夜間

集　　計　　区　　分



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 大学（学部）・大学院）
「入学志願者数」及び「入学者数」を「入学状況」として集計しているため，重複箇所を削除する。

変更後

変更前

集　　　計　　　表　

関係学科別入学志願者数 全国計

計

計のうち昼間

計のうち修業年限４年

関係学科別入学者数 全国計

計

計のうち昼間

計のうち修業年限４年

関係学科別大学入学状況 全国計

計

計のうち昼間

計のうち修業年限４年

集　　計　　区　　分

集　　　計　　　表　

関係学科別大学入学状況 全国計

計

計のうち昼間

計のうち修業年限４年

集　　計　　区　　分



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 大学（学部）・大学院）
外務省による「我が国政府刊行物（白書，統計等）における台湾に関する記載ぶりについて」（平成 30 年１月 12 日付け亜中モ１合第 33 号）を

踏まえ，適切な表記とするため，「国籍」を「国籍・地域」に変更する。

変更後

変更前

集　　　計　　　表　

専攻分野別　外国人学生数(大学院) 全国計

専攻科･別科･科目等履修生・聴講生･研究生

計

私費留学生

国籍・地域別　専攻分野別　外国人学生数(大学
院)

計(研究科,科目等履修生・聴講生･研究生)

国費留学生全国計

私費留学生

国籍・地域別　関係学科別外国人学生数

学部

集　　計　　区　　分

計(研究科,科目等履修生・聴講生･研究生)

計

国費留学生

関係学科別　外国人学生数(大学)

全国計

全国計

集　　　計　　　表　

専攻分野別　外国人学生数(大学院) 全国計

専攻科･別科･科目等履修生・聴講生･研究生

計

私費留学生

国籍別　専攻分野別　外国人学生数(大学院)

計(研究科,科目等履修生・聴講生･研究生)

国費留学生全国計

私費留学生

国籍別　関係学科別外国人学生数

学部

集　　計　　区　　分

計(研究科,科目等履修生・聴講生･研究生)

計

国費留学生

関係学科別　外国人学生数(大学)

全国計

全国計



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 短期大学）
学校教育法の改正により，専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を展開させることを目的とする「専門職短期大学」が

設置されることに伴い，「短期大学士（専門職）課程」の在籍者数等を把握のうえ集計するため，集計区分を追加する。

変更後

変更前

集　　　計　　　表　

計

国立

公立

私立

夜間　計

集　　計　　区　　分

私立

昼間

短期大学士（専門職）課程　計

公立

全国計関係学科別　学生数

計

国立

集　　　計　　　表　

計

国立

公立

私立

夜間　計

集　　計　　区　　分

私立

昼間

公立

全国計関係学科別　学生数

計

国立



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 短期大学）
正確な表現に修正する。

変更後

変更前

集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

計

昼間

夜間

本科　学校種別編入学者数 全国計

集　　　計　　　表　 集　　計　　区　　分

計

昼間

夜間

学部別　編入学者数 全国計



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 短期大学）
外務省による「我が国政府刊行物（白書，統計等）における台湾に関する記載ぶりについて」（平成 30 年１月 12 日付け亜中モ１合第 33 号）を

踏まえ，適切な表記とするため，「国籍」を「国籍・地域」に変更する。

変更後

変更前

集　　　計　　　表　

関係学科別外国人学生数 全国計

国籍・地域別　関係学科別
外国人学生数

全国計

集　　計　　区　　分

計(私費留学生・留学生以外)

計(本科,専攻科･別科,科目等履修生等)

集　　　計　　　表　

関係学科別外国人学生数 全国計

国籍別　関係学科別　外国人
学生数

全国計

集　　計　　区　　分

計(私費留学生・留学生以外)

計(本科,専攻科･別科,科目等履修生等)



平成31年度学校基本調査改正（新旧対照表）
○学校基本調査集計一覧（学校調査 高等専門学校）
外務省による「我が国政府刊行物（白書，統計等）における台湾に関する記載ぶりについて」（平成 30 年１月 12 日付け亜中モ１合第 33 号）を

踏まえ，適切な表記とするため，「国籍」を「国籍・地域」に変更する。

変更後

変更前

集　　計　　表　 集　　計　　区　　分

国籍・地域別　関係学科別
外国人学生数

全国計 計（国費・私費・その他）

集　　計　　表　 集　　計　　区　　分

国籍別　関係学科別　外国人
学生数

全国計 計（国費・私費・その他）
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